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(57)【要約】
　本発明は、新規な２－ヨードイミダゾール誘導体、該化合物の調製方法、該化合物を含
んだ組成物、並びに、生物学的活性化合物、特に、植物保護及び材料物質の保護において
有害微生物を防除するための生物学的活性化合物としての、及び、植物成長調節剤として
のそれらの使用に関する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式（Ｉ）
【化１】

〔式中、
　Ｘは、ＯＲ１、ＣＮ又は水素を表し；
　Ｙは、Ｏ、Ｓ、ＳＯ、ＳＯ２、－ＣＨ２－又は直接結合を表し；
　ｍは、０又は１を表し；
　ｎは、０又は１を表し；
　Ｒは、各々の場合において、任意に置換されたアルキル、アルケニル、アルキニル、シ
クロアルキル又はアリールを表し；
　Ｒ１は、水素、任意に置換されたアルキルカルボニル又はトリアルキルシリルを表し；
　Ｒ２は、水素、ハロゲン又は任意に置換されたアルキルを表し；
　Ｒ３は、水素、ハロゲン又は任意に置換されたアルキルを表し；
　Ｒ２とＲ３とは、共に、任意に置換されたＣ２－Ｃ５－アルキレンを更に表してもよく
；
　ＲとＲ２とは、共に、任意に置換されたＣ２－Ｃ５－アルキレンを更に表してもよく；
　ＲとＲ１とは、共に、各々の場合において、ハロゲン－、アルキル－又はハロアルキル
で任意に置換されたＣ１－Ｃ４－アルキレン又はＣ１－Ｃ４－アルキレンオキシ（ここで
、この基の酸素は、任意に置換されたテトラヒドロフラン－２－イル環、１，３－ジオキ
セタン－２－イル環、１，３－ジオキソラン－２－イル環、１，３－ジオキサン－２－イ
ル環又は１，３－ジオキセパン－２－イル環を形成するように、Ｒに結合している）を更
に表してもよく；
　Ｒ１とＲ２とは、ｎが１を表す場合には、直接結合を更に表してもよく；
　ＹとＲ３とは、ｍ及びｎが両方とも１を表す場合には、共に、更に、二重結合を形成し
てもよく；
　Ａは、任意に置換されたアリール又は任意に置換されたヘテロアリールを表す〕
で表される２－ヨードイミダゾール誘導体及びそれらの農薬的に活性な塩。
【請求項２】
　Ｘが、ＯＲ１を表し；
　Ｙが、Ｏ、Ｓ、ＳＯ２、－ＣＨ２－又は直接結合を表し；
　ｍが、０又は１を表し；
　ｎが、０又は１を表し；
　Ｒが、各々の場合において、任意に分枝したＣ３－Ｃ７－アルキル、Ｃ１－Ｃ８－ハロ
アルキル、Ｃ２－Ｃ７－アルケニル、Ｃ２－Ｃ７－ハロアルケニル、Ｃ２－Ｃ７－アルキ
ニル、Ｃ２－Ｃ７－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、
Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、トリ（Ｃ１－Ｃ３－アルキル）シ
リル－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、各々の場合において、ハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル
－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコ
キシ－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ－、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ－又はフェノキシ
（ここで、フェノキシも、ハロゲン又はＣ１－Ｃ４－アルキルで置換されていてもよい）
で任意に置換されたＣ３－Ｃ７－シクロアルキル又はＣ３－Ｃ７－シクロアルキル－Ｃ１

－Ｃ３－アルキル（ここで、任意の置換は、該シクロアルキル部分において成されている
）、及び、ハロゲン－又はＣ１－Ｃ４－アルキルで任意に１～３置換されていたフェニル
を表し；
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　Ｒ１が、水素、（Ｃ１－Ｃ３－アルキル）カルボニル、（Ｃ１－Ｃ３－ハロアルキル）
カルボニル又はトリ（Ｃ１－Ｃ３－アルキル）シリルを表し；
　Ｒ２が、水素、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、Ｃ１－Ｃ４－アルキル又はＣ１－Ｃ４－
ハロアルキルを表し；
　Ｒ３が、水素、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、Ｃ１－Ｃ４－アルキル又はＣ１－Ｃ４－
ハロアルキルを表し；
　Ｒ２とＲ３とが、共に、直鎖又は分枝鎖であり、且つ、ハロゲン（特に、フッ素、塩素
又は臭素）で任意に置換されたＣ２－Ｃ５－アルキレンを更に表し；
　ＲとＲ２とが、共に、直鎖又は分枝鎖であり、且つ、ハロゲン又はＣ１－Ｃ４－アルキ
ル（特に、フッ素、塩素、臭素又はメチル）で任意に置換されたＣ２－Ｃ５－アルキレン
を更に表し；
　ＲとＲ１とが、共に、フッ素－、塩素－、臭素－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル－又はＣ１－
Ｃ４－ハロアルキルで任意に置換された－（ＣＨ２）３－、－ＣＨ２Ｏ－、－（ＣＨ２）

２Ｏ－、－（ＣＨ２）３Ｏ－（ここで、この基の酸素は、各々の場合において、任意に置
換されたテトラヒドロフラン－２－イル環、１，３－ジオキセタン－２－イル環、１，３
－ジオキソラン－２－イル環又は１，３－ジオキサン－２－イル環が形成されるように、
Ｒに結合している）を更に表し；
　Ｒ１とＲ２とは、ｎが１を表す場合には、直接結合を更に表してもよく；
　ＹとＲ３とは、ｍ及びｎが両方とも１を表す場合には、共に、更に、二重結合を形成し
てもよく；
　Ａが、置換されていないフェニルを表すか、又は、Ｚ１で１～３置換されたフェニルを
表し、式中、Ｚ１は、ハロゲン、シアノ、ニトロ、ＯＨ、ＳＨ、Ｃ（アルキル）（＝ＮＯ
アルキル）、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ２－
アルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ
、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル
チオ、Ｃ２－Ｃ４－アルケニル、Ｃ２－Ｃ４－ハロアルケニル、Ｃ２－Ｃ４－アルキニル
、Ｃ２－Ｃ４－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロ
アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルス
ルホニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニルオキシ、ホルミル、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカ
ルボニル、Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル、Ｃ２－Ｃ５－アルコキシカルボニル、
Ｃ２－Ｃ５－ハロアルコキシカルボニル、Ｃ３－Ｃ６－アルケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６－
アルキニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキル
カルボニルオキシ、トリアルキルシリルを表すか、又は、各々の場合において、ハロゲン
－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－
若しくはＣ２－Ｃ４－アルキルカルボニルで任意に１置換されたフェニル、フェノキシ若
しくはフェニルチオを表し；
又は、
　Ａが、各々の場合において、Ｚ２で１置換又は多置換された５員又は６員のヘテロアリ
ール（該ヘテロアリールは、フリル、チエニル、ピロリル、ピラゾリル、イミダゾリル、
オキサゾリル、チアゾリル、イソオキサゾリル、イソチアゾリル、トリアゾリル、テトラ
ゾリル、オキサジアゾリル、チアジアゾリル、ピリジニル、ピリダジニル、ピリミジニル
、ピラジニル及びトリアジニルから選択される）を表し、式中、Ｚ２は、ハロゲン、Ｃ１

－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－
ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロチオアルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ、Ｃ３－Ｃ

７－シクロアルキル、各々の場合において、ハロゲン－若しくはＣ１－Ｃ４－アルキルで
任意に置換されたフェニル、フェノキシ若しくはフェニルチオを表す；
請求項１に記載の式（Ｉ）で表される２－ヨードイミダゾール誘導体及びそれらの農薬的
に活性な塩。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の式（Ｉ）で表される２－ヨードイミダゾール誘導体を、有害な



(4) JP 2014-534251 A 2014.12.18

10

20

30

40

50

植物病原性菌類及び／又はそれらの生息環境に施用することを特徴とする、有害植物病原
性菌類の防除方法。
【請求項４】
　増量剤及び／又は界面活性剤に加え、請求項１又は２に記載の式（Ｉ）で表される２－
ヨードイミダゾール誘導体のうちの少なくとも１つを含んでいることを特徴とする、有害
植物病原性菌類防除用組成物。
【請求項５】
　有害な植物病原性菌類を防除するための、請求項１又は２に記載の式（Ｉ）で表される
２－ヨードイミダゾール誘導体の使用。
【請求項６】
　植物成長調節剤としての、請求項１又は２に記載の式（Ｉ）で表される２－ヨードイミ
ダゾール誘導体の使用。
【請求項７】
　請求項１又は２に記載の式（Ｉ）で表される２－ヨードイミダゾール誘導体を、増量剤
及び／又は界面活性剤と混合させることを特徴とする、有害植物病原性菌類防除用組成物
の製造方法。
【請求項８】
　トランスジェニック植物を処理するための、請求項１に記載の式（Ｉ）で表される２－
ヨードイミダゾール誘導体の使用。
【請求項９】
　種子及びトランスジェニック植物の種子を処理するための、請求項１に記載の式（Ｉ）
で表される２－ヨードイミダゾール誘導体の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、新規な２－ヨードイミダゾール誘導体、これらの化合物の調製方法、これら
の化合物を含んだ組成物、並びに、生物学的活性化合物、特に、作物保護及び材料物質（
ｍａｔｅｒｉａｌｓ）の保護において有害微生物を防除するための生物学的活性化合物と
しての、及び、植物成長調節剤としての、それらの使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特定の２－ヨードイミダゾール誘導体を、作物保護における殺菌剤として又は皮膚糸状
菌に対する抗真菌剤として使用することができるということは既に知られている（ｃｆ．
　ＷＯ　８７／０６４３０；Ｊ．　Ｍｅｄ．　Ｃｈｅｍ．　１９９７，　４０，　２６０
９－２６２５；Ｂｉｏｐｏｌｙｍｅｒｓ　１９９７，　４３，　４３－７１）。さらに、
２位がハロゲンで置換されている別のイミダゾール誘導体は、殺有害生物剤として知られ
ている（ｃｆ．　ＥＰ－Ａ　０４１２８４９）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際特許出願公開第８７／０６４３０号
【特許文献２】欧州特許出願公開第０４１２８４９号
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】Ｊ．　Ｍｅｄ．　Ｃｈｅｍ．　１９９７，　４０，　２６０９－２６２
５
【非特許文献２】Ｂｉｏｐｏｌｙｍｅｒｓ　１９９７，　４３，　４３－７１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
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　現代の活性化合物（例えば、殺菌剤）に求められる生態学的及び経済学的な要求、例え
ば、活性スペクトル、毒性、選択性、施用量、残留物の形成及び好ましい製造方法などに
関する要求は、継続的に増大しており、また、例えば抵抗性に関する問題も存在し得るの
で、少なくとも一部の領域において既知組成物よりも有利な新規殺菌剤組成物を開発する
ことが絶えず求められている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、式（Ｉ）
【０００７】
【化１】

〔式中、
　Ｘは、ＯＲ１、ＣＮ又は水素を表し；
　Ｙは、Ｏ、Ｓ、ＳＯ、ＳＯ２、－ＣＨ２－又は直接結合を表し；
　ｍは、０又は１を表し；
　ｎは、０又は１を表し；
　Ｒは、各々の場合において、任意に置換されたアルキル、アルケニル、アルキニル、シ
クロアルキル又はアリールを表し；
　Ｒ１は、水素、任意に置換されたアルキルカルボニル又はトリアルキルシリルを表し；
　Ｒ２は、水素、ハロゲン又は任意に置換されたアルキルを表し；
　Ｒ３は、水素、ハロゲン又は任意に置換されたアルキルを表し；
　Ｒ２とＲ３とは、共に、任意に置換されたＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに表してもよ
く；
　ＲとＲ２とは、共に、任意に置換されたＣ２－Ｃ５－アルキレンをさらに表してもよく
；
　ＲとＲ１とは、共に、各々の場合において、ハロゲン－、アルキル－又はハロアルキル
で任意に置換されたＣ１－Ｃ４－アルキレン又はＣ１－Ｃ４－アルキレンオキシ（ここで
、この基の酸素は、任意に置換されたテトラヒドロフラン－２－イル環、１，３－ジオキ
セタン－２－イル環、１，３－ジオキソラン－２－イル環、１，３－ジオキサン－２－イ
ル環又は１，３－ジオキセパン－２－イル環を形成するように、Ｒに結合している）を更
に表してもよく；
　Ｒ１とＲ２とは、ｎが１を表す場合には、直接結合を更に表してもよく；
　ＹとＲ３とは、ｍ及びｎが両方とも１を表す場合には、共に、更に、二重結合を形成し
てもよく；
　Ａは、任意に置換されたアリール又は任意に置換されたヘテロアリールを表す〕
で表される新規２－ヨードイミダゾール誘導体及びそれらの農薬的に活性な塩を提供する
。
【０００８】
　入手可能な塩も、同様に、殺菌特性及び／又は植物成長調節特性を有している。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明に従って使用し得るヘテロ環式チオ置換アルカノール誘導体は、概して、式（Ｉ
）によって定義される。上記及び下記において特定されている式に関する好ましいラジカ
ルは、以下で定義される。これらの定義は、式（Ｉ）で表される最終生成物及び全ての中
間体に等しく適用される（以下の「調製方法及び中間体についての説明」も参照されたい
）。



(6) JP 2014-534251 A 2014.12.18

10

20

30

40

50

【００１０】
　Ｘは、好ましくは、ＯＲ１を表す。
【００１１】
　Ｙは、好ましくは、Ｏを表す。
【００１２】
　Ｙは、同様に、好ましくは、－ＣＨ２－を表す。
【００１３】
　Ｙは、同様に、好ましくは、直接結合を表す。
【００１４】
　Ｙは、同様に、好ましくは、Ｓ又はＳＯ２を表す。
【００１５】
　Ｙは、特に好ましくは、酸素を表す。
【００１６】
　Ｙは、同様に、特に好ましくは、ＣＨ２－を表す。
【００１７】
　Ｙは、同様に、特に好ましくは、直接結合を表す。
【００１８】
　ｍは、好ましくは、０を表す。
【００１９】
　ｍは、同様に、好ましくは、１を表す。
【００２０】
　ｎは、好ましくは、０を表す。
【００２１】
　ｎは、同様に、好ましくは、１を表す。
【００２２】
　Ｒは、好ましくは、各々の場合において、任意に分枝したＣ３－Ｃ７－アルキル、Ｃ１

－Ｃ８－ハロアルキル、Ｃ２－Ｃ７－アルケニル、Ｃ２－Ｃ７－ハロアルケニル、Ｃ２－
Ｃ７－アルキニル、Ｃ２－Ｃ７－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－Ｃ１－Ｃ３

－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、トリ（Ｃ１－Ｃ３－
アルキル）シリル－Ｃ１－Ｃ３－アルキル、各々の場合においてハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４

－アルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－、Ｃ１－Ｃ４－
ハロアルコキシ－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ－、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ－又は
フェノキシ（ここで、フェノキシも、ハロゲン又はＣ１－Ｃ４－アルキルで置換されてい
てもよい）で任意に置換されたＣ３－Ｃ７－シクロアルキル又はＣ３－Ｃ７－シクロアル
キル－Ｃ１－Ｃ３－アルキル（ここで、任意の置換は、該シクロアルキル部分において成
されている）、及び、ハロゲン－又はＣ１－Ｃ４－アルキルで任意に１～３置換されたフ
ェニルを表す。
【００２３】
　Ｒは、特に好ましくは、各々の場合において、任意に分枝したＣ３－Ｃ６－アルキル、
Ｃ１－Ｃ６－ハロアルキル、Ｃ３－Ｃ５－アルケニル、Ｃ３－Ｃ５－ハロアルケニル、Ｃ

３－Ｃ５－アルキニル、Ｃ３－Ｃ５－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ３－アルコキシ－Ｃ１－
Ｃ２－アルキル、Ｃ１－Ｃ３－ハロアルコキシ－Ｃ１－Ｃ２－アルキル、トリ（Ｃ１－Ｃ

２－アルキル）シリル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル、各々の場合においてハロゲン－、Ｃ１－
Ｃ４－アルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ－、Ｃ１

－Ｃ４－アルコキシ－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ－、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ－
又はフェノキシ（ここで、フェノキシも、フッ素、塩素、臭素又はＣ１－Ｃ４－アルキル
で置換されていてもよい）で任意に置換されたＣ３－Ｃ６－シクロアルキル又はＣ３－Ｃ

６－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル（ここで、任意の置換は、該シクロアルキル
部分において成されている）、及び、ハロゲン－又はＣ１－Ｃ４－アルキルで任意に１～
３置換されたフェニルを表す。
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【００２４】
　Ｒは、極めて特に好ましくは、ｔｅｒｔ－ブチル、イソプロピル、１，１，２，２－テ
トラフルオロエトキシメチル、トリメチルシリルメチル、１－クロロシクロプロピル、１
－フルオロシクロプロピル、１－メチルシクロプロピル、１－メトキシシクロプロピル、
１－メチルチオシクロプロピル、１－トリフルオロメチルシクロプロピル、１－フェノキ
シシクロプロピル、１－（２－クロロフェノキシ）シクロプロピル、１－（２－フルオロ
フェノキシ）シクロプロピル、１－（４－フルオロフェノキシ）シクロプロピル、１－（
２，４－ジフルオロフェノキシ）シクロプロピル、（３Ｅ）－４－クロロ－２－メチルブ
タ－３－エン－２－イル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、シクロプロピルメチル、１－シク
ロプロピルエチル、２－シクロプロピルエチル、１－フルオロフェニル、４－クロロ－２
－フルオロフェニル、２，４－ジフルオロフェニルを表す。
【００２５】
　Ｒ１は、好ましくは、水素、（Ｃ１－Ｃ３－アルキル）カルボニル、（Ｃ１－Ｃ３－ハ
ロアルキル）カルボニル又はトリ（Ｃ１－Ｃ３－アルキル）シリルを表す。
【００２６】
　Ｒ１は、特に好ましくは、水素、メチルカルボニル又はトリメチルシリルを表す。
【００２７】
　Ｒ１は、極めて特に好ましくは、水素を表す。
【００２８】
　Ｒ２は、好ましくは、水素、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、Ｃ１－Ｃ４－アルキル又は
Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルを表す。
【００２９】
　Ｒ２は、特に好ましくは、水素、フッ素、塩素、メチル、エチル又はトリフルオロメチ
ルを表す。
【００３０】
　Ｒ２は、極めて特に好ましくは、水素又はメチルを表す。
【００３１】
　Ｒ３は、好ましくは、水素、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、Ｃ１－Ｃ４－アルキル又は
Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルを表す。
【００３２】
　Ｒ３は、特に好ましくは、水素、フッ素、塩素、メチル、エチル又はトリフルオロメチ
ルを表す。
【００３３】
　Ｒ３は、極めて特に好ましくは、水素又はメチルを表す。
【００３４】
　Ｒ２とＲ３とは、共に、好ましくは、直鎖又は分枝鎖であり、且つ、ハロゲン（特に、
フッ素、塩素又は臭素）で任意に置換されたＣ２－Ｃ５－アルキレンを更に表す。
【００３５】
　Ｒ２とＲ３とは、共に、特に好ましくは、－（ＣＨ２）２－、－（ＣＨ２）４－、－（
ＣＨ２）５－又は－（ＣＨ２）ＣＨ（ＣＨ３）－を更に表す。
【００３６】
　ＲとＲ２とは、共に、好ましくは、直鎖又は分枝鎖であり、且つ、ハロゲン又はＣ１－
Ｃ４－アルキル（特に、フッ素、塩素、臭素又はメチル）で任意に置換されたＣ２－Ｃ５

－アルキレンを更に表す。
【００３７】
　ＲとＲ２とは、共に、特に好ましくは、－（ＣＨ２）２－、－（ＣＨ２）４－、－（Ｃ
Ｈ２）５－、－（ＣＨ２）２Ｃ（ＣＨ３）２、－Ｃ（ＣＨ３）２（ＣＨ２）２－又は－（
ＣＨ２）ＣＨ（ＣＨ３）－を更に表す。
【００３８】
　ＲとＲ２とは、共に、極めて特に好ましくは、－（ＣＨ２）２－を更に表す。
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【００３９】
　ＲとＲ１とは、共に、好ましくは、フッ素－、塩素－、臭素－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル
－又はＣ１－Ｃ４－ハロアルキルで任意に置換された－（ＣＨ２）３－、－ＣＨ２Ｏ－、
－（ＣＨ２）２Ｏ－、－（ＣＨ２）３Ｏ－（ここで、この基の酸素は、各々の場合におい
て、任意に置換されたテトラヒドロフラン－２－イル環、１，３－ジオキセタン－２－イ
ル環、１，３－ジオキソラン－２－イル環又は１，３－ジオキサン－２－イル環が形成さ
れるように、Ｒに結合している）を更に表す。
【００４０】
　ＲとＲ１とは、共に、特に好ましくは、メチル－、エチル－、ｎ－プロピル－、ｎ－ブ
チルで任意に置換された－（ＣＨ２）２Ｏ－（ここで、この基の酸素は、任意に置換され
た１，３－ジオキソラン－２－イルが形成されるように、Ｒに結合している）を更に表す
。
【００４１】
　Ｒ１とＲ２とは、ｎが１を表す場合には、好ましくは、直接結合を更に表してもよい。
【００４２】
　Ａは、好ましくは、置換されていないフェニルを表すか、又は、Ｚ１で１～３置換され
たフェニルを表し、式中、
　　Ｚ１は、ハロゲン、シアノ、ニトロ、ＯＨ、ＳＨ、Ｃ（アルキル）（＝ＮＯアルキル
）、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル－Ｃ１－Ｃ２－アルキル
、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ、Ｃ１－
Ｃ４－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ

２－Ｃ４－アルケニル、Ｃ２－Ｃ４－ハロアルケニル、Ｃ２－Ｃ４－アルキニル、Ｃ２－
Ｃ４－ハロアルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル
スルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニル、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルスルホニル
、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニルオキシ、ホルミル、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニル
、Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニル、Ｃ２－Ｃ５－アルコキシカルボニル、Ｃ２－Ｃ

５－ハロアルコキシカルボニル、Ｃ３－Ｃ６－アルケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６－アルキニ
ルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－ハロアルキルカルボニ
ルオキシ、トリアルキルシリルを表すか、或いは、各々の場合においてハロゲン－、Ｃ１

－Ｃ４－アルキル－、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－若しくは
Ｃ２－Ｃ４－アルキルカルボニルで１置換されたフェニル、フェノキシ又はフェニルチオ
を表す。
【００４３】
　Ａは、特に好ましくは、置換されていないフェニルを表すか、又は、Ｚ１で１～３置換
されたフェニルを表し、式中、
　　Ｚ１は、ハロゲン、シアノ、ニトロ、Ｃ（Ｃ１－Ｃ５－アルキル）（＝ＮＯ（Ｃ１－
Ｃ５－アルキル））、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４

－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－
アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキルチオ、Ｃ２－Ｃ４－アルケニル、Ｃ２－Ｃ４－
アルキニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルフィニル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルスルホニル、Ｃ

２－Ｃ５－アルキルカルボニル、Ｃ２－Ｃ５－アルコキシカルボニル、Ｃ３－Ｃ６－アル
ケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６－アルキニルオキシ、Ｃ２－Ｃ５－アルキルカルボニルオキシ
を表すか、或いは、各々の場合においてハロゲン－、Ｃ１－Ｃ４－アルキル－、Ｃ１－Ｃ

４－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ４－アルコキシ－若しくはＣ２－Ｃ４－アルキルカルボニ
ルで任意に１置換されたフェニル、フェノキシ又はフェニルチオを表す。
【００４４】
　Ａは、極めて特に好ましくは、置換されていないフェニルを表すか、又は、Ｚ１で１～
３置換されたフェニルを表し、式中、
　　Ｚは、ハロゲン、シアノ、ニトロ、Ｃ（Ｃ１－Ｃ４－アルキル）（＝ＮＯ（Ｃ１－Ｃ

４－アルキル））、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ２－
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ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ２－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ２－ハロアルコキシ、Ｃ１－Ｃ２－ア
ルキルチオ、Ｃ１－Ｃ２－ハロアルキルチオ、Ｃ１－Ｃ２－アルキルスルフィニル、Ｃ１

－Ｃ２－アルキルスルホニル、アセチル、メトキシカルボニル、エトキシカルボニル、メ
チルカルボニルオキシを表すか、或いは、各々の場合において、ハロゲン－、Ｃ１－Ｃ２

－アルキル－、Ｃ１－Ｃ２－ハロアルキル－、Ｃ１－Ｃ２－アルコキシ－、アセチルで任
意に１置換されたフェニル、フェノキシ又はフェニルチオを表す。
【００４５】
　Ａは、とりわけ好ましくは、置換されていないフェニルを表すか、又は、Ｚ１で１～３
置換されたフェニルを表し、式中、
　　Ｚ１は、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、シアノ、ニトロ、ＣＨ（＝ＮＯＭｅ）、シク
ロプロピル、シクロブチル、シクロペンチル、シクロヘキシル、メチル、エチル、ｎ－プ
ロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｉ－ブチル、ｓ－ブチル、ｔ－ブチル、トリフルオ
ロメチル、トリクロロメチル、ジフルオロメチル、ジクロロメチル、ジフルオロクロロメ
チル、メトキシ、トリフルオロメトキシ、ジフルオロメトキシ、メチルチオ、トリフルオ
ロメチルチオ、ジフルオロメチルチオを表すか、或いは、各々の場合においてフッ素－、
塩素－、臭素－、ヨウ素－、メチル－、エチル－、トリフルオロメチル－、トリクロロメ
チル－、ジフルオロメチル－、ジクロロメチル－、ジフルオロクロロメチル－、メトキシ
－、アセチルで１置換されたフェニル、フェノキシ又はフェニルチオを表す。
【００４６】
　Ａは、同様に、好ましくは、各々の場合においてＺ２で任意に１置換又は多置換された
５員又は６員のヘテロアリール（該ヘテロアリールは、フリル、チエニル、ピロリル、ピ
ラゾリル、イミダゾリル、オキサゾリル、チアゾリル、イソオキサゾリル、イソチアゾリ
ル、トリアゾリル、テトラゾリル、オキサジアゾリル、チアジアゾリル、ピリジニル、ピ
リダジニル、ピリミジニル、ピラジニル及びトリアジニルから選択される）を表し、式中
、
　　Ｚ２は、ハロゲン、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ４－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ４

－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ４－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ４－ハロチオアルキル、Ｃ１－Ｃ４

－ハロアルコキシ、Ｃ３－Ｃ７－シクロアルキルを表すか、或いは、各々の場合において
ハロゲン－若しくはＣ１－Ｃ４－アルキルで置換されていてもよいフェニル、フェノキシ
又はフェニルチオを表す。
【００４７】
　Ａは、同様に、特に好ましくは、各々の場合においてＺ２で任意に１置換又は多置換さ
れた５員又は６員のヘテロアリール（該ヘテロアリールは、２－フリル、３－フリル、２
－チエニル、３－チエニル、２－ピロリル、３－ピロリル、１－ピロリル、３－ピラゾリ
ル、４－ピラゾリル、５－ピラゾリル、１－ピラゾリル、１Ｈ－イミダゾール－２－イル
、１Ｈ－イミダゾール－４－イル、１Ｈ－イミダゾール－５－イル、１Ｈ－イミダゾール
－１－イル、２－オキサゾリル、４－オキサゾリル、５－オキサゾリル、２－チアゾリル
、４－チアゾリル、５－チアゾリル、３－イソオキサゾリル、４－イソオキサゾリル、５
－イソオキサゾリル、３－イソチアゾリル、４－イソチアゾリル、５－イソチアゾリル、
１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－１－イル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－４－イ
ル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－５－イル、２Ｈ－１，２，３－トリアゾール－２
－イル、２Ｈ－１，２，３－トリアゾール－４－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール
－３－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－５－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾ
ール－１－イル、４Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－イル、４Ｈ－１，２，４－トリ
アゾール－４－イル、１Ｈ－テトラゾール－１－イル、１Ｈ－テトラゾール－５－イル、
２Ｈ－テトラゾール－２－イル、２Ｈ－テトラゾール－５－イル、１，２，４－オキサジ
アゾール－３－イル、１，２，４－オキサジアゾール－５－イル、１，２，４－チアジア
ゾール－３－イル、１，２，４－チアジアゾール－５－イル、１，３，４－オキサジアゾ
ール－２－イル、１，３，４－チアジアゾール－２－イル、１，２，３－オキサジアゾー
ル－４－イル、１，２，３－オキサジアゾール－５－イル、１，２，３－チアジアゾール
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－４－イル、１，２，３－チアジアゾール－５－イル、１，２，５－オキサジアゾール－
３－イル、１，２，５－チアジアゾール－３－イル、２－ピリジニル、３－ピリジニル、
４－ピリジニル、３－ピリダジニル、４－ピリダジニル、２－ピリミジニル、４－ピリミ
ジニル、５－ピリミジニル、２－ピラジニル、１，３，５－トリアジン－２－イル、１，
２，４－トリアジン－３－イル、１，２，４－トリアジン－５－イル、１，２，４－トリ
アジン－６－イルから選択される）を表し、式中、
　　Ｚ２は、ハロゲン、Ｃ１－Ｃ４－アルキル、Ｃ１－Ｃ２－アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ２

－アルコキシ、Ｃ１－Ｃ２－ハロアルキル、Ｃ１－Ｃ２－ハロチオアルキル、Ｃ１－Ｃ２

－ハロアルコキシ、Ｃ３－Ｃ６－シクロアルキルを表すか、或いは、各々の場合において
ハロゲン－若しくはＣ１－Ｃ４－アルキルで１置換されていてもよいフェニル又はフェノ
キシを表す。
【００４８】
　Ａは、同様に、極めて特に好ましくは、各々の場合においてＺ２で任意に１置換又は多
置換された５員又は６員のヘテロアリール（該ヘテロアリールは、２－フリル、３－フリ
ル、２－チエニル、３－チエニル、２－ピロリル、３－ピロリル、１－ピロリル、３－ピ
ラゾリル、４－ピラゾリル、５－ピラゾリル、２－イミダゾリル、４－イミダゾリル、５
－イミダゾリル、２－オキサゾリル、４－オキサゾリル、５－オキサゾリル、２－チアゾ
リル、４－チアゾリル、５－チアゾリル、３－イソオキサゾリル、４－イソオキサゾリル
、５－イソオキサゾリル、３－イソチアゾリル、４－イソチアゾリル、５－イソチアゾリ
ル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－１－イル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－４
－イル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－５－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール
－３－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－５－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾ
ール－１－イル、１Ｈ－テトラゾール－１－イル、１Ｈ－テトラゾール－５－イル、１，
２，４－オキサジアゾール－３－イル、１，２，４－オキサジアゾール－５－イル、１，
２，４－チアジアゾール－３－イル、１，２，４－チアジアゾール－５－イル、１，３，
４－オキサジアゾール－２－イル、１，３，４－チアジアゾール－２－イル、２－ピリジ
ニル、３－ピリジニル、４－ピリジニル、３－ピリダジニル、４－ピリダジニル、２－ピ
リミジニル、４－ピリミジニル、５－ピリミジニル、２－ピラジニルから選択される）を
表し、式中、
　　Ｚ２は、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピ
ル、ｎ－ブチル、ｉ－ブチル、ｓ－ブチル、ｔ－ブチル、シクロプロピル、トリフルオロ
メチル、トリフルオロメトキシ、トリフルオロメチルチオ、トリクロロメチル、ジフルオ
ロメチル、ジフルオロメトキシ、ジフルオロメチルチオ、ジクロロメチル、ジフルオロク
ロロメチル、ジフルオロクロロメトキシを表し、
　　Ｚ２は、フッ素、塩素又はメチルで置換されたフェニルを更に表す。
【００４９】
　しかしながら、一般論として提供されるか又は好ましい範囲内で記載されるラジカルの
定義及び説明は、必要に応じて互いに組み合わせることも可能である、即ち、特定の範囲
と好ましい範囲との組合せを包含する。それらはいずれも、最終生成物に適用され、同様
に、前駆物質及び中間体にも適用される。さらに、個々の定義は適用しなくてもよい。
【００５０】
　好ましいのは、式（Ｉ）〔式中、全てのラジカルは、各々の場合において、上記で記載
された好ましい意味を有する〕で表される化合物である。
【００５１】
　特に好ましいのは、式（Ｉ）〔式中、全てのラジカルは、各々の場合において、上記で
記載されたさらに好ましい定義を有する〕で表される化合物である。
【００５２】
　極めて特に好ましいのは、式（Ｉ）〔式中、全てのラジカルは、各々の場合において、
上記で記載された最も好ましい定義を有する〕で表される化合物である。
【００５３】
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　上記式中に記載された記号の定義では、以下の置換基を一般に代表する総称を使用した
：
　ハロゲン：　（ハロアルキル、ハロアルコキシなどの組合せを包含する）フッ素、塩素
、臭素、及び、ヨウ素；
　アルキル：　（アルキルチオ、アルコキシなどの組合せを包含する）１～８個の炭素原
子を有する直鎖又は分枝鎖の飽和ヒドロカルビルラジカル、例えば、Ｃ１－Ｃ６－アルキ
ル、例えば、メチル、エチル、プロピル、１－メチルエチル、ブチル、１－メチルプロピ
ル、２－メチルプロピル、１，１－ジメチルエチル、ペンチル、１－メチルブチル、２－
メチルブチル、３－メチルブチル、２，２－ジメチルプロピル、１－エチルプロピル、ヘ
キシル、１，１－ジメチルプロピル、１，２－ジメチルプロピル、１－メチルペンチル、
２－メチルペンチル、３－メチルペンチル、４－メチルペンチル、１，１－ジメチルブチ
ル、１，２－ジメチルブチル、１，３－ジメチルブチル、２，２－ジメチルブチル、２，
３－ジメチルブチル、３，３－ジメチルブチル、１－エチルブチル、２－エチルブチル、
１，１，２－トリメチルプロピル、１，２，２－トリメチルプロピル、１－エチル－１－
メチルプロピル、及び、１－エチル－２－メチルプロピル；ヘプチル、オクチル；
　ハロアルキル：　（ハロアルキルチオ、ハロアルコキシなどの組合せを包含する）１～
８個の炭素原子を有する直鎖又は分枝鎖のアルキル基（上記で記載したとおり）であって
、これらの基内の水素原子の一部又は全部が上記で記載したハロゲン原子で置き換えられ
得るもの、例えば、Ｃ１－Ｃ３－ハロアルキル、例えば、クロロメチル、ブロモメチル、
ジクロロメチル、トリクロロメチル、フルオロメチル、ジフルオロメチル、トリフルオロ
メチル、クロロフルオロメチル、ジクロロフルオロメチル、クロロジフルオロメチル、１
－クロロエチル、１－ブロモエチル、１－フルオロエチル、２－フルオロエチル、２，２
－ジフルオロエチル、２，２，２－トリフルオロエチル、２－クロロ－２－フルオロエチ
ル、２－クロロ－２－ジフルオロエチル、２，２－ジクロロ－２－フルオロエチル、２，
２，２－トリクロロエチル、ペンタフルオロエチル、及び、１，１，１－トリフルオロプ
ロパ－２－イル；
　アルケニル：　２～８個の炭素原子を有し、且つ、任意の位置に１つの二重結合を有す
る直鎖又は分枝鎖の不飽和ヒドロカルビルラジカル、例えば、Ｃ２－Ｃ６－アルケニル、
例えば、エテニル、１－プロペニル、２－プロペニル、１－メチルエテニル、１－ブテニ
ル、２－ブテニル、３－ブテニル、１－メチル－１－プロペニル、２－メチル－１－プロ
ペニル、１－メチル－２－プロペニル、２－メチル－２－プロペニル、１－ペンテニル、
２－ペンテニル、３－ペンテニル、４－ペンテニル、１－メチル－１－ブテニル、２－メ
チル－１－ブテニル、３－メチル－１－ブテニル、１－メチル－２－ブテニル、２－メチ
ル－２－ブテニル、３－メチル－２－ブテニル、１－メチル－３－ブテニル、２－メチル
－３－ブテニル、３－メチル－３－ブテニル、１，１－ジメチル－２－プロペニル、１，
２－ジメチル－１－プロペニル、１，２－ジメチル－２－プロペニル、１－エチル－１－
プロペニル、１－エチル－２－プロペニル、１－ヘキセニル、２－ヘキセニル、３－ヘキ
セニル、４－ヘキセニル、５－ヘキセニル、１－メチル－１－ペンテニル、２－メチル－
１－ペンテニル、３－メチル－１－ペンテニル、４－メチル－１－ペンテニル、１－メチ
ル－２－ペンテニル、２－メチル－２－ペンテニル、３－メチル－２－ペンテニル、４－
メチル－２－ペンテニル、１－メチル－３－ペンテニル、２－メチル－３－ペンテニル、
３－メチル－３－ペンテニル、４－メチル－３－ペンテニル、１－メチル－４－ペンテニ
ル、２－メチル－４－ペンテニル、３－メチル－４－ペンテニル、４－メチル－４－ペン
テニル、１，１－ジメチル－２－ブテニル、１，１－ジメチル－３－ブテニル、１，２－
ジメチル－１－ブテニル、１，２－ジメチル－２－ブテニル、１，２－ジメチル－３－ブ
テニル、１，３－ジメチル－１－ブテニル、１，３－ジメチル－２－ブテニル、１，３－
ジメチル－３－ブテニル、２，２－ジメチル－３－ブテニル、２，３－ジメチル－１－ブ
テニル、２，３－ジメチル－２－ブテニル、２，３－ジメチル－３－ブテニル、３，３－
ジメチル－１－ブテニル、３，３－ジメチル－２－ブテニル、１－エチル－１－ブテニル
、１－エチル－２－ブテニル、１－エチル－３－ブテニル、２－エチル－１－ブテニル、
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２－エチル－２－ブテニル、２－エチル－３－ブテニル、１，１，２－トリメチル－２－
プロペニル、１－エチル－１－メチル－２－プロペニル、１－エチル－２－メチル－１－
プロペニル、及び、１－エチル－２－メチル－２－プロペニル；
　シクロアルキル：　３～８個の炭素環員を有する単環式飽和ヒドロカルビル基、例えば
、シクロプロピル、シクロブチル、シクロペンチル、シクロヘキシル、シクロヘプチル、
及び、シクロオクチル；
　アリール：　置換されていないか又は置換されている芳香族の単環式環、二環式環又は
三環式環、例えば、フェニル、ナフチル、アントラセニル（アントリル）、フェナントラ
セニル（フェナントリル）；
　ヘタリール：　最大で４個までの窒素原子を含んでいるか又は１個の窒素原子とＮ、Ｏ
及びＳから選択される最大で２個までのさらなるヘテロ原子とを含んでいる、置換されて
いないか又は置換されている５～７員の不飽和ヘテロ環式環：例えば、２－フリル、３－
フリル、２－チエニル、３－チエニル、２－ピロリル、３－ピロリル、１－ピロリル、３
－ピラゾリル、４－ピラゾリル、５－ピラゾリル、１－ピラゾリル、１Ｈ－イミダゾール
－２－イル、１Ｈ－イミダゾール－４－イル、１Ｈ－イミダゾール－５－イル、１Ｈ－イ
ミダゾール－１－イル、２－オキサゾリル、４－オキサゾリル、５－オキサゾリル、２－
チアゾリル、４－チアゾリル、５－チアゾリル、３－イソオキサゾリル、４－イソオキサ
ゾリル、５－イソオキサゾリル、３－イソチアゾリル、４－イソチアゾリル、５－イソチ
アゾリル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－１－イル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾー
ル－４－イル、１Ｈ－１，２，３－トリアゾール－５－イル、２Ｈ－１，２，３－トリア
ゾール－２－イル、２Ｈ－１，２，３－トリアゾール－４－イル、１Ｈ－１，２，４－ト
リアゾール－３－イル、１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－５－イル、１Ｈ－１，２，４
－トリアゾール－１－イル、４Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－イル、４Ｈ－１，２
，４－トリアゾール－４－イル、１Ｈ－テトラゾール－１－イル、１Ｈ－テトラゾール－
５－イル、２Ｈ－テトラゾール－２－イル、２Ｈ－テトラゾール－５－イル、１，２，４
－オキサジアゾール－３－イル、１，２，４－オキサジアゾール－５－イル、１，２，４
－チアジアゾール－３－イル、１，２，４－チアジアゾール－５－イル、１，３，４－オ
キサジアゾール－２－イル、１，３，４－チアジアゾール－２－イル、１，２，３－オキ
サジアゾール－４－イル、１，２，３－オキサジアゾール－５－イル、１，２，３－チア
ジアゾール－４－イル、１，２，３－チアジアゾール－５－イル、１，２，５－オキサジ
アゾール－３－イル、１，２，５－チアジアゾール－３－イル、２－ピリジニル、３－ピ
リジニル、４－ピリジニル、３－ピリダジニル、４－ピリダジニル、２－ピリミジニル、
４－ピリミジニル、５－ピリミジニル、２－ピラジニル、１，３，５－トリアジン－２－
イル、１，２，４－トリアジン－３－イル、１，２，４－トリアジン－５－イル、１，２
，４－トリアジン－６－イル。
【００５４】
　調製方法及び中間体についての説明
　式（Ｉ）で表される２－ヨードイミダゾール誘導体は、種々の方法で調製することがで
きる。初めに、可能な調製方法について以下に図式的に示す。特に別途示されていない限
り、ラジカルは、それぞれ、上記で定義されているとおりである。
【００５５】
【化２】

【００５６】
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【化３】

【００５７】
【化４】

【００５８】
【化５】

　上記及び下記の式及び化学反応式に関するラジカルの好ましい定義は、上記で既に与え
られている。これらの定義は、式（Ｉ）で表される最終生成物に対してのみ適用されるの
ではなく、全ての中間体に対して同様に適用される。
【００５９】
　調製方法Ａ
　本発明に従う調製方法Ａを実施するときに出発物質として必要とされる式（ＩＩ）で表
されるイミダゾール誘導体は、既知であり、且つ、既知方法で調製することができる（ｃ
ｆ．　ＥＰ－Ａ　００４０３４５、ＥＰ－Ａ　０７９３６５７、ＥＰ－Ａ　０２９７３４
５、ＥＰ－Ａ　０４２１１２５、ＥＰ－Ａ　０３８６５５７、ＥＰ－Ａ　０３７８９５３
）。
【００６０】
　本発明に従う調製方法Ａの実施において同様に必要とされるヨウ素化剤は、既知である
。可能な例としては、以下のものを挙げることができる：元素ヨウ素又は一塩化ヨウ素、
Ｎ－ヨードアセトアミド、Ｎ－ヨードスクシンイミド。
【００６１】
　本発明に従う調製方法Ａは、塩基の存在下で実施する。この目的に適しているものは、
慣習的な無機塩基又は有機塩基、好ましくは、アルカリ金属水素化物、例えば、水素化ナ
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トリウム若しくは水素化カリウム、アミド類、例えば、ナトリウムアミド、ナトリウムビ
ス（トリメチルシリル）アミド（Ｎａ－ＨＤＭＳ）、リチウムビス（トリメチルシリル）
アミド（Ｌｉ－ＨＤＭＳ）、リチウムジイソプロピルアミド（ＬＤＡ）若しくはリチウム
テトラメチルピペリジド（ＬｉＴＭＰ）、又は、有機金属化合物、例えば、ｎ－ブチルリ
チウム、ｓｅｃ－ブチルリチウム若しくはｔｅｒｔ－ブチルリチウム（ｎ－ＢｕＬｉ、ｓ
ｅｃ－ＢｕＬｉ、ｔｅｒｔ－ＢｕＬｉ）、又は、フェニルリチウムなどである。
【００６２】
　本発明に従う調製方法Ａは、通常、希釈剤の存在下、－７８℃～＋１００℃の温度で実
施する。
【００６３】
　適切な希釈剤は、好ましくは、エーテル類、例えば、ジエチルエーテル、ジオキサン、
テトラヒドロフラン、１，２－ジメトキシエタン、グリコールジメチルエーテル若しくは
ジエチレングリコールジメチルエーテル、又は、炭化水素類、例えば、ベンゼン、キシレ
ン若しくはトルエンなどである。
【００６４】
　本発明に従う当該反応は、好ましくは、不活性ガス下、例えば、特に、窒素下又はアル
ゴン下で実施する。
【００６５】
　調製方法Ｂ
　上記調製方法で調製可能な式（Ｉ－ａ）で表される化合物は、一般構造（Ｉ－ｂ）を有
する目的化合物にさらに変換することができる。
【００６６】
　（Ｉ－ａ）の変換に関しては、酸化剤、特に、過酸化物又は過酸（例えば、過酸化水素
、又は、メタ－クロロ過安息香酸）を使用することができる。
【００６７】
　本発明に従う調製方法Ｂは、典型的には、希釈剤（例えば、ジクロロメタン）の存在下
、－２０℃～＋１００℃の温度で実施する。
【００６８】
　調製方法Ｃ
　本発明に従う調製方法Ｃを実施するのに出発物質として必要とされる、式（ＩＩＩ）で
表されるエポキシド誘導体は、既知であり、且つ、既知方法で調製することができる（例
えば、ＤＥ－Ａ　４０２７６０８、ＤＥ－Ａ　３５３７８１７）。
【００６９】
　本発明に従う調製方法Ｃを実施するのに同様に必要とされる２－ヨード－１Ｈ－イミダ
ゾールは、市販されているか、又は、市販されている前駆物質から文献に記載されている
方法によって調製することができる（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　２００５，　１０，　４０１
－４０６）。
【００７０】
　本発明に従う調製方法Ｃは、塩基の存在下で実施する。この目的に適しているものは、
慣習的な無機塩基又は有機塩基、好ましくは、アルカリ金属又はアルカリ土類金属の酢酸
塩、炭酸塩、重炭酸塩、水素化物、水酸化物又はアルコキシド、例えば、酢酸ナトリウム
、酢酸カリウム若しくは酢酸カルシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸カルシウ
ム若しくは炭酸セシウム、重炭酸ナトリウム、重炭酸カリウム若しくは重炭酸カルシウム
、水素化リチウム、水素化ナトリウム、水素化カリウム若しくは水素化カルシウム、水酸
化リチウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム若しくは水酸化カルシウム、ナトリウム
メトキシド、ナトリウムエトキシド、ナトリウムｎ－プロポキシド、ナトリウムイソプロ
ポキシド、ナトリウムｎ－ブトキシド、ナトリウムイソブトキシド、ナトリウムｓｅｃ－
ブトキシド若しくはナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド、又は、カリウムメトキシド、カリ
ウムエトキシド、カリウムｎ－プロポキシド、カリウムイソプロポキシド、カリウムｎ－
ブトキシド、カリウムイソブトキシド、カリウムｓｅｃ－ブトキシド若しくはカリウムｔ
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ｅｒｔ－ブトキシドなどである。
【００７１】
　本発明に従う調製方法Ｃは、通常、希釈剤の存在下、－７８℃～＋１００℃の温度で実
施する。好ましい希釈剤は、以下のものである：アミド類、例えば、ジメチルホルムアミ
ド、ジメチルアセトアミド及びＮ－メチルピロリドン、並びに、さらに、ジメチルスルホ
キシド、テトラメチレンスルホン及びヘキサメチルリン酸トリアミド及びＤＭＰＵ；ケト
ン類、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソプロピルケトン又はメチルイ
ソブチルケトン。本発明に従う当該反応は、好ましくは、不活性ガス下、例えば、特に、
窒素下又はアルゴン下で、実施する。
【００７２】
　調製方法Ｄ
　本発明に従う調製方法Ｄを実施するのに出発物質として必要とされる、式（ＩＶ）で表
されるエポキシド誘導体は、既知であり、且つ、既知方法で調製することができる（例え
ば、ＥＰ－Ａ　０４２１１２５、ＥＰ－Ａ　０３８６５５７）。
【００７３】
　本発明に従う調製方法Ｄを実施するのに同様に必要とされる２－ヨード－１Ｈ－イミダ
ゾールは、市販されているか、又は、市販されている前駆物質から文献に記載されている
方法によって調製することができる（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　２００５，　１０，　４０１
－４０６）。
【００７４】
　本発明に従う調製方法Ｄは、塩基の存在下で実施する。この目的に適しているものは、
慣習的な無機塩基又は有機塩基、好ましくは、アルカリ金属又はアルカリ土類金属の酢酸
塩、炭酸塩、重炭酸塩、水素化物、水酸化物又はアルコキシド、例えば、酢酸ナトリウム
、酢酸カリウム若しくは酢酸カルシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸カルシウ
ム若しくは炭酸セシウム、重炭酸ナトリウム、重炭酸カリウム若しくは重炭酸カルシウム
、水素化リチウム、水素化ナトリウム、水素化カリウム若しくは水素化カルシウム、水酸
化リチウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム若しくは水酸化カルシウム、ナトリウム
メトキシド、ナトリウムエトキシド、ナトリウムｎ－プロポキシド、ナトリウムイソプロ
ポキシド、ナトリウムｎ－ブトキシド、ナトリウムイソブトキシド、ナトリウムｓｅｃ－
ブトキシド若しくはナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド、又は、カリウムメトキシド、カリ
ウムエトキシド、カリウムｎ－プロポキシド、カリウムイソプロポキシド、カリウムｎ－
ブトキシド、カリウムイソブトキシド、カリウムｓｅｃ－ブトキシド若しくはカリウムｔ
ｅｒｔ－ブトキシドなどである。ピリジン又は４－ジメチルアミノピリジン、アルカリ金
属アミド類（例えば、ナトリウムアミド及びカリウムアミド）を使用するのも好ましい。
【００７５】
　好ましい反応促進剤は、金属ハロゲン化物、例えば、ヨウ化ナトリウム若しくはヨウ化
カリウム、第４級アンモニウム塩、例えば、塩化テトラブチルアンモニウム、臭化テトラ
ブチルアンモニウム、ヨウ化テトラブチルアンモニウム、重硫酸テトラブチルアンモニウ
ム、塩化ベンジルトリエチルアンモニウム若しくは臭化ベンジルトリエチルアンモニウム
、又は、クラウンエーテル類、例えば、１２－クラウン－４、１５－クラウン－５、１８
－クラウン－６、ジベンゾ－１８－クラウン－６若しくはジシクロヘキサノ－１８－クラ
ウン－６である。
【００７６】
　本発明に従う調製方法Ｄは、通常、希釈剤の存在下、－７８℃～＋１００℃の温度で実
施する。好ましい希釈剤は、以下のものである：アミド類、例えば、ジメチルホルムアミ
ド、ジエチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、ジエチルアセトアミド及びＮ－メチ
ルピロリドン、並びに、さらに、ジメチルスルホキシド、テトラメチレンスルホン及びヘ
キサメチルリン酸トリアミド及びＤＭＰＵ。本発明に従う当該反応は、好ましくは、不活
性ガス下、例えば、特に、窒素下又はアルゴン下で実施する。
【００７７】
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　本発明に従う一般式（Ｉ）で表される２－ヨードイミダゾール誘導体は、酸付加塩又は
金属塩錯体に変換することができる。
【００７８】
　一般式（Ｉ）で表される化合物の生理学的に許容される酸付加塩を製造するのに適して
いるものは、好ましくは、以下の酸である：ハロゲン化水素酸、例えば、塩酸及び臭化水
素酸、特に、塩酸、並びに、さらに、リン酸、硝酸、硫酸、単官能性及び二官能性のカル
ボン酸及びヒドロキシカルボン酸（ｈｙｄｒｏｘｙｃａｒｂｏｙｌｉｃ　ａｃｉｄｓ）、
例えば、酢酸、マレイン酸、コハク酸、フマル酸、酒石酸、クエン酸、サリチル酸、ソル
ビン酸、乳酸、並びに、スルホン酸、例えば、ｐ－トルエンスルホン酸及び１，５－ナフ
タレンジスルホン酸。
【００７９】
　一般式（Ｉ）で表される化合物の酸付加塩は、塩を形成させるための慣習的な方法によ
って、例えば、一般式（Ｉ）で表される化合物を適切な不活性溶媒に溶解させ及び当該酸
（例えば、塩酸）を添加することによって、容易に得ることが可能であり、並びに、既知
方法で、例えば、それらを濾過することによって、単離することが可能であり、並びに、
場合により、不活性有機溶媒で洗浄することによって精製することが可能である。
【００８０】
　一般式（Ｉ）で表される化合物の金属塩錯体を調製するために、好ましい選択肢は、周
期表の第ＩＩ主族～第ＩＶ主族の金属並びに第Ｉ遷移族及び第ＩＩ遷移族及び第ＩＶ遷移
族～第ＶＩＩＩ遷移族の金属（その例としては、銅、亜鉛、マンガン、マグネシウム、ス
ズ、鉄及びニッケルなどを挙げることができる）の塩である。
【００８１】
　当該塩の有用なアニオンとしては、好ましくは、以下の酸から誘導されるアニオンなど
を挙げることができる：　ハロゲン化水素酸、例えば、塩酸及び臭化水素酸、並びに、さ
らに、リン酸、硝酸及び硫酸。
【００８２】
　一般式（Ｉ）で表される化合物の金属塩錯体は、慣習的な方法によって、例えば、当該
金属塩をアルコール（例えば、エタノール）に溶解させ、且つ、一般式（Ｉ）で表される
化合物の溶液を添加することによって、容易に得ることができる。金属塩錯体は、既知方
法で、例えば、濾過することによって単離することが可能であり、及び、場合により、再
結晶させることによって、精製することが可能である。
【００８３】
　本発明に従って使用することが可能な２－ヨードイミダゾール誘導体は、場合により、
種々の可能な異性体形態の混合物として、特に、立体異性体（例えば、Ｅ及びＺ異性体、
トレオ及びエリトロ異性体）の混合物として、及び、光学異性体の混合物として存在する
ことができ、適切な場合には、さらに、互変異性体の混合物としても存在することができ
る。特許請求されているのは、Ｅ異性体とＺ異性体、及び、さらに、トレオとエリトロ、
及び、さらに、光学異性体、これら異性体の任意の混合物、及び、さらに、可能な互変異
性体形態である。
【００８４】
　適切な場合には、式（Ｉ）で表される化合物は、特に、エナンチオマー：
【００８５】
【化６】

の形態で存在している。
【００８６】
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　置換基Ｒ２と置換基Ｒ３とが異なっている場合、以下のジアステレオマーが、場合によ
り、様々な混合物で存在している：
【００８７】
【化７】

　本発明は、さらに、本発明に従う活性化合物を含んでいる、望ましくない微生物（特に
、望ましくない菌類）を防除するための作物保護組成物にも関する。前記組成物は、好ま
しくは、農業において適切な補助剤、溶媒、担体、界面活性剤又は増量剤を含んでいる殺
菌剤組成物である。
【００８８】
　さらに、本発明は、望ましくない微生物を防除する方法にも関し、ここで、該方法は、
本発明に従う活性化合物を当該植物病原性菌類及び／又はそれらの生息環境に施用するこ
とを特徴とする。
【００８９】
　本発明によれば、担体は、特に植物若しくは植物の部分又は種子への施用に関して、適
用性を良好にするために、当該活性化合物と混合させるか又は結合させる、天然若しくは
合成の有機物質又は無機物質である。当該担体は、固体又は液体であってよいが、一般に
、不活性であり、且つ、農業において使用するのに適しているべきである。
【００９０】
　有用な固体又は液体の担体としては、以下のものが挙げられる：例えば、アンモニウム
塩、並びに、天然岩粉、例えば、カオリン、クレー、タルク、チョーク、石英、アタパル
ジャイト、モンモリロナイト又はケイ藻土、並びに、合成岩粉、例えば、微粉化シリカ、
アルミナ及び天然又は合成のシリケート、樹脂、蝋、固形肥料、水、アルコール、特に、
ブタノール、有機溶媒、鉱油及び植物油、並びに、それらの誘導体。かかる担体の混合物
も同様に使用し得る。粒剤に有用な固体担体としては、以下のものが挙げられる：例えば
、粉砕して分別した天然石、例えば、方解石、大理石、軽石、海泡石、苦灰岩、並びに、
無機及び有機の粗挽き粉からなる合成顆粒、並びに、さらに、有機材料、例えば、おがく
ず、ココナッツ殻、トウモロコシ穂軸及びタバコの葉柄などからなる顆粒。
【００９１】
　有用な液化ガス増量剤又は担体は、標準温度及び標準圧力下では気体である液体、例え
ば、エーロゾル噴射剤、例えば、ハロ炭化水素類、さらに、ブタン、プロパン、窒素及び
二酸化炭素などである。
【００９２】
　当該製剤において、粘着付与剤、例えば、カルボキシメチルセルロース、並びに、粉末
、顆粒又はラテックスの形態にある天然ポリマー及び合成ポリマー、例えば、アラビアゴ
ム、ポリビニルアルコール及びポリ酢酸ビニル、又は、天然のリン脂質、例えば、セファ
リン及びレシチン、及び、合成リン脂質などを使用することができる。さらなる添加剤は
、鉱油及び植物油であり得る。
【００９３】
　使用する増量剤が水である場合、例えば、有機溶媒を補助溶媒として使用することもで
きる。有用な液体溶媒は、本質的に、以下のものである：芳香族化合物、例えば、キシレ
ン、トルエン又はアルキルナフタレン類、塩素化芳香族化合物及び塩素化脂肪族炭化水素
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、例えば、クロロベンゼン類、クロロエチレン類又はジクロロメタン、脂肪族炭化水素、
例えば、シクロヘキサン又はパラフィン類、例えば、鉱油留分、鉱油及び植物油、アルコ
ール類、例えば、ブタノール又はグリコールとそれらのエーテル及びエステル、ケトン類
、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン又はシクロヘキサノ
ン、強極性溶媒、例えば、ジメチルホルムアミド及びジメチルスルホキシド、及び、さら
に、水。
【００９４】
　本発明に従う組成物には、付加的な更なる成分（例えば、界面活性剤など）も含有させ
ることができる。適切な界面活性剤は、イオン特性若しくは非イオン特性を有する乳化剤
及び／又は泡形成剤、分散剤若しくは湿潤剤であるか、或いは、そのような界面活性剤の
混合物である。これらの例は、以下のものである：ポリアクリル酸の塩、リグノスルホン
酸の塩、フェノールスルホン酸若しくはナフタレンスルホン酸の塩、エチレンオキシドと
脂肪アルコールの重縮合物若しくはエチレンオキシドと脂肪酸の重縮合物若しくはエチレ
ンオキシドと脂肪アミンの重縮合物、置換されているフェノール（好ましくは、アルキル
フェノール又はアリールフェノール）、スルホコハク酸エステルの塩、タウリン誘導体（
好ましくは、アルキルタウレート）、ポリエトキシ化アルコールのリン酸エステル若しく
はポリエトキシ化フェノールのリン酸エステル、ポリオールの脂肪酸エステル、並びに、
スルフェート、スルホネート及びホルフェート塩を含んでいる該化合物の誘導体、例えば
、アルキルアリールポリグリコールエーテル類、アルキルスルホネート類、アルキルスル
フェート類、アリールスルホネート類、タンパク質加水分解物、リグノスルファイト廃液
及びメチルセルロースなど。該活性化合物のうちの１種類及び／又は該不活性担体のうち
の１種類が水不溶性であり、且つ、施用が水で行われる場合は、界面活性剤を存在させる
ことが必要である。界面活性剤の割合は、本発明に従う組成物の５重量％～４０重量％で
ある。
【００９５】
　着色剤、例えば、無機顔料、例えば、酸化鉄、酸化チタン及びプルシアンブルー（Ｐｒ
ｕｓｓｉａｎ　Ｂｌｕｅ）、並びに、有機染料、例えば、アリザリン染料、アゾ染料及び
金属フタロシアニン染料、並びに、微量栄養素、例えば、鉄塩、マンガン塩、ホウ素塩、
銅塩、コバルト塩、モリブデン塩及び亜鉛塩などを使用することができる。
【００９６】
　適切な場合には、付加的な別の成分、例えば、保護コロイド、結合剤、粘着剤、増粘剤
、揺変性物質、浸透剤、安定化剤、金属イオン封鎖剤、錯化剤なども存在させることがで
きる。一般的に、該活性化合物は、製剤目的で慣習的に使用される固体又は液体の任意の
添加剤と組み合わせることが可能である。
【００９７】
　本発明に従う組成物及び製剤は、一般に、０．０５～９９重量％、０．０１～９８％重
量％、好ましくは、０．１～９５重量％、特に好ましくは、０．５～９０重量％の活性化
合物を含有し、極めて特に好ましくは、１０～７０重量％の活性化合物を含有する。
【００９８】
　本発明に従う活性化合物又は組成物は、そのままで使用することが可能であるか、或い
は、それらの個々の物理的及び／又は化学的特性に応じて、以下のようなそれらの製剤の
形態若しくはその製剤から調製される使用形態で使用することが可能である：例えば、エ
ーロゾル、カプセル懸濁液剤、冷煙霧濃厚剤（ｃｏｌｄ－ｆｏｇｇｉｎｇ　ｃｏｎｃｅｎ
ｔｒａｔｅ）、温煙霧濃厚剤（ｗａｒｍ－ｆｏｇｇｉｎｇ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅ）、
カプセル化粒剤、細粒剤、種子処理用フロアブル剤、即時使用可能な溶液剤（ｒｅａｄｙ
－ｔｏ－ｕｓｅ　ｓｏｌｕｔｉｏｎ）、散粉性粉剤、乳剤、水中油型エマルション剤、油
中水型エマルション剤、大型粒剤、微粒剤、油分散性粉末剤、油混和性フロアブル剤、油
混和性液剤、泡剤（ｆｏａｍ）、ペースト剤、農薬粉衣種子、懸濁製剤（ｓｕｓｐｅｎｓ
ｉｏｎ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅ）、サスポエマルション製剤、可溶性濃厚剤（ｓｏｌｕ
ｂｌｅ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅ）、懸濁液剤（ｓｕｓｐｅｎｓｉｏｎ）、水和剤、可溶
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性粉末剤（ｓｏｌｕｂｌｅ　ｐｏｗｄｅｒ）、粉剤及び粒剤、水溶性顆粒剤又は錠剤、種
子処理用水溶性粉末剤、水和剤、活性化合物が含浸されている天然生成物及び合成物質、
並びに、さらに、ポリマー物質中にマイクロカプセル化されているもの及び種子用のコー
ティング物質中にマイクロカプセル化されているもの、並びに、さらに、ＵＬＶ冷煙霧製
剤（ＵＬＶ　ｃｏｌｄ－ｆｏｇｇｉｎｇ　ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ）及びＵＬＶ温煙霧製
剤（ＵＬＶ　ｗａｒｍ－ｆｏｇｇｉｎｇ　ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ）。
【００９９】
　当該製剤は、それ自体公知の方法で、例えば、当該活性化合物を少なくとも１種類の慣
習的な増量剤、溶媒又は希釈剤、乳化剤、分散剤及び／又は結合剤又は固着剤、湿潤剤、
撥水剤、適切な場合には、乾燥剤及び紫外線安定剤、並びに、適切な場合には、染料及び
顔料、消泡剤、防腐剤、第２の増粘剤、粘着剤、ジベレリン類、並びに、さらに、さらな
る加工助剤と混合させることによって、調製することができる。
【０１００】
　本発明に従う組成物には、既に使用し得る状態にあって適切な装置を用いて植物又は種
子に対して施用可能な製剤のみではなく、使用前に水で希釈することが必要な商業的な濃
縮物も包含される。
【０１０１】
　本発明に従う活性化合物は、それだけで存在し得るか、又は、その（商業用）製剤中に
、及び、そのような製剤から調製された使用形態中に、殺虫剤、誘引剤、不妊剤、殺細菌
剤、殺ダニ剤、殺線虫剤、殺菌剤、成長調節剤、除草剤、肥料、薬害軽減剤及び／又は情
報化学物質などの別の（既知）活性化合物との混合物として、存在し得る。
【０１０２】
　上記活性化合物又は組成物を用いた植物及び植物の部分の、本発明に従う処理は、慣習
的な処理方法を使用して、例えば、浸漬、散布、噴霧、灌漑、気化、散粉、煙霧、ばらま
き、泡状化、塗布、拡散（ｓｐｒｅａｄｉｎｇ－ｏｎ）、灌水（灌注（ｄｒｅｎｃｈｉｎ
ｇ））、点滴潅漑などによって、直接的に行うか、又は、該活性化合物又は組成物を植物
及び植物の部分の周囲、生息環境若しくは貯蔵空間に作用させることにより行い、また、
繁殖器官（ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ　ｍａｔｅｒｉａｌ）の場合、特に種子の場合には、
さらに、例えば、乾式種子処理用の粉末、種子処理用の溶液、スラリー処理用の水溶性粉
末として、被覆することによって、１層以上の被膜をコーティングすること等によって行
う。さらに、該活性化合物を微量散布法（ｕｌｔｒａ－ｌｏｗ　ｖｏｌｕｍｅ　ｍｅｔｈ
ｏｄ）によって施用することも可能であり、又は、該活性化合物調製物若しくは該活性化
合物自体を土壌中に注入することも可能である。
【０１０３】
　本発明は、さらに、種子の処理方法も包含する。
【０１０４】
　本発明は、さらに、前の段落において記述されている方法のうちの１つによって処理さ
れた種子にも関する。本発明に従う種子は、望ましくない微生物から種子を保護するため
の方法において使用される。これらの方法においては、本発明に従う少なくとも１種類の
活性化合物で処理された種子を使用する。
【０１０５】
　本発明に従う活性化合物又は組成物は、種子を処理するのにも適している。有害な生物
に起因する作物植物に対する被害の大部分は、貯蔵中に、又は、播種後、植物が発芽して
いる最中及び発芽の後に、種子が感染することによって引き起こされる。この相は特に危
険である。それは、生長している植物の根及び苗条は特に感受性が高く、ささいな損傷で
あってもその植物が死に至り得るからである。従って、適切な組成物を用いて種子及び発
芽中の植物を保護することに、大きな関心が持たれている。
【０１０６】
　植物の種子を処理することによる植物病原性菌類の防除は、長い間知られており、継続
的に改良が加えられている。しかしながら、種子の処理には、必ずしも満足のいくように
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解決することができるわけではない一連の問題を伴う。例えば、播種後又は植物の出芽後
に作物保護組成物を追加で施用（ｄｅｐｌｏｙｍｅｎｔ）することを不要とするか又は少
なくとも著しく低減させるような、種子及び発芽中の植物を保護する方法を開発すること
は望ましい。さらに、使用する活性化合物によって植物自体に損傷を与えることなく、植
物病原性菌類による攻撃から種子及び発芽中の植物が最適に保護され得るように、使用す
る活性化合物の量を最適化することも望ましい。特に、種子を処理する方法では、最少量
の作物保護剤を使用して種子及び発芽中の植物の最適な保護を達成するために、トランス
ジェニック植物の内因性の殺菌特性も考慮に入れるべきである。
【０１０７】
　従って、本発明は、植物病原性菌類による攻撃から種子及び発芽中の植物を保護する方
法にも関し、ここで、該方法は、当該種子を本発明の組成物で処理することによる。本発
明は、さらに、種子及び発芽中の植物を植物病原性菌類から保護するために種子を処理す
るための本発明の組成物の使用にも関する。さらに、本発明は、植物病原性菌類から保護
されるように、本発明の組成物で処理された種子にも関する。
【０１０８】
　出芽後の植物に損傷を与える植物病原性菌類の防除は、主として、土壌及び植物の地上
部を作物保護組成物で処理することによって行われる。作物保護剤は、環境並びにヒト及
び動物の健康に対して影響を及ぼし得ることに関して懸念があるので、施用する活性化合
物の量を低減する努力が成されている。
【０１０９】
　本発明の有利な点の１つは、本発明の活性化合物及び組成物が有している際立った浸透
移行特性によって、その活性化合物及び組成物で種子を処理することにより、植物病原性
菌類から、その種子自体が保護されるのみではなく、出芽後に生じる植物も保護されると
いうことである。このようにして、播種時又は播種後間もなくの作物の即時的な処理を省
くことができる。
【０１１０】
　さらにまた、本発明に従う活性化合物又は組成物が、特に、トランスジェニック種子（
ここで、その種子から成長した植物は、有害生物に対して作用するタンパク質を発現する
ことができる）に対しても使用することが可能であるということも、有利な点として見な
される。かかる種子を本発明の活性化合物又は組成物で処理することで、単にタンパク質
（例えば、殺虫性タンパク質）が発現することによって、特定の有害生物を防除可能であ
る。驚くべきことに、この場合、さらなる相乗効果が観察されることがあり得る。そのよ
うな相乗効果は、有害生物による攻撃に対する保護の有効性をさらに増大させる。
【０１１１】
　本発明に従う組成物は、農業において、温室内で、森林で又は園芸及びブドウ栽培にお
いて使用されるいずれの植物品種の種子を保護するのに適している。特に、これは、禾穀
類（例えば、コムギ、オオムギ、ライムギ、ライコムギ、ソルガム／アワ、及び、エンバ
ク）、トウモロコシ、ワタ、ダイズ、イネ、ジャガイモ、ヒマワリ、インゲンマメ、コー
ヒー、ビート（例えば、テンサイ、及び、飼料用ビート）、ラッカセイ、ナタネ、ケシ、
オリーブ、ココナッツ、カカオ、サトウキビ、タバコ、野菜（例えば、トマト、キュウリ
、タマネギ、及び、レタス）、芝生及び観賞植物の種子である（下記も参照されたい）。
禾穀類（例えば、コムギ、オオムギ、ライムギ、ライコムギ、及び、エンバク）、トウモ
ロコシ及びイネの種子を処理することは、特に重要である。
【０１１２】
　以下でもさらに記載されているように、本発明の活性化合物又は組成物によるトランス
ジェニック種子の処理は、特に重要である。このことは、殺虫特性を有するポリペプチド
又はタンパク質の発現を可能にする少なくとも１種類の異種遺伝子を含んでいる植物の種
子に関連する。トランスジェニック種子内の異種遺伝子は、例えば、バシルス（Ｂａｃｉ
ｌｌｕｓ）種、リゾビウム（Ｒｈｉｚｏｂｉｕｍ）種、シュードモナス（Ｐｓｅｕｄｏｍ
ｏｎａｓ）種、セラチア（Ｓｅｒｒａｔｉａ）種、トリコデルマ（Ｔｒｉｃｈｏｄｅｒｍ
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ａ）種、クラビバクテル（Ｃｌａｖｉｂａｃｔｅｒ）種、グロムス（Ｇｌｏｍｕｓ）種又
はグリオクラジウム（Ｇｌｉｏｃｌａｄｉｕｍ）種の微生物に由来し得る。この異種遺伝
子は、好ましくは、バシルス属種（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｓｐ．）に由来し、この場合、そ
の遺伝子産物は、アワノメイガ（Ｅｕｒｏｐｅａｎ　ｃｏｒｎ　ｂｏｒｅｒ）及び／又は
ウェスタンメイズルートワーム（Ｗｅｓｔｅｒｎ　ｃｏｒｎ　ｒｏｏｔｗｏｒｍ）に対し
て有効である。特に好ましくは、該異種遺伝子は、バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃ
ｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）に由来する。
【０１１３】
　本発明に関連して、本発明に従う組成物は、種子に対して、単独で施用するか、又は、
適切な製剤中に含ませて施用する。好ましくは、種子は、処理の過程で損傷が起こらない
ように、充分に安定な状態で処理する。一般に、種子は、収穫と播種の間の任意の時点で
処理することができる。慣習的には、植物から分離されており、且つ、穂軸、殻、葉柄、
外皮、被毛又は果肉を伴っていない種子を使用する。例えば、収穫され、不純物が取り除
かれ、含水量が１５重量％未満となるまで乾燥された種子を使用することができる。ある
いは、乾燥後に例えば水で処理され、その後再度乾燥された種子を使用することもできる
。
【０１１４】
　種子を処理する場合、種子の発芽が悪影響を受けないように、又は、種子から生じた植
物が損傷を受けないように、種子に施用する本発明組成物の量及び／又はさらなる添加剤
の量を選択することに関して一般に注意しなくてはならない。このことは、とりわけ、特
定の施用量で薬害作用を示し得る活性化合物の場合には、留意しなくてはならない。
【０１１５】
　本発明の組成物は、直接的に施用することが、即ち、別の成分を含ませることなく、ま
た、希釈することなく、施用することが可能である。一般に、該組成物は、適切な製剤の
形態で種子に施用するのが好ましい。種子を処理するための適切な製剤及び方法は、当業
者には知られており、例えば、以下の文献に記載されている：ＵＳ　４，２７２，４１７
、ＵＳ　４，２４５，４３２、ＵＳ　４，８０８，４３０、ＵＳ　５，８７６，７３９、
ＵＳ　２００３／０１７６４２８Ａ１、ＷＯ　２００２／０８０６７５、ＷＯ　２００２
／０２８１８６。
【０１１６】
　本発明に従って使用することが可能な活性化合物は、慣習的な種子粉衣製剤、例えば、
溶液剤、エマルション剤、懸濁液剤、粉末剤、泡剤、スラリー剤又は種子用の別のコーテ
ィング組成物や、及び、さらに、ＵＬＶ製剤などに変換することができる。
【０１１７】
　これらの製剤は、既知方法で、活性化合物を、慣習的な添加剤、例えば、慣習的な増量
剤、及び、さらに、溶媒又は希釈剤、着色剤、湿潤剤、分散剤、乳化剤、消泡剤、防腐剤
、第２の増粘剤、粘着剤、ジベレリン類などと混合させ、且つ、さらに、水と混合させる
ことによって、調製する。
【０１１８】
　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる有用な
着色剤は、そのような目的に関して慣習的な全ての着色剤がである。水中であまり溶解し
ない顔料又は水中で溶解する染料のいずれかを使用することができる。その例としては、
「Ｒｈｏｄａｍｉｎ　Ｂ」、「Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１１２」及び「Ｃ．Ｉ
．Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｒｅｄ　１」の名称で知られている染料などを挙げることができる。
【０１１９】
　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な
湿潤剤は、農薬活性化合物の製剤に関して慣習的に使用される、湿潤を促進する全ての物
質である。好ましくは、アルキルナフタレンスルホネート類、例えば、ジイソプロピルナ
フタレンスルホネート又はジイソブチルナフタレンスルホネートなどを使用する。
【０１２０】
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　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な
分散剤及び／又は乳化剤は、農薬活性化合物の製剤に慣習的に使用される非イオン性、ア
ニオン性及びカチオン性の全ての分散剤である。好ましくは、非イオン性若しくはアニオ
ン性の分散剤又は非イオン性若しくはアニオン性の分散剤の混合物を使用することができ
る。挙げることができる適切な非イオン性分散剤は、特に、エチレンオキシド／プロピレ
ンオキシドブロックポリマー類、アルキルフェノールポリグリコールエーテル類及びトリ
スチリルフェノールポリグリコールエーテル類、並びに、それらのリン酸化誘導体又は硫
酸化誘導体である。適切なアニオン性分散剤は、特に、リグノスルホネート類、ポリアク
リル酸塩類及びアリールスルホネート／ホルムアルデヒド縮合物である。
【０１２１】
　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる消泡剤
は、農薬活性化合物の製剤中に慣習的に使用される全ての泡抑制物質である。好ましくは
、シリコーン消泡剤及びステアリン酸マグネシウムを使用することができる。
【０１２２】
　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる防腐剤
は、農薬組成物中でかかる目的のために使用することが可能な全ての物質がである。例と
して、ジクロロフェン及びベンジルアルコールヘミホルマールなどを挙げることができる
。
【０１２３】
　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる第２の
増粘剤は、農薬組成物中でかかる目的のために使用することが可能な全ての物質である。
セルロース誘導体、アクリル酸誘導体、キサンタン、変性クレー及び微粉化シリカが好ま
しい。
【０１２４】
　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる粘着剤
は、種子粉衣製品中で使用可能な全ての慣習的な結合剤である。ポリビニルピロリドン、
ポリ酢酸ビニル、ポリビニルアルコール及びチロースを好ましいものとして挙げることが
できる。
【０１２５】
　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができるジベレ
リンは、好ましくは、ジベレリンＡ１、ジベレリンＡ３（＝ジベレリン酸）、ジベレリン
Ａ４及びジベレリンＡ７である。特に好ましくは、ジベレリン酸を使用する。当該ジベレ
リン類は既知である（ｃｆ．　Ｒ．　Ｗｅｇｌｅｒ　“Ｃｈｅｍｉｅ　ｄｅｒ　Ｐｆｌａ
ｎｚｅｎｓｃｈｕｔｚ－　ｕｎｄ　Ｓｃｈａｄｌｉｎｇｓｂｅｋａｍｐｆｕｎｇｓｍｉｔ
ｔｅｌ”　［Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｒｏｐ　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ　Ｃ
ｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎｓ　ａｎｄ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅｓ］，　ｖｏｌ．　２，　Ｓｐｒ
ｉｎｇｅｒ　Ｖｅｒｌａｇ，　１９７０，　ｐ．　４０１－４１２）。
【０１２６】
　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤は、広い範囲の種子（これは、トラ
ンスジェニック植物の種子を包含する）を処理するために、直接的に使用することができ
るか、又は、予め水で希釈したあとで使用することができる。これに関連して、発現によ
り形成された物質と協力して、付加的な相乗効果が生じることもあり得る。
【０１２７】
　本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤又は水を添加することによってその
種子粉衣製剤から調製された調製物で種子を処理するためには、種子粉衣操作に関して慣
習的に使用可能な全ての混合機が適している。具体的には、種子粉衣操作における手順は
、以下のとおりである：種子を混合機の中に入れること、所望される特定量の種子粉衣製
剤を、そのままで添加するか又は予め水で希釈したあとで添加すること、及び、該製剤が
当該種子の表面に均質に分配されるまで全てを混合させること。適切な場合には、続いて
乾燥工程を行う。
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【０１２８】
　本発明に従う活性化合物又は組成物は、強力な殺微生物活性（ｍｉｃｒｏｂｉｃｉｄａ
ｌ　ａｃｔｉｖｉｔｙ）を有しており、作物保護と材料物質（ｍａｔｅｒｉａｌｓ）の保
護において、菌類及び細菌類などの望ましくない微生物を防除するために使用することが
できる。
【０１２９】
　殺菌剤は、作物保護において、ネコブカビ類（Ｐｌａｓｍｏｄｉｏｐｈｏｒｏｍｙｃｅ
ｔｅｓ）、卵菌類（Ｏｏｍｙｃｅｔｅｓ）、ツボカビ類（Ｃｈｙｔｒｉｄｉｏｍｙｃｅｔ
ｅｓ）、接合菌類（Ｚｙｇｏｍｙｃｅｔｅｓ）、子嚢菌類（Ａｓｃｏｍｙｃｅｔｅｓ）、
担子菌類（Ｂａｓｉｄｉｏｍｙｃｅｔｅｓ）及び不完全菌類（Ｄｅｕｔｅｒｏｍｙｃｅｔ
ｅｓ）を防除するために、使用することができる。
【０１３０】
　殺細菌剤（ｂａｃｔｅｒｉｃｉｄｅ）は、作物保護において、シュードモナス科（Ｐｓ
ｅｕｄｏｍｏｎａｄａｃｅａｅ）、リゾビウム科（Ｒｈｉｚｏｂｉａｃｅａｅ）、腸内細
菌科（Ｅｎｔｅｒｏｂａｃｔｅｒｉａｃｅａｅ）、コリネバクテリウム科（Ｃｏｒｙｎｅ
ｂａｃｔｅｒｉａｃｅａｅ）及びストレプトミセス科（Ｓｔｒｅｐｔｏｍｙｃｅｔａｃｅ
ａｅ）を防除するために、使用することができる。
【０１３１】
　本発明に従う殺菌剤組成物は、植物病原性菌類を治療的又は保護的に防除するために使
用することができる。従って、本発明は、本発明に従う活性化合物又は組成物を使用して
植物病原性菌類を防除するための治療的方法又は保護的方法にも関連し、ここで、該活性
化合物又は組成物は、種子、植物若しくは植物の部分、果実又は植物が生育している土壌
に施用される。
【０１３２】
　作物保護において植物病原性菌類を防除するための、本発明に従う組成物は、有効で且
つ植物に対して毒性を示さない量の本発明に従う活性化合物を含んでいる。「有効で且つ
植物に対して毒性を示さない量（ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ，　ｂｕｔ　ｎｏｎ－ｐｈｙｔｏｔ
ｏｘｉｃ　ａｍｏｕｎｔ）」は、植物の菌類病を満足のいくように防除するか又は植物の
菌類病を完全に根絶するのに充分でありながら、同時に、植物毒性の重大などのような症
状も引き起こすことのない、本発明組成物の量を意味する。一般に、そのような施用量は
、比較的広い範囲内でさまざまであり得る。それは、複数の要因に依存し、例えば、防除
対象の菌類、植物、気候条件及び本発明の組成物の成分などに依存する。
【０１３３】
　植物病害を防除するために必要とされる濃度の該活性化合物に対して植物が充分な耐性
を示すという事実により、植物の地上部の処理、繁殖用台木（ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ　
ｓｔｏｃｋ）及び種子の処理、並びに、土壌の処理が可能である。
【０１３４】
　本発明に従って、全ての植物及び植物の部分を処理することができる。ここで、植物と
いうのは、望ましい及び望ましくない野生植物又は作物植物（自然発生した作物植物を包
含する）のような全ての植物及び植物群を意味するものと理解される。作物植物は、慣習
的な育種法及び最適化法により、又は、生物工学的方法及び遺伝子工学的方法により、若
しくは、それら方法を組み合わせたものにより得ることが可能な植物であることができる
。そのような作物植物には、トランスジェニック植物も包含され、また、植物育種家の権
利によって保護され得るか又は保護され得ない植物品種も包含される。植物の部分は、植
物の地上及び地下の全ての部分及び全ての器官、例えば、枝条、葉、花及び根などを意味
するものと理解され、挙げることができる例は、葉、針状葉、茎、幹、花、子実体、果実
及び種子、並びに、さらに、根、塊茎及び根茎である。植物の部分には、さらに、収穫さ
れたもの、並びに、栄養繁殖器官及び生殖繁殖器官（ｖｅｇｅｔａｔｉｖｅ　ａｎｄ　ｇ
ｅｎｅｒａｔｉｖｅ　ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ　ｍａｔｅｒｉａｌ）、例えば、挿木（ｃ
ｕｔｔｉｎｇ）、塊茎、根茎、掻き苗（ｓｌｉｐ）及び種子なども包含される。
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【０１３５】
　本発明に従う活性化合物は、植物及び植物の器官を保護するのに適しており、収穫高を
増大させるのに適しており、収穫された作物の質を向上させるのに適しており、同時に、
植物が充分な耐性を示し、温血動物種に対する好ましい毒性を有し、且つ、環境に優しい
。それらは、好ましくは、作物保護剤として使用することができる。それらは、通常の感
受性種及び抵抗性種に対して有効であり、また、全ての又は一部の発育段階に対して有効
である。
【０１３６】
　本発明に従って処理することが可能な植物としては、以下の主要な作物植物を挙げるこ
とができる：トウモロコシ、ダイズ、ワタ、アブラナ属油料種子（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｏ
ｉｌ　ｓｅｅｄｓ）、例えば、セイヨウアブラナ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｎａｐｕｓ）（例
えば、カノラ）、カブ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｒａｐａ）、カラシナ（Ｂ．ｊｕｎｃｅａ）
（例えば、（フィールド）マスタード）及びアビシニアガラシ（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｃａ
ｒｉｎａｔａ）、イネ、コムギ、テンサイ、サトウキビ、エンバク、ライムギ、オオムギ
、アワ及びソルガム、ライコムギ、アマ、ブドウの木、並びに、種々の植物学的分類群に
属するさまざまな果実及び野菜、例えば、バラ科各種（Ｒｏｓａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例
えば、仁果類、例えば、リンゴ及びナシ、さらに、核果類、例えば、アンズ、サクラ、ア
ーモンド及びモモ、並びに、液果類、例えば、イチゴ）、リベシオイダエ科各種（Ｒｉｂ
ｅｓｉｏｉｄａｅ　ｓｐ．）、クルミ科各種（Ｊｕｇｌａｎｄａｃｅａｅ　ｓｐ．）、カ
バノキ科各種（Ｂｅｔｕｌａｃｅａｅ　ｓｐ．）、ウルシ科各種（Ａｎａｃａｒｄｉａｃ
ｅａｅ　ｓｐ．）、ブナ科各種（Ｆａｇａｃｅａｅ　ｓｐ．）、クワ科各種（Ｍｏｒａｃ
ｅａｅ　ｓｐ．）、モクセイ科各種（Ｏｌｅａｃｅａｅ　ｓｐ．）、マタタビ科各種（Ａ
ｃｔｉｎｉｄａｃｅａｅ　ｓｐ．）、クスノキ科各種（Ｌａｕｒａｃｅａｅ　ｓｐ．）、
バショウ科各種（Ｍｕｓａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、バナナの木及びプランテーショ
ン）、アカネ科各種（Ｒｕｂｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、コーヒー）、ツバキ科各
種（Ｔｈｅａｃｅａｅ　ｓｐ．）、アオギリ科各種（Ｓｔｅｒｃｕｌｉｃｅａｅ　ｓｐ．
）、ミカン科各種（Ｒｕｔａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、レモン、オレンジ及びグレー
プフルーツ）；ナス科各種（Ｓｏｌａｎａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、トマト、ジャガ
イモ、トウガラシ、ナス）、ユリ科各種（Ｌｉｌｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）、キク科各種（
Ｃｏｍｐｏｓｉｔａｅ　ｓｐ．）（例えば、レタス、チョウセンアザミ及びチコリー（こ
れは、ルートチコリー（ｒｏｏｔ　ｃｈｉｃｏｒｙ）、エンダイブ又はキクニガナ（ｃｏ
ｍｍｏｎ　ｃｈｉｃｏｒｙ）を包含する））、セリ科各種（Ｕｍｂｅｌｌｉｆｅｒａｅ　
ｓｐ．）（例えば、ニンジン、パセリ、セロリ及びセルリアック）、ウリ科各種（Ｃｕｃ
ｕｒｂｉｔａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、キュウリ（これは、ガーキンを包含する）、
カボチャ、スイカ、ヒョウタン及びメロン）、ネギ科各種（Ａｌｌｉａｃｅａｅ　ｓｐ．
）（例えば、リーキ及びタマネギ）、アブラナ科各種（Ｃｒｕｃｉｆｅｒａｅ　ｓｐ．）
（例えば、白キャベツ、赤キャベツ、ブロッコリー、カリフラワー、芽キャベツ、タイサ
イ、コールラビ、ラディッシュ、セイヨウワサビ、コショウソウ及びハクサイ）、マメ科
各種（Ｌｅｇｕｍｉｎｏｓａｅ　ｓｐ．）（例えば、ラッカセイ、エンドウ及びインゲン
マメ（例えば、インゲンマメ（ｃｏｍｍｏｎ　ｂｅａｎ）及びソラマメ））、アカザ科各
種（Ｃｈｅｎｏｐｏｄｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、フダンソウ、飼料用ビート、ホ
ウレンソウ、ビートルート）、アオイ科（Ｍａｌｖａｃｅａｅ）（例えば、オクラ）、ク
サスギカズラ科（Ａｓｐａｒａｇａｃｅａｅ）（例えば、アスパラガス）；庭園及び森林
における有用な植物及び観賞植物；及び、各々の場合において、これら植物の遺伝子組み
換えが行われたタイプのもの。
【０１３７】
　上記で既に述べたように、本発明に従って、全ての植物及びそれらの部分を処理するこ
とができる。好ましい実施形態では、野生の植物種及び植物品種、又は、交雑若しくはプ
ロトプラスト融合のような慣習的な生物学的育種法により得られた植物種及び植物品種、
並びに、それらの部分を処理する。好ましいさらなる実施形態では、適切な場合には慣習



(25) JP 2014-534251 A 2014.12.18

10

20

30

40

50

的な方法と組み合わせた遺伝子工学により得られたトランスジェニック植物及び植物品種
（遺伝子組換え生物）並びにそれらの部分を処理する。用語「部分（ｐａｒｔｓ）」又は
「植物の部分（ｐａｒｔｓ　ｏｆ　ｐｌａｎｔｓ）」又は「植物の部分（ｐｌａｎｔ　ｐ
ａｒｔｓ）」については、既に上記で説明した。さらに好ましくは、市販されているか又
は使用されている植物品種の植物を、本発明に従って処理する。植物品種は、慣習的な育
種、突然変異誘発又は組換えＤＮＡ技術によって得られた、新しい特性（「形質」）を有
する植物を意味するものと理解される。これらは、品種、変種、生物型又は遺伝子型であ
ってよい。
【０１３８】
　本発明に従う処理方法は、遺伝子組換え生物（ＧＭＯ）、例えば、植物又は種子などの
処理においても使用することができる。遺伝子組換え植物（又は、トランスジェニック植
物）は、異種遺伝子がゲノムに安定的に組み込まれている植物である。表現「異種遺伝子
」は、本質的に、供給されたか又は当該植物の外部で構築された遺伝子であって、且つ、
核のゲノム、葉緑体のゲノム又はミトコンドリアのゲノムの中に導入されたときに、興味
深いタンパク質若しくはポリペプチドを発現することにより、又は、その植物体内に存在
している別の１つ若しくは複数の遺伝子をダウンレギュレート若しくはサイレンシングす
ることにより、当該形質転換された植物に新規の若しくは改善された作物学的特性又は別
の特性を付与する遺伝子を意味する〔例えば、アンチセンス技術、コサプレッション技術
又はＲＮＡｉ技術［ＲＮＡ干渉］などを使用する〕。ゲノム内に存在している異種遺伝子
は、導入遺伝子とも称される。植物ゲノム内におけるその特異的な存在によって定義され
る導入遺伝子は、形質転換又は遺伝子導入イベントと称される。
【０１３９】
　植物種又は植物品種、それらの生育場所及び生育条件（土壌、気候、生育期、養分（ｄ
ｉｅｔ））に応じて、本発明の処理により、相加効果を超える効果（「相乗効果」）も生
じ得る。例えば、実際に予期される効果を超える以下の効果が可能である：本発明により
使用し得る活性化合物及び組成物の施用量の低減及び／又は活性スペクトルの拡大及び／
又は活性の増強、植物の生育の向上、高温又は低温に対する耐性の向上、渇水又は水中若
しくは土壌中に含まれる塩分に対する耐性の向上、開花能力の向上、収穫の容易性の向上
、促進された成熟、収穫量の増加、果実の大きさの増大、植物の高さの増大、葉の緑色の
向上、より早い開花、収穫された生産物の品質の向上及び／又は栄養価の増加、果実内の
糖度の上昇、収穫された生産物の貯蔵安定性の向上及び／又は加工性の向上。
【０１４０】
　特定の施用量において、本発明に従う活性化合物は、植物に対して強化効果も示し得る
。従って、それらは、望ましくない植物病原性の菌類及び／又は微生物類及び／又はウイ
ルス類による攻撃に対して植物の防御システムを動員させるのに適している。これは、適
切な場合には、本発明に従う組合せの例えば菌類に対する強化された活性の理由のうちの
１つであり得る。植物を強化する（抵抗性を誘導する）物質は、本発明に関連して、処理
された植物が、その後に望ましくない植物病原性菌類を接種されたときに、それらの望ま
しくない植物病原性菌類に対して実質的な程度の抵抗性を示すように、植物の防御システ
ムを刺激することができる物質又は物質の組合せも意味するものと理解されるべきである
。従って、処理後ある一定の期間、上記病原体による攻撃から植物を保護するために、本
発明の物質を用いることができる。保護が達成される期間は、植物が該活性化合物で処理
されてから、一般に、１～１０日間、好ましくは、１～７日間に及ぶ。
【０１４１】
　本発明に従って処理するのが好ましい植物及び植物品種には、特に有利かつ有用な形質
を植物に付与する遺伝物質を有している全ての植物（育種によって得られたものであろう
と、及び／又は、生物工学的手段によって得られたものであろうと）が包含される。
【０１４２】
　本発明に従って処理するのが同様に好ましい植物及び植物品種は、１以上の生物的スト
レス因子に対して抵抗性を示す。即ち、前記植物は、害虫及び有害微生物に対して、例え
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ば、線虫類、昆虫類、ダニ類、植物病原性の菌類、細菌類、ウイルス類及び／又はウイロ
イド類などに対して、良好な防御を示す。
【０１４３】
　線虫抵抗性植物の例は、例えば、以下の米国特許出願に記載されている：１１／７６５
，４９１、１１／７６５，４９４、１０／９２６，８１９、１０／７８２，０２０、１２
／０３２，４７９、１０／７８３，４１７、１０／７８２，０９６、１１／６５７，９６
４、１２／１９２，９０４、１１／３９６，８０８、１２／１６６，２５３、１２／１６
６，２３９、１２／１６６，１２４、１２／１６６，２０９、１１／７６２，８８６、１
２／３６４，３３５、１１／７６３，９４７、１２／２５２，４５３、１２／２０９，３
５４、１２／４９１，３９６、及び、１２／４９７，２２１。
【０１４４】
　本発明に従って同様に処理し得る植物及び植物品種は、１以上の非生物的ストレス因子
に対して抵抗性を示す植物である。非生物的なストレス状態としては、例えば、渇水、低
温曝露、熱への曝露、浸透ストレス、湛水、土壌中の増大した塩分、鉱物への増加した曝
露、オゾンへの曝露、強い光への曝露、限られた利用可能な窒素養分、限られた利用可能
なリン養分、日陰回避などを挙げることができる。
【０１４５】
　本発明に従って同様に処理し得る植物及び植物品種は、増大した収量特性を特徴とする
植物である。そのような植物における増大した収量は、例えば、植物の改善された生理機
能、植物の改善された生長及び発育、例えば、水の利用効率、水の保持効率、改善された
窒素の利用性、強化された炭素同化作用、改善された光合成、上昇した発芽効率及び促進
された成熟の結果であり得る。収量は、さらに、改善された植物の構成（ａｒｃｈｉｔｅ
ｃｔｕｒｅ）によっても影響され得る（ストレス条件下及び非ストレス条件下）。そのよ
うな改善された植物の構成としては、早咲き、ハイブリッド種子産生のための開花制御、
実生の活力、植物の寸法、節間の数及び距離、根の成長、種子の寸法、果実の寸法、莢の
寸法、莢又は穂の数、１つの莢又は穂当たりの種子の数、種子のかさ、強化された種子充
填、低減された種子分散、低減された莢の裂開及び耐倒伏性などがある。収量についての
さらなる形質としては、種子の組成、例えば、炭水化物含有量、タンパク質含有量、油含
有量及び油の組成、栄養価、抗栄養化合物の低減、改善された加工性並びに向上した貯蔵
安定性などがある。
【０１４６】
　本発明に従って処理し得る植物は、雑種強勢又は雑種効果（これは、結果として、一般
に、増加した収量、向上した活力、向上した健康状態並びに生物的及び非生物的ストレス
因子に対する向上した抵抗性をもたらす）の特性を既に呈しているハイブリッド植物であ
る。そのような植物は、典型的には、雄性不稔交配母体近交系（ｉｎｂｒｅｄ　ｍａｌｅ
　ｓｔｅｒｉｌｅ　ｐａｒｅｎｔ　ｌｉｎｅ）（雌性親）を別の雄性稔性交配母体近交系
（ｉｎｂｒｅｄ　ｍａｌｅ　ｆｅｒｔｉｌｅ　ｐａｒｅｎｔ　ｌｉｎｅ）（雄性親）と交
雑させることによって生成される。ハイブリッド種子は、典型的には、雄性不稔植物から
収穫され、そして、栽培者に販売される。雄性不稔植物は、場合により（例えば、トウモ
ロコシにおいて）、雄穂を除去することによって〔即ち、雄性繁殖器官又は雄花を機械的
に除去することによって〕、作ることができる。しかしながら、より典型的には、雄性不
稔性は、植物ゲノム内の遺伝的決定基の結果である。その場合、及び、特に種子がハイブ
リッド植物から収穫される所望の生産物である場合、典型的には、雄性不稔性に関与する
遺伝的決定基を含んでいる該ハイブリッド植物において雄性稔性を確実に完全に回復させ
ることは有益である。これは、雄性不稔性に関与する遺伝的決定基を含んでいるハイブリ
ッド植物において雄性稔性を回復させることが可能な適切な稔性回復遺伝子を雄性親が有
していることを確実なものとすることによって達成することができる。雄性不稔性に関す
る遺伝的決定基は、細胞質内に存在し得る。細胞質雄性不稔（ＣＭＳ）の例は、例えば、
アブラナ属各種（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）に関して記述された。しかしなが
ら、雄性不稔性に関する遺伝的決定基は、核ゲノム内にも存在し得る。雄性不稔性植物は
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、遺伝子工学などの植物バイオテクノロジー法によっても得ることができる。雄性不稔性
植物を得る特に有用な方法は、ＷＯ　８９／１０３９６に記載されており、ここでは、例
えば、バルナーゼなどのリボヌクレアーゼを雄ずい内のタペータム細胞において選択的に
発現させる。次いで、タペータム細胞内においてバルスターなどのリボヌクレアーゼイン
ヒビターを発現させることによって、稔性を回復させることができる。
【０１４７】
　本発明に従って処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテクノロジ
ー法によって得られた）は、除草剤耐性植物、即ち、１種類以上の所与の除草剤に対して
耐性にされた植物である。そのような植物は、遺伝的形質転換によって得ることができる
か、又は、当該除草剤耐性を付与する突然変異を含んでいる植物を選抜することによって
得ることができる。
【０１４８】
　除草剤耐性植物は、例えば、グリホセート耐性植物、即ち、除草剤グリホセート又はそ
の塩に対して耐性にされた植物である。植物は、種々の方法によって、グリホセートに対
して耐性にすることができる。例えば、グリホセート耐性植物は、酵素５－エノールピル
ビルシキミ酸－３－リン酸シンターゼ（ＥＰＳＰＳ）をコードする遺伝子で植物を形質転
換させることによって得ることができる。そのようなＥＰＳＰＳ遺伝子の例は、以下のも
のである：細菌サルモネラ・チフィムリウム（Ｓａｌｍｏｎｅｌｌａ　ｔｙｐｈｉｍｕｒ
ｉｕｍ）のＡｒｏＡ遺伝子（突然変異ＣＴ７）（Ｃｏｍａｉ　ｅｔ　ａｌ．，　１９８３
，　Ｓｃｉｅｎｃｅ　２２１，　３７０－３７１）、細菌アグロバクテリウム属各種（Ａ
ｇｒｏｂａｃｔｅｒｉｕｍ　ｓｐ．）のＣＰ４遺伝子（Ｂａｒｒｙ　ｅｔ　ａｌ．，　１
９９２，　Ｃｕｒｒ．　Ｔｏｐｉｃｓ　Ｐｌａｎｔ　Ｐｈｙｓｉｏｌ．　７，　１３９－
１４５）、ペチュニアのＥＰＳＰＳをコードする遺伝子（Ｓｈａｈ　ｅｔ　ａｌ．，　１
９８６，　Ｓｃｉｅｎｃｅ　２３３，　４７８－４８１）、トマトのＥＰＳＰＳをコード
する遺伝子（Ｇａｓｓｅｒ　ｅｔ　ａｌ．，　Ｊ．　Ｂｉｏｌ．　Ｃｈｅｍ．　２６３，
　４２８０－４２８９）又はオヒシバ属（Ｅｌｅｕｓｉｎｅ）のＥＰＳＰＳをコードする
遺伝子（ＷＯ　０１／６６７０４）。それは、突然変異ＥＰＳＰＳであることも可能であ
る。グリホセート耐性植物は、さらにまた、グリホセートオキシドレダクターゼ酵素をコ
ードする遺伝子を発現させることによって得ることもできる。グリホセート耐性植物は、
さらにまた、グリホセートアセチルトランスフェラーゼ酵素をコードする遺伝子を発現さ
せることによって得ることもできる。グリホセート耐性植物は、さらにまた、上記遺伝子
の自然発生突然変異を含んでいる植物を選抜することによって得ることもできる。グリホ
セート耐性を付与するＥＰＳＰＳ遺伝子を発現する植物は、既に記述されている。グリホ
セート耐性を付与する別の遺伝子（例えば、デカルボキシラーゼ遺伝子）を発現する植物
は、既に記述されている。
【０１４９】
　別の除草剤抵抗性植物は、例えば、酵素グルタミンシンターゼを阻害する除草剤（例え
ば、ビアラホス、ホスフィノトリシン又はグルホシネート）に対して耐性にされている植
物である。そのような植物は、当該除草剤を解毒する酵素を発現させるか、又は、阻害に
対して抵抗性を示す突然変異グルタミンシンターゼ酵素を発現させることによって、得る
ことができる。かかる有効な解毒酵素の一つは、例えば、ホスフィノトリシンアセチルト
ランスフェラーゼをコードする酵素である（例えば、ストレプトマイセス属各種（Ｓｔｒ
ｅｐｔｏｍｙｃｅｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）に由来するｂａｒタンパク質又はｐａｔタンパク
質）。外因性のホスフィノトリシンアセチルトランスフェラーゼを発現する植物について
は、記述されている。
【０１５０】
　さらなる除草剤耐性植物は、さらにまた、酵素ヒドロキシフェニルピルビン酸ジオキシ
ゲナーゼ（ＨＰＰＤ）を阻害する除草剤に対して耐性にされている植物である。ヒドロキ
シフェニルピルビン酸ジオキシゲナーゼ類は、パラ－ヒドロキシフェニルピルベート（Ｈ
ＰＰ）がホモゲンチセートに変換される反応を触媒する酵素である。ＨＰＰＤ阻害薬に対
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して耐性を示す植物は、ＷＯ　９６／３８５６７、ＷＯ　９９／２４５８５、ＷＯ　９９
／２４５８６、ＷＯ　２００９／１４４０７９、ＷＯ　２００２／０４６３８７又はＵＳ
　６，７６８，０４４に記述されているように、自然発生抵抗性ＨＰＰＤ酵素をコードす
る遺伝子を用いて、又は、突然変異ＨＰＰＤ酵素若しくはキメラＨＰＰＤ酵素をコードす
る遺伝子を用いて、形質転換させることができる。ＨＰＰＤ阻害薬に対する耐性は、さら
にまた、ＨＰＰＤ阻害薬による天然ＨＰＰＤ酵素の阻害にもかかわらず、ホモゲンチセー
トを形成させることが可能な特定の酵素をコードする遺伝子を用いて植物を形質転換させ
ることによっても得ることができる。そのような植物は、ＷＯ　９９／３４００８及びＷ
Ｏ　０２／３６７８７に記述されている。ＨＰＰＤ阻害薬に対する植物の耐性は、さらに
また、ＷＯ　２００４／０２４９２８に記述されているように、ＨＰＰＤ耐性酵素をコー
ドする遺伝子に加えて酵素プレフェナートデヒドロゲナーゼをコードする遺伝子を用いて
植物を形質転換させることによって改善することもできる。さらに、植物は、そのゲノム
の中にＨＰＰＤ阻害薬を代謝又は分解する酵素（例えば、ＣＹＰ４５０酵素）をコードす
る遺伝子を挿入することによって、ＨＰＰＤ阻害薬に対してさらに耐性にすることができ
る（ＷＯ　２００７／１０３５６７、及び、ＷＯ　２００８／１５０４７３）。
【０１５１】
　さらなる除草剤抵抗性植物は、アセトラクテートシンターゼ（ＡＬＳ）阻害薬に対して
耐性にされている植物である。既知ＡＬＳ阻害薬としては、例えば、スルホニル尿素系除
草剤、イミダゾリノン系除草剤、トリアゾロピリミジン系除草剤、ピリミジニルオキシ（
チオ）ベンゾエート系除草剤、及び／又は、スルホニルアミノカルボニルトリアゾリノン
系除草剤などがある。ＡＬＳ酵素（「アセトヒドロキシ酸シンターゼ（ＡＨＡＳ）」とし
ても知られている）における種々の突然変異体は、例えば「Ｔｒａｎｅｌ　ａｎｄ　Ｗｒ
ｉｇｈｔ　（Ｗｅｅｄ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　２００２，　５０：７００－７１２）」に記述
されているように、種々の除草剤及び除草剤の群に対する耐性を付与することが知られて
いる。スルホニル尿素耐性植物及びイミダゾリノン耐性植物の作製については、既に記述
されている。さらなるスルホニル尿素耐性植物及びイミダゾリノン耐性植物についても、
既に記述されている。
【０１５２】
　イミダゾリノン及び／又はスルホニル尿素に対して耐性を示すさらなる植物は、誘導さ
れた突然変異誘発によって得ることができるか、当該除草剤の存在下での細胞培養におけ
る選抜によって得ることができるか、又は、突然変異育種によって得ることができる（ｃ
ｆ．　例えば、ダイズに関しては、ＵＳ　５，０８４，０８２、イネに関しては、ＷＯ　
９７／４１２１８、テンサイに関しては、ＵＳ　５，７７３，７０２及びＷＯ　９９／０
５７９６５、レタスに関してはＵＳ　５，１９８，５９９、又は、ヒマワリに関してはＷ
Ｏ　０１／０６５９２２）。
【０１５３】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
ノロジー法によって得られた）は、昆虫抵抗性トランスジェニック植物、即ち、特定の標
的昆虫による攻撃に対して抵抗性にされた植物である。そのような植物は、遺伝的形質転
換によって得ることができるか、又は、そのような昆虫抵抗性を付与する突然変異を含ん
でいる植物を選抜することによって得ることができる。
【０１５４】
　本明細に関連して、用語「昆虫抵抗性トランスジェニック植物」には、以下のものをコ
ードするコード配列を含んでいる少なくとも１つの導入遺伝子を含んだ任意の植物が包含
される：
　（１）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）に由来する殺虫性結晶タンパク質又はその殺虫活性を示す一部分、例えば、クリック
モアら「Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ　ｅｔ　ａｌ．　（Ｍｉｃｒｏｂｉｏｌｏｇｙ　ａｎｄ　Ｍ
ｏｌｅｃｕｌａｒ　Ｂｉｏｌｏｇｙ　Ｒｅｖｉｅｗｓ　１９９８，　６２，　８０７－８
１３）」によって編集され、クリックモアら「Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ　ｅｔ　ａｌ．　（２
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００５）」によって、オンライン「ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｌｉｆｅｓｃｉ．ｓｕｓｓｅ
ｘ．ａｃ．ｕｋ／Ｈｏｍｅ／Ｎｅｉｌ＿Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ／Ｂｔ／」上で「バシルス・
ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）毒素命名法」にお
いて更新された殺虫性結晶タンパク質又はその殺虫活性を示す一部分、例えば、Ｃｒｙタ
ンパク質類のタンパク質（Ｃｒｙ１Ａｂ、Ｃｒｙ１Ａｃ、Ｃｒｙ１Ｂ、Ｃｒｙ１Ｃ、Ｃｒ
ｙ１Ｄ、Ｃｒｙ１Ｆ、Ｃｒｙ２Ａｂ、Ｃｒｙ３Ａａ、又は、Ｃｒｙ３Ｂｂ）若しくはその
殺虫活性を示す一部分（例えば、ＥＰ－Ａ　１９９９１４１、及び、ＷＯ　２００７／１
０７３０２）、又は、米国特許出願第１２／２４９，０１６号に記載されている合成遺伝
子によってコードされているタンパク質；又は、
　（２）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）としての第２の別の結晶タンパク質又はその一部分の存在下において殺虫活性を示す
、バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）に由
来する結晶タンパク質又はその一部分、例えば、Ｃｒｙ３４結晶タンパク質とＣｒｙ３５
結晶タンパク質で構成されているバイナリートキシン（Ｎａｔ．　Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌ
．　２００１，　１９，　６６８－７２；　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｅｎｖｉｒｏｎｍ．　Ｍｉ
ｃｒｏｂｉｏｌ．　２００６，　７１，　１７６５－１７７４）、又は、Ｃｒｙ１Ａ若し
くはＣｒｙ１Ｆタンパク質とＣｒｙ２Ａａ若しくはＣｒｙ２Ａｂ若しくはＣｒｙ２Ａｅタ
ンパク質からなるバイナリートキシン（米国特許出願第１２／２１４，０２２号、及び、
ＥＰ　０８０１０７９１．５）；又は、
　（３）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）に由来する２種類の異なった殺虫性結晶タンパク質の一部分を含んでいる殺虫性ハイ
ブリッドタンパク質、例えば、上記（１）のタンパク質のハイブリッド、又は、上記（２
）のタンパク質のハイブリッド、例えば、トウモロコシイベントＭＯＮ９８０３４で産生
されるＣｒｙ１Ａ．１０５タンパク質（ＷＯ　２００７／０２７７７７）；又は、
　（４）　上記項目（１）～（３）のいずれか１つのタンパク質において、標的昆虫種に
対するさらに強い殺虫活性を得るために、及び／又は、影響を受ける標的昆虫種の範囲を
拡大するために、及び／又は、クローニング若しくは形質転換の間にコード化ＤＮＡ中に
誘導された変化に起因して、幾つかの（特に、１～１０の）アミノ酸が別のアミノ酸で置
き換えられていているもの、例えば、トウモロコシイベントＭＯＮ８６３若しくはＭＯＮ
８８０１７におけるＣｒｙ３Ｂｂ１タンパク質又はトウモロコシイベントＭＩＲ６０４に
おけるＣｒｙ３Ａタンパク質；又は、
　（５）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する殺虫性分泌
タンパク質又はその殺虫活性を示す一部分、例えば、「ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｌｉｆｅ
ｓｃｉ．ｓｕｓｓｅｘ．ａｃ．ｕｋ／ｈｏｍｅ／Ｎｅｉｌ＿Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ／Ｂｔ／
ｖｉｐ．ｈｔｍｌ」において挙げられている栄養生長期殺虫性タンパク質（ｖｅｇｅｔａ
ｔｉｖｅ　ｉｎｓｅｃｔｉｃｉｄａｌ　ｐｒｏｔｅｉｎ）（ＶＩＰ）、例えば、ＶＩＰ３
Ａａタンパク質類のタンパク質；又は、
　（６）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する第２の分泌
タンパク質の存在下において殺虫活性を示す、バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌ
ｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃ
ｅｒｅｕｓ）に由来する分泌タンパク質、例えば、ＶＩＰ１Ａタンパク質とＶＩＰ２Ａタ
ンパク質で構成されているバイナリートキシン（ＷＯ　９４／２１７９５）；又は、
　（７）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する異なった分
泌タンパク質の一部分を含んでいる殺虫性ハイブリッドタンパク質、例えば、上記（１）
のタンパク質のハイブリッド、又は、上記（２）のタンパク質のハイブリッド；又は、
　（８）　上記項目（５）～（７）のいずれか１つのタンパク質において、標的昆虫種に
対するさらに強い殺虫活性を得るために、及び／又は、影響を受ける標的昆虫種の範囲を
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拡大するために、及び／又は、クローニング若しくは形質転換の間にコード化ＤＮＡ中に
誘導された変化（それでも、なお、殺虫性タンパク質をコードしている）に起因して、幾
つかの（特に、１～１０）のアミノ酸が別のアミノ酸で置き換えられていているもの、例
えば、ワタイベントＣＯＴ１０２におけるＶＩＰ３Ａａタンパク質；又は、
　（９）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉ
ｓ）に由来する結晶タンパク質の存在下において殺虫活性を示す、バシルス・ツリンギエ
ンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂ
ａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する分泌タンパク質、例えば、ＶＩＰ３とＣｒｙ
１Ａ若しくはＣｒｙ１Ｆで構成されているバイナリートキシン（米国特許出願第６１／１
２６０８３号、及び、米国特許出願第６１／１９５０１９号）、又は、ＶＩＰ３タンパク
質とＣｒｙ２Ａａタンパク質若しくはＣｒｙ２Ａｂタンパク質若しくはＣｒｙ２Ａｅタン
パク質で構成されているバイナリートキシン（米国特許出願第１２／２１４，０２２号、
及び、ＥＰ　０８０１０７９１．５）；又は、
　（１０）　上記（９）のタンパク質において、標的昆虫種に対するさらに強い殺虫活性
を得るために、及び／又は、影響を受ける標的昆虫種の範囲を拡大するために、及び／又
は、クローニング若しくは形質転換に際してコード化ＤＮＡ中に導入された変化（それで
も、なお、殺虫性タンパク質をコードしている）に起因して、幾つかの（特に、１～１０
）のアミノ酸が別のアミノ酸で置き換えられていているもの。
【０１５５】
　もちろん、「昆虫抵抗性トランスジェニック植物」は、本明細書中で使用される場合、
上記クラス（１）～（１０）のいずれか１つのタンパク質をコードする遺伝子の組合せを
含んでいる任意の植物も包含する。一実施形態では、影響を受ける標的昆虫種の範囲を拡
大するために、又は、同一の標的昆虫種に対して殺虫活性を示すが作用機序は異なってい
る（例えば、当該昆虫体内の異なった受容体結合部位に結合する）異なったタンパク質を
用いることによって当該植物に対する昆虫の抵抗性の発達を遅延させるために、昆虫抵抗
性植物は、上記クラス（１）～（１０）のいずれか１つのタンパク質をコードする２つ以
上の導入遺伝子を含んでいる。
【０１５６】
　本発明に関連して、「昆虫抵抗性トランスジェニック植物」は、さらに、食物が害虫に
よって消費された後で、その害虫の成長を妨げる二本鎖ＲＮＡを産生するための配列を含
んでいる少なくとも１の導入遺伝子を含んでいる任意の植物も包含する。
【０１５７】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
ノロジー法によって得られた）は、非生物的ストレス因子に対して耐性を示す。そのよう
な植物は、遺伝的形質転換によって得ることができるか、又は、そのようなストレス抵抗
性を付与する突然変異を含んでいる植物を選抜することによって得ることができる。特に
有用なストレス耐性植物としては、以下のものなどがある：
　（ａ）　植物細胞内又は植物体内におけるポリ（ＡＤＰ－リボース）ポリメラーゼ（Ｐ
ＡＲＰ）遺伝子の発現及び／又は活性を低減させることが可能な導入遺伝子を含んでいる
植物；
　（ｂ）　植物又は植物細胞のＰＡＲＧコード化遺伝子の発現及び／又は活性を低減させ
ることが可能なストレス耐性を強化する導入遺伝子を含んでいる植物；
　（ｃ）　ニコチンアミダーゼ、ニコチン酸ホスホリボシルトランスフェラーゼ、ニコチ
ン酸モノヌクレオチドアデニルトランスフェラーゼ、ニコチンアミドアデニンジヌクレオ
チドシンテターゼ又はニコチンアミドホスホリボシルトランスフェラーゼを包含するニコ
チンアミドアデニンジヌクレオチドサルベージ生合成経路の植物機能性酵素（ｐｌａｎｔ
－ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　ｅｎｚｙｍｅ）をコードするストレス耐性を強化する導入遺伝
子を含んでいる植物。
【０１５８】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
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ノロジー法によって得られた）は、収穫された生産物の改変された量、品質及び／若しく
は貯蔵安定性、並びに／又は、収穫された生産物の特定の成分の改変された特性を示す。
例えば：
　（１）　野生型の植物細胞又は植物において合成された澱粉と比較して、その物理化学
的形質〔特に、アミロース含有量若しくはアミロース／アミロペクチン比、枝分かれ度、
平均鎖長、側鎖の分布、粘性挙動、ゲル抵抗（ｇｅｌ　ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ）、澱粉粒
径及び／又は澱粉の粒子形態〕に関して改変されていて、特定の用途により適した変性澱
粉を合成するトランスジェニック植物；
　（２）　非澱粉炭水化物ポリマーを合成するか、又は、遺伝子組換えがなされていない
野生型植物と比較して改変された特性を有する非澱粉炭水化物ポリマーを合成する、トラ
ンスジェニック植物〔その例は、ポリフルクトース（特に、イヌリン型及びレバン型のポ
リフルクトース）を産生する植物、α－１，４－グルカン類を産生する植物、α－１，６
－分枝　α－１，４－グルカン類を産生する植物、及び、アルテルナンを産生する植物で
ある〕；
　（３）　ヒアルロナンを産生するトランスジェニック植物；
　（４）　トランスジェニック植物又はハイブリッド植物、例えば、「可溶性固形物高含
有量」、「低辛味」（ＬＰ）及び／又は「長期保存」（ＬＳ）などの特性を有するタマネ
ギ。
【０１５９】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
ノロジー法によって得られた）は、改変された繊維特性を有する植物（例えば、ワタ植物
）である。そのよう植物は、遺伝的形質転換によって得ることができるか、又は、そのよ
うな改変された繊維特性を付与する突然変異を含んでいる植物を選抜することによって得
ることができる。そのような植物としては、以下のものが挙げられる：
　（ａ）　セルロースシンターゼ遺伝子の改変された形態を含んでいる植物（例えば、ワ
タ植物）；
　（ｂ）　ｒｓｗ２相同核酸又はｒｓｗ３相同核酸の改変された形態を含んでいる植物（
例えば、ワタ植物）、例えば、スクロースリン酸シンターゼの発現が増大しているワタ植
物；
　（ｃ）　スクロースシンターゼの発現が増大している植物（例えば、ワタ植物）；
　（ｄ）　繊維細胞に基づいた原形質連絡のゲーティングのタイミングが（例えば、繊維
選択的β－１，３－グルカナーゼのダウンレギュレーションを介して）改変されている植
物（例えば、ワタ植物）；
　（ｅ）　反応性が（例えば、ｎｏｄＣを包含するＮ－アセチルグルコサミントランスフ
ェラーゼ遺伝子の発現及びキチンシンターゼ遺伝子の発現を介して）改変されている繊維
を有する植物（例えば、ワタ植物）。
【０１６０】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
ノロジー法によって得られた）は、改変されたオイルプロフィール特性を有する植物（例
えば、ナタネ植物又は関連するアブラナ属植物）である。そのよう植物は、遺伝的形質転
換によって得ることができるか、又は、そのような改変されたオイル特性を付与する突然
変異を含んでいる植物を選抜することによって得ることができる。そのような植物として
は、以下のものが挙げられる：
　（ａ）　オレイン酸含有量が高いオイルを産生する植物（例えば、ナタネ植物）；
　（ｂ）　リノレン酸含有量が低いオイルを産生する植物（例えば、ナタネ植物）；
　（ｃ）　飽和脂肪酸のレベルが低いオイルを産生する植物（例えば、ナタネ植物）。
【０１６１】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
ノロジー法によって得られた）は、ウイルス抵抗性を示す〔例えば、ジャガイモウイルス
Ｙに対してウイルス抵抗性を示す（ＳＹ２３０イベント及びＳＹ２３３イベント、Ｔｅｃ
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ｎｏｐｌａｎｔ，Ａｒｇｅｎｔｉｎａ）〕ジャガイモ又は病害（例えば、ジャガイモ疫病
）に対して抵抗性を示すジャガイモ（例えば、ＲＢ遺伝子）又は低減された低温誘発甘味
を示すジャガイモ（これは、遺伝子Ｎｔ－Ｉｎｈ、遺伝子ＩＩ－ＩＮＶを有している）又
は矮性表現型を示すジャガイモ（Ａ－２０オキシダーゼ遺伝子）などの植物である。
【０１６２】
　本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテク
ノロジー法によって得られた）は、改変された種子脱粒特性を有する植物（例えば、ナタ
ネ植物又は関連するアブラナ属植物）である。そのような植物は、遺伝的形質転換によっ
て得ることができるか、又は、そのような改変された特性を付与する突然変異を含んでい
る植物を選抜することによって得ることができる。そのような植物としては、種子の脱粒
が遅延されているか又は低減されている植物（例えば、ナタネ植物）などがある。
【０１６３】
　本発明に従って処理し得る特に有用なトランスジェニック植物は、アメリカ合衆国内に
おける規制除外（ｎｏｎ－ｒｅｇｕｌａｔｅｄ　ｓｔａｔｕｓ）についてのアメリカ合衆
国農務省（ＵＳＤＡ）の動植物検疫局（ＡＰＨＩＳ）に対する認可申請又は継続申請の対
象である、形質転換イベント又は形質転換イベントの組合せを含んでいる植物である。こ
れに関連する情報は、ＡＰＨＩＳ（４７００　Ｒｉｖｅｒ　Ｒｏａｄ　Ｒｉｖｅｒｄａｌ
ｅ，　ＭＤ　２０７３７，ＵＳＡ）から、例えば、ウェブサイト「ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ
．ａｐｈｉｓ．ｕｓｄａ．ｇｏｖ／ｂｒｓ／ｎｏｔ＿ｒｅｇ．ｈｔｍｌ」を介して、いつ
何時でも入手することができる。本出願の出願日において、下記情報を有する申請は、Ａ
ＰＨＩＳによって許可されたか又はＡＰＨＩＳが審理中である：
－　申請：　当該申請の識別番号。形質転換イベントについての技術的な記述は、ＡＰＨ
ＩＳからそのウェブサイトにおいて入手可能な特定の申請書類の中に、当該申請番号によ
って見いだすことができる。それらの記述は、参照によって本明細書中に開示される。
－　申請の拡張：　範囲又は期間の拡張が請求されている、先の申請についての言及。
－　機関：　当該申請を提出している人の名称。
－　規制物：　当該植物種。
－　トランスジェニック表現型：　形質転換イベントによって植物に付与された形質。
－　形質転換イベント又はライン：　規制除外が請求されている１つ又は複数のイベント
（場合により、ライン（単数又は複数）とも称される）の名称。
－　ＡＰＨＩＳ文書：　申請に関連してＡＰＨＩＳによって刊行されているか、又は、請
求によりＡＰＨＩＳから入手可能な、種々の文書。
【０１６４】
　本発明に従って処理し得る特に有用なトランスジェニック植物は、１種類以上の毒素を
コードする１種類以上の遺伝子を含んでいる植物であり、且つ、以下の商品名で販売され
るトランスジェニック植物である：ＹＩＥＬＤ　ＧＡＲＤ（登録商標）（例えば、トウモ
ロコシ、ワタ、ダイズ）、ＫｎｏｃｋＯｕｔ（登録商標）（例えば、トウモロコシ）、Ｂ
ｉｔｅＧａｒｄ（登録商標）（例えば、トウモロコシ）、ＢＴ－Ｘｔｒａ（登録商標）（
例えば、トウモロコシ）、ＳｔａｒＬｉｎｋ（登録商標）（例えば、トウモロコシ）、Ｂ
ｏｌｌｇａｒｄ（登録商標）（ワタ）、Ｎｕｃｏｔｎ（登録商標）（ワタ）、Ｎｕｃｏｔ
ｎ　３３Ｂ（登録商標）（ワタ）、ＮａｔｕｒｅＧａｒｄ（登録商標）（例えば、トウモ
ロコシ）、Ｐｒｏｔｅｃｔａ（登録商標）及びＮｅｗＬｅａｆ（登録商標）（ジャガイモ
）。言及すべき除草剤耐性植物の例は、以下の商品名で入手可能なトウモロコシ品種、ワ
タ品種及びダイズ品種である：Ｒｏｕｎｄｕｐ　Ｒｅａｄｙ（登録商標）（グリホセート
に対する耐性、例えば、トウモロコシ、ワタ、ダイズ）、Ｌｉｂｅｒｔｙ　Ｌｉｎｋ（登
録商標）（ホスフィノトリシンに対する耐性、例えば、ナタネ）、ＩＭＩ（登録商標）（
イミダゾリノン系に対する耐性）及びＳＣＳ（登録商標）（スルホニル尿素系に対する耐
性、例えば、トウモロコシ）。言及すべき除草剤抵抗性植物（除草剤耐性に関して慣習的
な方法で品種改良された植物）としては、Ｃｌｅａｒｆｉｅｌｄ（登録商標）（例えば、
トウモロコシ）の商品名で販売される品種などがある。
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【０１６５】
　本発明に従って処理し得る特に有用なトランスジェニック植物は、形質転換イベント又
は形質転換イベントの組合せを含んでいる植物であり、それらは、例えば、国又は地域の
さまざまな規制機関に関するデータベースに記載されている〔例えば、「ｈｔｔｐ：／／
ｃｅｒａ－ｇｍｃ．ｏｒｇ／ｉｎｄｅｘ．ｐｈｐ？ｅｖｉｄｃｏｄｅ＝＆ｈｓｔＩＤＸＣ
ｏｄｅ＝＆ｇＴｙｐｅ＝＆ＡｂｂｒＣｏｄｅ＝＆ａｔＣｏｄｅ＝＆ｓｔＣｏｄｅ＝＆ｃｏ
ＩＤＣｏｄｅ＝＆ａｃｔｉｏｎ＝ｇｍ＿ｃｒｏｐ＿ｄａｔａｂａｓｅ＆ｍｏｄｅ＝Ｓｕｂ
ｍｉｔ」及び「ｈｔｔｐ：／／ｇｍｏｉｎｆｏ．ｊｒｃ．ｉｔ／ｇｍｐ＿ｂｒｏｗｓｅ．
ａｓｐｘ」を参照されたい〕。
【０１６６】
　さらにまた、本発明に従う活性化合物又は組成物は、材料物質の保護において、望まし
くない微生物（例えば、菌類）及び昆虫類等による攻撃及び破壊から工業材料を保護する
ために用いることもできる。
【０１６７】
　さらに、本発明に従う化合物は、単独で、又は、別の活性化合物と組み合わせて、防汚
組成物として用いることもできる。
【０１６８】
　本発明に関連して、工業材料とは、工業において使用するために調製された非生体材料
を意味するものと理解される。例えば、微生物による変性又は破壊から本発明の活性化合
物で保護することが意図されている工業材料は、接着剤、サイズ、紙、壁紙及び厚紙、織
物、カーペット、皮革、木材、塗料及びプラスチック製品、冷却用潤滑油、並びに、微生
物によって侵襲又は破壊され得る別の材料などであり得る。微生物の増殖により損なわれ
得る建築物及び製造プラントの部品、例えば、冷却水循環路、冷却装置及び暖房装置、並
びに、換気設備及空調設備なども、保護すべき材料の範囲内に包含される。本発明の範囲
内にある工業材料としては、好ましくは、接着剤、サイズ、紙及び厚紙、皮革、木材、塗
料、冷却用潤滑油及び熱媒液などを挙げることができ、さらに好ましくは、木材を挙げる
ことができる。本発明に従う活性化合物又は組成物は、腐朽、腐敗、変色、脱色又は黴発
生などの有害な影響を防止してもよい。さらに、本発明に従う化合物は、海水又は淡海水
と接触するもの（特に、船体、障壁（ｓｃｒｅｅｎ）、網、建造物、係船設備及び信号シ
ステム）を付着物から保護するために使用することもできる。
【０１６９】
　望ましくない菌類を防除するための本発明に従う方法は、貯蔵品を保護するために使用
することもできる。ここで、貯蔵品は、長期間の保護が望まれる、植物若しくは動物起源
の天然物質又は自然起源のそれら天然物質の加工製品を意味するものと理解される。植物
起源の貯蔵品、例えば、植物若しくは植物の部分、例えば、茎、葉、塊茎、種子、果実、
穀粒などは、新たに収穫されたものを保護することができるか、又は、（予備）乾燥、加
湿、粉砕、摩砕、加圧成形若しくは焙焼によって加工された後で保護することができる。
貯蔵品には、さらに、未加工の材木（例えば、建築用材木、電柱及び柵）又は完成品の形
態にある材木（例えば、家具）の両方とも包含される。動物起源の貯蔵品は、例えば、皮
革、革製品、毛皮及び獣毛などである。本発明に従う活性化合物は、腐朽、腐敗、変色、
脱色又は黴発生などの有害な影響を防止してもよい。
【０１７０】
　本発明に従って治療することが可能な菌類病の病原体の非限定的な例としては、以下の
ものを挙げることができる：
　・　例えば以下のような、うどんこ病病原体に起因する病害：　ブルメリア属各種（Ｂ
ｌｕｍｅｒｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ブルメリア・グラミニス（Ｂｌｕｍｅｒｉ
ａ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）；　ポドスファエラ属各種（Ｐｏｄｏｓｐｈａｅｒａ　ｓｐｅｃ
ｉｅｓ）、例えば、ポドスファエラ・レウコトリカ（Ｐｏｄｏｓｐｈａｅｒａ　ｌｅｕｃ
ｏｔｒｉｃｈａ）；　スファエロテカ属各種（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｓｐｅｃｉｅ
ｓ）、例えば、スファエロテカ・フリギネア（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｆｕｌｉｇｉ
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ｎｅａ）；　ウンシヌラ属各種（Ｕｎｃｉｎｕｌａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ウンシ
ヌラ・ネカトル（Ｕｎｃｉｎｕｌａ　ｎｅｃａｔｏｒ）；
　・　例えば以下のような、さび病病原体に起因する病害：　ギムノスポランギウム属各
種（Ｇｙｍｎｏｓｐｏｒａｎｇｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ギムノスポランギウ
ム・サビナエ（Ｇｙｍｎｏｓｐｏｒａｎｇｉｕｍ　ｓａｂｉｎａｅ）；　ヘミレイア属各
種（Ｈｅｍｉｌｅｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ヘミレイア・バスタトリクス（Ｈｅ
ｍｉｌｅｉａ　ｖａｓｔａｔｒｉｘ）；　ファコプソラ属各種（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　
ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ファコプソラ・パキリジ（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｐａｃｈ
ｙｒｈｉｚｉ）及びファコプソラ・メイボミアエ（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｍｅｉｂｏｍ
ｉａｅ）；　プッシニア属各種（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、プッシ
ニア・レコンジタ（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｒｅｃｏｎｄｉｔａ）又はプッシニア・トリシチ
ナ（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｔｒｉｔｉｃｉｎａ）；　ウロミセス属各種（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ
　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ウロミセス・アペンジクラツス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ　ａｐ
ｐｅｎｄｉｃｕｌａｔｕｓ）；
　・　例えば以下のような、卵菌類（Ｏｏｍｙｃｅｔｅｓ）の群の病原体に起因する病害
：　ブレミア属各種（Ｂｒｅｍｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ブレミア・ラクツカエ
（Ｂｒｅｍｉａ　ｌａｃｔｕｃａｅ）；　ペロノスポラ属各種（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ
　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ペロノスポラ・ピシ（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｐｉｓｉ
）又はペロノスポラ・ブラシカエ（Ｐ．　ｂｒａｓｓｉｃａｅ）；　フィトフトラ属各種
（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、フィトフトラ・インフェスタ
ンス（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｉｎｆｅｓｔａｎｓ）；　プラスモパラ属各種（Ｐｌ
ａｓｍｏｐａｒａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、プラスモパラ・ビチコラ（Ｐｌａｓｍｏ
ｐａｒａ　ｖｉｔｉｃｏｌａ）；　シュードペロノスポラ属各種（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏ
ｎｏｓｐｏｒａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、シュードペロノスポラ・フムリ（Ｐｓｅｕ
ｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｈｕｍｕｌｉ）又はシュードペロノスポラ・クベンシス（
Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｃｕｂｅｎｓｉｓ）；　ピシウム属各種（Ｐｙｔ
ｈｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ピシウム・ウルチムム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕｌｔ
ｉｍｕｍ）；
　・　例えば以下のものに起因する、斑点病（ｌｅａｆ　ｂｌｏｔｃｈ　ｄｉｓｅａｓｅ
）及び萎凋病（ｌｅａｆ　ｗｉｌｔ　ｄｉｓｅａｓｅ）：　アルテルナリア属各種（Ａｌ
ｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、アルテルナリア・ソラニ（Ａｌｔｅｒｎ
ａｒｉａ　ｓｏｌａｎｉ）；　セルコスポラ属各種（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｓｐｅｃｉ
ｅｓ）、例えば、セルコスポラ・ベチコラ（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｂｅｔｉｃｏｌａ）
；　クラジオスポリウム属各種（Ｃｌａｄｉｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例え
ば、クラジオスポリウム・ククメリヌム（Ｃｌａｄｉｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｃｕｃｕｍｅｒ
ｉｎｕｍ）；　コクリオボルス属各種（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、
例えば、コクリオボルス・サチブス（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ　ｓａｔｉｖｕｓ）（分
生子形態：Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ，　同義語：Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）；　
コレトトリクム属各種（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、コ
レトトリクム・リンデムタニウム（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｌｉｎｄｅｍｕｔｈ
ａｎｉｕｍ）；　シクロコニウム属各種（Ｃｙｃｌｏｃｏｎｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、
例えば、シクロコニウム・オレアギヌム（Ｃｙｃｌｏｃｏｎｉｕｍ　ｏｌｅａｇｉｎｕｍ
）；　ジアポルテ属各種（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ジアポルテ
・シトリ（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ　ｃｉｔｒｉ）；　エルシノエ属各種（Ｅｌｓｉｎｏｅ　
ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、エルシノエ・ファウセッチイ（Ｅｌｓｉｎｏｅ　ｆａｗｃｅ
ｔｔｉｉ）；　グロエオスポリウム属各種（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ
）、例えば、グロエオスポリウム・ラエチコロル（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｌａｅｔ
ｉｃｏｌｏｒ）；　グロメレラ属各種（Ｇｌｏｍｅｒｅｌｌａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例え
ば、グロメレラ・シングラタ（Ｇｌｏｍｅｒｅｌｌａ　ｃｉｎｇｕｌａｔａ）；　グイグ
ナルジア属各種（Ｇｕｉｇｎａｒｄｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、グイグナルジア・
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ビドウェリ（Ｇｕｉｇｎａｒｄｉａ　ｂｉｄｗｅｌｌｉ）；　レプトスファエリア属各種
（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、レプトスファエリア・マク
ランス（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｍａｃｕｌａｎｓ）；　マグナポルテ属各種（Ｍ
ａｇｎａｐｏｒｔｈｅ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、マグナポルテ・グリセア（Ｍａｇｎ
ａｐｏｒｔｈｅ　ｇｒｉｓｅａ）；　ミクロドキウム属各種（Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍ
　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ミクロドキウム・ニバレ（Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍ　ｎ
ｉｖａｌｅ）；　ミコスファエレラ属各種（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｓｐｅｃｉ
ｅｓ）、例えば、ミコスファエレラ・グラミニコラ（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｇ
ｒａｍｉｎｉｃｏｌａ）及びミコスファエレラ・フィジエンシス（Ｍ．　ｆｉｊｉｅｎｓ
ｉｓ）；　ファエオスファエリア属各種（Ｐｈａｅｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ
）、例えば、ファエオスファエリア・ノドルム（Ｐｈａｅｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｎｏｄｏ
ｒｕｍ）；　ピレノホラ属各種（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、
ピレノホラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）；　ラムラリア属各種（Ｒ
ａｍｕｌａｒｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ラムラリア・コロ－シグニ（Ｒａｍｕｌ
ａｒｉａ　ｃｏｌｌｏ－ｃｙｇｎｉ）；　リンコスポリウム属各種（Ｒｈｙｎｃｈｏｓｐ
ｏｒｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、リンコスポリウム・セカリス（Ｒｈｙｎｃｈｏ
ｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｅｃａｌｉｓ）；　セプトリア属各種（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｓｐｅｃ
ｉｅｓ）、例えば、セプトリア・アピイ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ａｐｉｉ）；　チフラ属各
種（Ｔｙｐｈｕｌａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、チフラ・インカルナタ（Ｔｙｐｈｕｌ
ａ　ｉｎｃａｒｎａｔａ）；　ベンツリア属各種（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）
、例えば、ベンツリア・イナエクアリス（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｉｎａｅｑｕａｌｉｓ）；
　・　例えば以下のものに起因する、根及び茎の病害：　コルチシウム属各種（Ｃｏｒｔ
ｉｃｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、コルチシウム・グラミネアルム（Ｃｏｒｔｉｃ
ｉｕｍ　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）；　フサリウム属各種（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｐｅｃ
ｉｅｓ）、例えば、フサリウム・オキシスポルム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕ
ｍ）；　ガエウマンノミセス属各種（Ｇａｅｕｍａｎｎｏｍｙｃｅｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）
、例えば、ガエウマンノミセス・グラミニス（Ｇａｅｕｍａｎｎｏｍｙｃｅｓ　ｇｒａｍ
ｉｎｉｓ）；　リゾクトニア属各種（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例え
ば、リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）；　タペシア属各
種（Ｔａｐｅｓｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、タペシア・アクホルミス（Ｔａｐｅｓ
ｉａ　ａｃｕｆｏｒｍｉｓ）；　チエラビオプシス属各種（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ
　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、チエラビオプシス・バシコラ（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉ
ｓ　ｂａｓｉｃｏｌａ）；
　・　例えば以下のものに起因する、穂の病害（ｅａｒ　ａｎｄ　ｐａｎｉｃｌｅ　ｄｉ
ｓｅａｓｅ）（トウモロコシの穂軸を包含する）：　アルテルナリア属各種（Ａｌｔｅｒ
ｎａｒｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、アルテルナリア属種（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　
ｓｐｐ．）；　アスペルギルス属各種（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例
えば、アスペルギルス・フラブス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｌａｖｕｓ）；　クラド
スポリウム属各種（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、クラドスポ
リウム・クラドスポリオイデス（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｏｉ
ｄｅｓ）；　クラビセプス属各種（Ｃｌａｖｉｃｅｐｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ク
ラビセプス・プルプレア（Ｃｌａｖｉｃｅｐｓ　ｐｕｒｐｕｒｅａ）；　フサリウム属各
種（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、フサリウム・クルモルム（Ｆｕｓａ
ｒｉｕｍ　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）；　ジベレラ属各種（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ　ｓｐｅｃｉ
ｅｓ）、例えば、ジベレラ・ゼアエ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ　ｚｅａｅ）；　モノグラフ
ェラ属各種（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、モノグラフェラ
・ニバリス（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ　ｎｉｖａｌｉｓ）；　セプトリア属各種（Ｓ
ｅｐｔｏｒｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、セプトリア・ノドルム（Ｓｅｐｔｏｒｉａ
　ｎｏｄｏｒｕｍ）；
　・　例えば以下のものなどの、黒穂病菌類（ｓｍｕｔ　ｆｕｎｇｉ）に起因する病害：
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　スファセロテカ属各種（Ｓｐｈａｃｅｌｏｔｈｅｃａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ス
ファセロテカ・レイリアナ（Ｓｐｈａｃｅｌｏｔｈｅｃａ　ｒｅｉｌｉａｎａ）；　チレ
チア属各種（Ｔｉｌｌｅｔｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、チレチア・カリエス（Ｔｉ
ｌｌｅｔｉａ　ｃａｒｉｅｓ）、チレチア・コントロベルサ（Ｔ．　ｃｏｎｔｒｏｖｅｒ
ｓａ）；　ウロシスチス属各種（Ｕｒｏｃｙｓｔｉｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ウロ
シスチス・オクルタ（Ｕｒｏｃｙｓｔｉｓ　ｏｃｃｕｌｔａ）；　ウスチラゴ属各種（Ｕ
ｓｔｉｌａｇｏ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ウスチラゴ・ヌダ（Ｕｓｔｉｌａｇｏ　ｎ
ｕｄａ）、ウスチラゴ・ヌダ・トリシチ（Ｕ．　ｎｕｄａ　ｔｒｉｔｉｃｉ）；
　・　例えば以下のものに起因する、果実の腐敗（ｆｒｕｉｔ　ｒｏｔ）：　アスペルギ
ルス属各種（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、アスペルギルス・フ
ラブス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｌａｖｕｓ）；　ボトリチス属各種（Ｂｏｔｒｙｔ
ｉｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ボトリチス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉｎｅ
ｒｅａ）；　ペニシリウム属各種（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば
、ペニシリウム・エクスパンスム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｅｘｐａｎｓｕｍ）及びペ
ニシリウム・プルプロゲヌム（Ｐ．　ｐｕｒｐｕｒｏｇｅｎｕｍ）；　スクレロチニア属
各種（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、スクレロチニア・スクレロ
チオルム（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｃｌｅｒｏｔｉｏｒｕｍ）；　ベルチシリウム属
各種（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ベルチシリウム・アルボア
トルム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｉｕｍ　ａｌｂｏａｔｒｕｍ）；
　・　例えば以下のものに起因する、種子及び土壌によって媒介される腐敗病及び萎凋病
（ｓｅｅｄ－　ａｎｄ　ｓｏｉｌ－ｂｏｒｎｅ　ｒｏｔ　ａｎｄ　ｗｉｌｔ　ｄｉｓｅａ
ｓｅ）並びに実生の病害：　フサリウム属各種（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、
例えば、フサリウム・クルモルム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）；　フィトフ
トラ属各種（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、フィトフトラ・カ
クトルム（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｃａｃｔｏｒｕｍ）；　ピシウム属各種（Ｐｙｔ
ｈｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ピシウム・ウルチムム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕｌｔ
ｉｍｕｍ）；　リゾクトニア属各種（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例え
ば、リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）；　スクレロチウ
ム属各種（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、スクレロチウム・ロルフ
シイ（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｕｍ　ｒｏｌｆｓｉｉ）；
　・　例えば以下のものに起因する、癌性病害（ｃａｎｃｅｒ）、こぶ（ｇａｌｌ）及び
天狗巣病（ｗｉｔｃｈｅｓ’　ｂｒｏｏｍ）：　ネクトリア属各種（Ｎｅｃｔｒｉａ　ｓ
ｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ネクトリア・ガリゲナ（Ｎｅｃｔｒｉａ　ｇａｌｌｉｇｅｎａ
）；
　・　例えば以下のものに起因する、萎凋病（ｗｉｌｔ　ｄｉｓｅａｓｅ）：　モニリニ
ア属各種（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、モニリニア・ラキサ（Ｍｏ
ｎｉｌｉｎｉａ　ｌａｘａ）；
　・　例えば以下のものに起因する、葉、花及び果実の奇形：　タフリナ属各種（Ｔａｐ
ｈｒｉｎａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、タフリナ・デホルマンス（Ｔａｐｈｒｉｎａ　
ｄｅｆｏｒｍａｎｓ）；
　・　例えば以下のものに起因する、木本植物の衰退性病害（ｄｅｇｅｎｅｒａｔｉｖｅ
　ｄｉｓｅａｓｅ）：　エスカ属各種（Ｅｓｃａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ファエモ
ニエラ・クラミドスポラ（Ｐｈａｅｍｏｎｉｅｌｌａ　ｃｈｌａｍｙｄｏｓｐｏｒａ）及
びファエオアクレモニウム・アレオフィルム（Ｐｈａｅｏａｃｒｅｍｏｎｉｕｍ　ａｌｅ
ｏｐｈｉｌｕｍ）及びフォミチポリア・メジテラネア（Ｆｏｍｉｔｉｐｏｒｉａ　ｍｅｄ
ｉｔｅｒｒａｎｅａ；
　・　例えば以下のものに起因する、花及び種子の病害：　ボトリチス属各種（Ｂｏｔｒ
ｙｔｉｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ボトリチス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉ
ｎｅｒｅａ）；
　・　例えば以下のものに起因する、植物塊茎の病害：　リゾクトニア属各種（Ｒｈｉｚ
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ｏｃｔｏｎｉａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃｔｏ
ｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）；　ヘルミントスポリウム属各種（Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒ
ｉｕｍ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ヘルミントスポリウム・ソラニ（Ｈｅｌｍｉｎｔｈ
ｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｏｌａｎｉ）；
　・　例えば以下のものなどの、細菌性病原体に起因する病害：　キサントモナス属各種
（Ｘａｎｔｈｏｍｏｎａｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、キサントモナス・カムペストリ
ス　ｐｖ．オリザエ（Ｘａｎｔｈｏｍｏｎａｓ　ｃａｍｐｅｓｔｒｉｓ　ｐｖ．　ｏｒｙ
ｚａｅ）；　シュードモナス属各種（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例え
ば、シュードモナス・シリンガエ　ｐｖ．ラクリマンス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ｓｙ
ｒｉｎｇａｅ　ｐｖ．　ｌａｃｈｒｙｍａｎｓ）；　エルビニア属各種（Ｅｒｗｉｎｉａ
　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、エルビニア・アミロボラ（Ｅｒｗｉｎｉａ　ａｍｙｌｏｖ
ｏｒａ）。
【０１７１】
　ダイズの以下の病害を好ましくは防除することができる：
　・　例えば以下のものに起因する、葉、茎、鞘及び種子の菌類病：
アルテルナリア斑点病（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ａｌｔｅｒｎａ
ｒｉａ　ｓｐｅｃ．　ａｔｒａｎｓ　ｔｅｎｕｉｓｓｉｍａ）、炭疽病（Ｃｏｌｌｅｔｏ
ｔｒｉｃｈｕｍ　ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｏｉｄｅｓ　ｄｅｍａｔｉｕｍ　ｖａｒ．　ｔｒｕ
ｎｃａｔｕｍ）、褐紋病（ｂｒｏｗｎ　ｓｐｏｔ）（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｇｌｙｃｉｎｅ
ｓ）、紫斑病（ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ　ａｎｄ　ｂｌｉｇｈｔ）（
Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｋｉｋｕｃｈｉｉ）、コアネホラ葉枯病（ｃｈｏａｎｅｐｈｏｒ
ａ　ｌｅａｆ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｃｈｏａｎｅｐｈｏｒａ　ｉｎｆｕｎｄｉｂｕｌｉｆｅ
ｒａ　ｔｒｉｓｐｏｒａ（Ｓｙｎ．））、ダクツリオホラ斑点病（ｄａｃｔｕｌｉｏｐｈ
ｏｒａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｄａｃｔｕｌｉｏｐｈｏｒａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、べ
と病（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｍａｎｓｈｕｒｉｃａ）、ドレクスレラ胴枯病（ｄｒｅ
ｃｈｓｌｅｒａ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ　ｇｌｙｃｉｎｉ）、斑点病（
ｆｒｏｇｅｙｅ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｓｏｊｉｎａ）、そば
かす病（ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｕｌｉｎａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｌｅｐｔｏｓｐｈ
ａｅｒｕｌｉｎａ　ｔｒｉｆｏｌｉｉ）、灰星病（ｐｈｙｌｌｏｓｔｉｃａ　ｌｅａｆ　
ｓｐｏｔ）（Ｐｈｙｌｌｏｓｔｉｃｔａ　ｓｏｊａｅｃｏｌａ）、黒点病（ｐｏｄ　ａｎ
ｄ　ｓｔｅｍ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｐｈｏｍｏｐｓｉｓ　ｓｏｊａｅ）、うどんこ病（Ｍｉ
ｃｒｏｓｐｈａｅｒａ　ｄｉｆｆｕｓａ）、ピレノカエタ斑点病（ｐｙｒｅｎｏｃｈａｅ
ｔａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｐｙｒｅｎｏｃｈａｅｔａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、葉腐病
（ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ａｅｒｉａｌ，　ｆｏｌｉａｇｅ，　ａｎｄ　ｗｅｂ　ｂｌ
ｉｇｈｔ）（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）、さび病（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ
　ｐａｃｈｙｒｈｉｚｉ，　Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｍｅｉｂｏｍｉａｅ）、黒とう病（
Ｓｐｈａｃｅｌｏｍａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、ステムフィリウム葉枯病（ｓｔｅｍｐｈｙ
ｌｉｕｍ　ｌｅａｆ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｓｔｅｍｐｈｙｌｉｕｍ　ｂｏｔｒｙｏｓｕｍ）
、褐色輪紋病（Ｃｏｒｙｎｅｓｐｏｒａ　ｃａｓｓｉｉｃｏｌａ）；
　・　例えば以下のものに起因する、根及び茎基部の菌類病：
黒根腐病（Ｃａｌｏｎｅｃｔｒｉａ　ｃｒｏｔａｌａｒｉａｅ）、炭腐病（Ｍａｃｒｏｐ
ｈｏｍｉｎａ　ｐｈａｓｅｏｌｉｎａ）、赤かび病（ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｂｌｉｇｈｔ　
ｏｒ　ｗｉｌｔ，　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ，　ａｎｄ　ｐｏｄ　ａｎｄ　ｃｏｌｌａｒ　ｒｏ
ｔ）（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ、Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｒｔｈｏｃｅｒａ
ｓ、Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｅｍｉｔｅｃｔｕｍ、Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｅｑｕｉｓｅｔｉ）
、ミコレプトジスクス根腐病（ｍｙｃｏｌｅｐｔｏｄｉｓｃｕｓ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ）（
Ｍｙｃｏｌｅｐｔｏｄｉｓｃｕｓ　ｔｅｒｒｅｓｔｒｉｓ）、根腐病（ｎｅｏｃｏｓｍｏ
ｓｐｏｒａ）（Ｎｅｏｃｏｓｍｏｐｓｐｏｒａ　ｖａｓｉｎｆｅｃｔａ）、黒点病（Ｄｉ
ａｐｏｒｔｈｅ　ｐｈａｓｅｏｌｏｒｕｍ）、茎腐爛病（ｓｔｅｍ　ｃａｎｋｅｒ）（Ｄ
ｉａｐｏｒｔｈｅ　ｐｈａｓｅｏｌｏｒｕｍ　ｖａｒ．　ｃａｕｌｉｖｏｒａ）、茎疫病
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（ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｒｏｔ）（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｍｅｇａｓｐｅｒ
ｍａ）、落葉病（ｂｒｏｗｎ　ｓｔｅｍ　ｒｏｔ）（Ｐｈｉａｌｏｐｈｏｒａ　ｇｒｅｇ
ａｔａ）、根茎腐敗病（ｐｙｔｈｉｕｍ　ｒｏｔ）（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ａｐｈａｎｉｄｅ
ｒｍａｔｕｍ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｉｒｒｅｇｕｌａｒｅ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｄｅｂａｒｙ
ａｎｕｍ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｍｙｒｉｏｔｙｌｕｍ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕｌｔｉｍｕｍ）
、リゾクトニア根腐病（ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ，　ｓｔｅｍ　ｄｅ
ｃａｙ，　ａｎｄ　ｄａｍｐｉｎｇ－ｏｆｆ）（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ
）、菌核病（ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｔｅｍ　ｄｅｃａｙ）（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉ
ａ　ｓｃｌｅｒｏｔｉｏｒｕｍ）、スクレロチニアサウザンブライト病（ｓｃｌｅｒｏｔ
ｉｎｉａ　ｓｏｕｔｈｅｒｎ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｒｏｌｆｓｉ
ｉ）、チエラビオプシス根腐病（ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ）（Ｔ
ｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｂａｓｉｃｏｌａ）。
【０１７２】
　工業材料を劣化又は変性させることができる微生物としては、例えば、細菌類、菌類、
酵母類、藻類及び粘菌類（ｓｌｉｍｅ　ｏｒｇａｎｉｓｍｓ）などを挙げることができる
。本発明に従う活性化合物は、好ましくは、菌類、特に、カビ類、材木を変色させる菌類
及び材木を破壊する菌類（担子菌類（Ｂａｓｉｄｉｏｍｙｃｅｔｅｓ））、並びに、粘菌
類（ｓｌｉｍｅ　ｏｒｇａｎｉｓｍｓ）及び藻類に対して作用する。その例としては、以
下の属の微生物を挙げることができる：　アルテルナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）、例
えば、アルテルナリア・テヌイス（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｔｅｎｕｉｓ）；　アスペル
ギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）、例えば、アスペルギルス・ニゲル（Ａｓｐｅｒｇｉ
ｌｌｕｓ　ｎｉｇｅｒ）；　カエトミウム（Ｃｈａｅｔｏｍｉｕｍ）、例えば、カエトミ
ウム・グロボスム（Ｃｈａｅｔｏｍｉｕｍ　ｇｌｏｂｏｓｕｍ）；　コニオホラ（Ｃｏｎ
ｉｏｐｈｏｒａ）、例えば、コニオホラ・プエタナ（Ｃｏｎｉｏｐｈｏｒａ　ｐｕｅｔａ
ｎａ）；　レンチヌス（Ｌｅｎｔｉｎｕｓ）、例えば、レンチヌス・チグリヌス（Ｌｅｎ
ｔｉｎｕｓ　ｔｉｇｒｉｎｕｓ）；　ペニシリウム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ）、例えば
、ペニシリウム・グラウクム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｇｌａｕｃｕｍ）；　ポリポル
ス（Ｐｏｌｙｐｏｒｕｓ）、例えば、ポリポルス・ベルシコロル（Ｐｏｌｙｐｏｒｕｓ　
ｖｅｒｓｉｃｏｌｏｒ）；　アウレオバシジウム（Ａｕｒｅｏｂａｓｉｄｉｕｍ）、例え
ば、アウレオバシジウム・プルランス（Ａｕｒｅｏｂａｓｉｄｉｕｍ　ｐｕｌｌｕｌａｎ
ｓ）；　スクレロホマ（Ｓｃｌｅｒｏｐｈｏｍａ）、例えば、スクレロホマ・ピチオフィ
ラ（Ｓｃｌｅｒｏｐｈｏｍａ　ｐｉｔｙｏｐｈｉｌａ）；　トリコデルマ（Ｔｒｉｃｈｏ
ｄｅｒｍａ）、例えば、トリコデルマ・ビリデ（Ｔｒｉｃｈｏｄｅｒｍａ　ｖｉｒｉｄｅ
）；　エシェリキア（Ｅｓｃｈｅｒｉｃｈｉａ）、例えば、エシェリキア・コリ（Ｅｓｃ
ｈｅｒｉｃｈｉａ　ｃｏｌｉ）；　シュードモナス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ）、例えば
、シュードモナス・アエルギノサ（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ａｅｒｕｇｉｎｏｓａ）；
　スタフィロコッカス（Ｓｔａｐｈｙｌｏｃｏｃｃｕｓ）、例えば、スタフィロコッカス
・アウレウス（Ｓｔａｐｈｙｌｏｃｏｃｃｕｓ　ａｕｒｅｕｓ）。
【０１７３】
　さらに、本発明に従う活性化合物は、極めて優れた抗真菌活性も示す。それらは、極め
て広い抗真菌活性スペクトルを有しており、特に、皮膚糸状菌、並びに、酵母菌、カビ及
び二相性真菌類に対して〔例えば、カンジダ属各種（Ｃａｎｄｉｄａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）
、例えば、カンジダ・アルビカンス（Ｃａｎｄｉｄａ　ａｌｂｉｃａｎｓ）、カンジダ・
グラブラタ（Ｃａｎｄｉｄａ　ｇｌａｂｒａｔａ）に対して〕、並びに、エピデルモフィ
トン・フロコスム（Ｅｐｉｄｅｒｍｏｐｈｙｔｏｎ　ｆｌｏｃｃｏｓｕｍ）、アスペルギ
ルス属各種（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、アスペルギルス・ニ
ゲル（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｎｉｇｅｒ）及びアスペルギルス・フミガツス（Ａｓｐ
ｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｕｍｉｇａｔｕｓ）、トリコフィトン属各種（Ｔｒｉｃｈｏｐｈｙ
ｔｏｎ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、トリコフィトン・メンタグロフィテス（Ｔｒｉｃｈ
ｏｐｈｙｔｏｎ　ｍｅｎｔａｇｒｏｐｈｙｔｅｓ）、ミクロスポロン属各種（Ｍｉｃｒｏ
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ｓｐｏｒｏｎ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ミクロスポロン・カニス（Ｍｉｃｒｏｓｐｏ
ｒｏｎ　ｃａｎｉｓ）及びミクロスポロン・アウドウイニイ（Ｍｉｃｒｏｓｐｏｒｏｎ　
ａｕｄｏｕｉｎｉｉ）などに対して、極めて広い抗真菌活性スペクトルを有している。こ
れら菌類のリストは、包含される真菌スペクトルを決して制限するものではなく、単に例
示的な性質のものである。
【０１７４】
　従って、本発明に従う活性化合物は、医薬用途と非医薬用途の両方で使用することがで
きる。
【０１７５】
　本発明の活性化合物を殺菌剤として使用する場合、その施用量は、施用の種類に応じて
、比較的広い範囲内で変えることができる。本発明に従う活性化合物の施用量は、以下の
とおりである：
　・　植物の部分、例えば、葉を処理する場合：　０．１～１００００ｇ／ｈａ、好まし
くは、１０～１０００ｇ／ｈａ、さらに好ましくは、５０～３００ｇ／ｈａ（灌水又は滴
下によって施用する場合、特に、ロックウール又はパーライトなどの不活性底土を用いる
場合には、上記施用量はさらに低減させることができる）；
　・　種子を処理する場合：　種子１００ｋｇ当たり２～２００ｇ、好ましくは、種子１
００ｋｇ当たり３～１５０ｇ、さらに好ましくは、種子１００ｋｇ当たり２．５～２５ｇ
、さらに一層好ましくは、種子１００ｋｇ当たり２．５～１２．５ｇ；
　・　土壌処理の場合：　０．１～１００００ｇ／ｈａ、好ましくは、１～５０００ｇ／
ｈａ。
【０１７６】
　上記施用量は、単に例としてのものであり、本発明の目的に関して限定するものではな
い。
【０１７７】
　本発明に従う活性化合物又は組成物は、かくして、処理後ある一定の期間、上記病原体
による攻撃から植物を保護するために用いることができる。保護がもたらされる期間は、
植物が該活性化合物で処理されてから、一般に、１～２８日間、好ましくは、１～１４日
間、特に好ましくは、１～１０日間、極めて特に好ましくは、１～７日間に及び、又は、
種子処理後、最大で２００日間に及ぶ。
【０１７８】
　さらに、本発明の処理によって、収穫物並びにその収穫作物から作られる食料及び飼料
におけるマイコトキシンの含有量を低減させることが可能である。マイコトキシンとして
は、限定するものではないが、特に、以下のものを挙げることができる：デオキシニバレ
ノール（ＤＯＮ）、ニバレノール、１５－Ａｃ－ＤＯＮ、３－Ａｃ－ＤＯＮ、Ｔ２－トキ
シン、ＨＴ２－トキシン、フモニシン類、ゼアラレノン、モニリホルミン、フザリン、ジ
アセトキシシルペノール（ＤＡＳ）、ベアウベリシン（ｂｅａｕｖｅｒｉｃｉｎ）、エン
ニアチン、フサロプロリフェリン（ｆｕｓａｒｏｐｒｏｌｉｆｅｒｉｎ）、フサレノール
（ｆｕｓａｒｅｎｏｌ）、オクラトキシン類、パツリン、エルゴットアルカロイド類及び
アフラトキシン類〔これらは、例えば、以下の菌類によって産生され得る：とりわけ、フ
サリウム属各種（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｐｅｃ．）、例えば、フサリウム・アクミナツム
（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ａｃｕｍｉｎａｔｕｍ）、フサリウム・アベナセウム（Ｆ．　ａｖ
ｅｎａｃｅｕｍ）、フサリウム・クロオクウェレンセ（Ｆ．　ｃｒｏｏｋｗｅｌｌｅｎｓ
ｅ）、フサリウム・クルモルム（Ｆ．　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）、フサリウム・グラミネアル
ム（Ｆ．　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）（ジベレラ・ゼアエ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ　ｚｅ
ａｅ））、フサリウム・エクイセチ（Ｆ．　ｅｑｕｉｓｅｔｉ）、フサリウム・フジコロ
イ（Ｆ．　ｆｕｊｉｋｏｒｏｉ）、フサリウム・ムサルム（Ｆ．　ｍｕｓａｒｕｍ）、フ
サリウム・オキシスポルム（Ｆ．　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ）、フサリウム・プロリフェラツ
ム（Ｆ．　ｐｒｏｌｉｆｅｒａｔｕｍ）、フサリウム・ポアエ（Ｆ．　ｐｏａｅ）、フサ
リウム・シュードグラミネアルム（Ｆ．　ｐｓｅｕｄｏｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）、フサ



(40) JP 2014-534251 A 2014.12.18

10

20

30

40

50

リウム・サムブシヌム（Ｆ．　ｓａｍｂｕｃｉｎｕｍ）、フサリウム・シルピ（Ｆ．　ｓ
ｃｉｒｐｉ）、フサリウム・セミテクツム（Ｆ．　ｓｅｍｉｔｅｃｔｕｍ）、フサリウム
・ソラニ（Ｆ．　ｓｏｌａｎｉ）、フサリウム・スポロトリコイデス（Ｆ．　ｓｐｏｒｏ
ｔｒｉｃｈｏｉｄｅｓ）、フサリウム・ラングセチアエ（Ｆ．　ｌａｎｇｓｅｔｈｉａｅ
）、フサリウム・スブグルチナンス（Ｆ．　ｓｕｂｇｌｕｔｉｎａｎｓ）、フサリウム・
トリシンクツム（Ｆ．　ｔｒｉｃｉｎｃｔｕｍ）、フサリウム・ベルチシリオイデス（Ｆ
．　ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｏｉｄｅｓ）など、及び、さらに、とりわけ、アスペルギルス
属各種（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｓｐｅｃ．）、ペニシリウム属各種（Ｐｅｎｉｃｉｌ
ｌｉｕｍ　ｓｐｅｃ．）、クラビセプス・プルプレア（Ｃｌａｖｉｃｅｐｓ　ｐｕｒｐｕ
ｒｅａ）、スタキボトリス属各種（Ｓｔａｃｈｙｂｏｔｒｙｓ　ｓｐｅｃ．）など〕。
【０１７９】
　適切な場合には、本発明の化合物は、特定の濃度又は特定の施用量において、除草剤、
薬害軽減剤、成長調節剤若しくは植物の特性を改善する作用剤として、或いは、殺微生物
剤（ｍｉｃｒｏｂｉｃｉｄｅ）として、例えば、殺菌剤（ｆｕｎｇｉｃｉｄｅ）、抗真菌
剤（ａｎｔｉｍｙｃｏｔｉｃ）、殺細菌剤若しくは殺ウイルス剤（これは、ウイロイドに
対する作用剤も包含する）として、或いは、ＭＬＯ（マイコプラズマ様生物）及びＲＬＯ
（リケッチア様生物）に対する作用剤としても使用し得る。適切な場合には、それらは、
別の活性化合物を合成するための中間体又は前駆物質としても使用することができる。
【０１８０】
　本発明に従う活性化合物は、植物の代謝に干渉し、従って、成長調節剤として使用する
ことも可能である。
【０１８１】
　植物成長調節剤は、植物に対してさまざまな効果を及ぼし得る。該化合物の効果は、本
質的に、植物の成育段階に基づいた施用の時期、及び、さらに、植物又はそれらの環境に
対して施用される活性化合物の量、並びに、施用のタイプに依存する。何れの場合にも、
成長調節剤は、作物植物に対して特定の望ましい効果を有しているべきである。
【０１８２】
　植物の成長を調節する化合物は、例えば、植物の栄養成長を阻害するために使用するこ
とができる。成長に対するそのような阻害は、例えば芝生の場合、観賞用庭園、公園及び
スポーツ施設において、路傍において、空港において、又は、果樹園において、芝生を刈
り込む頻度を低減することが可能であるので、経済的に興味深い。さらにまた、路傍にお
いて、及び、パイプライン若しくは高架線の周辺において、又は、極めて一般的には、植
物の力強い成長が望まれない区域において、草本植物及び木本植物の成長を抑制すること
も重要である。
【０１８３】
　禾穀類の縦成長を阻害するために成長調節剤を使用することも重要である。これにより
、収穫前に植物が倒伏するリスクが低減されるか又は完全に排除される。さらに、禾穀類
の場合における成長調節剤は、稈を強化すること可能であり、倒伏に対しても対抗する。
稈を短くし且つ強化するために成長調節剤を使用することによって、禾穀類作物が倒伏す
るリスクを伴うことなく、収量を増大させるためにそれまでよりも多い量の肥料を施用す
ることが可能となる。
【０１８４】
　多くの種類の作物植物において、栄養成長を抑制することによってより密集した植え付
けが可能となり、従って、土壌の表面に基づき、より高い収穫量を達成することが可能で
ある。このようにして得られる矮小な植物の別の有利点は、作物の栽培及び収穫がより容
易であるということである。
【０１８５】
　植物の栄養成長を阻害することにより、栄養素及び同化産物が植物の茎葉や根などの栄
養部分（ｖｅｇｅｔａｔｉｖｅ　ｐａｒｔ）に対してよりも花及び果実の形成に対して多
く利用されるので、収量も増大し得る。
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【０１８６】
　しばしば、成長調節剤は、栄養成長を促進するためにも使用され得る。このことは、植
物の茎葉部を収穫する場合、極めて有益である。しかしながら、栄養成長を促進すること
により、より多くの同化産物が形成され、その結果、より多くの又はより大きな果実が形
成されるので、生殖成長も促進され得る。
【０１８７】
　場合によっては、収量の増大は、栄養成長における検出可能な変化を伴うことなく、植
物の代謝を操作することによって達成され得る。さらに、成長調節剤を使用して植物の組
成を変えることが可能であり、植物の組成が変えられると、結果として、収穫された生成
物の質が改善され得る。例えば、テンサイ、サトウキビ、パイナップルの糖度を高めるこ
とが可能であり、柑橘類果実の糖度を高めることが可能であり、又は、ダイズ若しくは穀
類のタンパク質含有量を高めることが可能である。さらに、例えば、成長調節剤を用いて
、収穫前又は収穫後に、望ましい成分（例えば、テンサイ又はサトウキビにおける糖分）
の劣化を抑制することも可能である。さらに、植物の第２の成分の産生又は排除に対して
積極的に影響を及ぼすことも可能である。１つの例は、ゴムの木におけるラテックスの流
れに対する刺激である。
【０１８８】
　成長調節剤の影響下において、単為結果果実が形成され得る。さらに、花の性別に影響
を及ぼすことも可能であり得る。不稔花粉を産生することも可能であり、これは、育種に
おいて、及び、交雑種子の産生において、極めて重要である。
【０１８９】
　成長調節剤を使用することにより、植物の分枝を制御することができる。一方では、頂
芽優性を乱すことにより、側枝の発育を促進することが可能であり、これは、成長の抑制
との組合せにおいても、特に観賞植物の栽培において、極めて望ましいであろう。しかし
ながら、他方では、側枝の成長を抑制することも可能である。この効果は、例えば、タバ
コの栽培において、又は、トマトの栽培において、特に興味深い。
【０１９０】
　成長調節剤の影響下において、望ましい時点において植物の落葉が達成されるように、
植物の葉の量を制御することが可能である。そのような落葉は、ワタの機械収穫において
重要な役割を果たすが、同様に、別の作物（例えば、ブドウ栽培）における収穫を容易な
ものとするためにも興味深い。植物の落葉は、植物を移植する前にその植物の蒸散作用を
低下させるためにも実施することができる。
【０１９１】
　成長調節剤は、さらに、果実の裂開を調節するために使用することも可能である。一方
では、果実の時期尚早の裂開を防止することが可能である。他方では、果実の裂開を促進
することも可能であるか、又は、交替（ａｌｔｅｒｎａｔｉｏｎ）を排除するために、望
ましい集団（「間引き」）を達成するために花の成育不良（ｆｌｏｗｅｒ　ａｂｏｒｔｉ
ｏｎ）を促進することさえ可能である。交替（ａｌｔｅｒｎａｔｉｏｎ）は、内生的な理
由で毎年収穫量が大きく変動する、一部の果実種の特徴を意味するものと理解される。最
後に、機械収穫を可能とするか、又は、手作業による収穫を容易なものとするために、収
穫時に成長調節剤を使用して果実を切り離すのに必要とされる力を低減させることができ
る。
【０１９２】
　成長調節剤は、さらに、収穫前又は収穫後に、収穫物の熟成を早めるために又は遅くす
るために使用することも可能である。このことは、市場の要求に対して最適に適合させる
ことを可能とするので、特に有利である。さらに、成長調節剤は、場合によっては、果実
の色合いを改善し得る。さらに、成長調節剤は、特定の期間内に成熟を集中させるために
使用することも可能である。これによって、例えば、タバコ、トマト又はコーヒーなどの
場合において、機械的な又は手作業による単一操作での完全な収穫のための必要条件が確
立される。



(42) JP 2014-534251 A 2014.12.18

10

20

30

40

50

【０１９３】
　成長調節剤を使用することによって、さらに、植物の種子又は芽の休眠に影響を及ぼす
ことも可能であり、その結果、植物（例えば、苗畑におけるパイナップル又は観賞植物な
ど）は、例えば、通常であればそのようなことはない時点において、発芽するか、萌芽す
るか、又は、開花する。霜のリスクがある地域においては、晩霜に起因する損傷を回避す
るために、成長調節剤を用いて芽生え又は種子の発芽を遅延させることは望ましいであろ
う。
【０１９４】
　最後に、成長調節剤は、霜、渇水又は土壌の高塩分に対する植物の抵抗性を誘発し得る
。これによって、通常であれば植物の栽培には適さない地域において植物を栽培すること
が可能となる。
【０１９５】
　上記で挙げられている植物は、一般式（Ｉ）で表される化合物及び／又は本発明に従う
組成物を用いて、本発明に従って特に有利に処理することができる。該活性化合物又は組
成物に関して上記で示されている好ましい範囲は、これら植物の処理にも当てはまる。特
に重要なのは、本明細書中において具体的に挙げられている化合物又は組成物を用いた植
物の処理である。
【０１９６】
　下記実施例によって、本発明について例証する。しかしながら、本発明は、それら実施
例に限定されない。
【実施例】
【０１９７】
　調製実施例：
　化合物Ｎｏ．１の調製
【０１９８】
【化８】

　２－（２－クロロベンジル）－２－（１－クロロシクロプロピル）オキシラン（５００
ｍｇ）と２－ヨード－１Ｈ－イミダゾール（４７９ｍｇ）をジメチルホルムアミド（５ｍ
Ｌ）に溶解させた溶液に、室温で、炭酸セシウム（８０４ｍｇ）を添加した。その混合物
を５０℃で一晩撹拌し、次いで、水を添加した。その水相を除去し、酢酸エチルで抽出し
た。その有機相を合して硫酸ナトリウムで脱水し、減圧下で濃縮した。その残渣をクロマ
トグラフィーで精製した。これにより、２－（１－クロロシクロプロピル）－１－（２－
クロロフェニル）－３－（２－ヨード－１Ｈ－イミダゾール－１－イル）プロパン－２－
オール（４７９ｍｇ）が得られた。
【０１９９】
　化合物４の調製
【０２００】
【化９】

　１０ｍＬのテトラヒドロフランに溶解させた７６７ｍｇ（２．５０ｍｍｏｌ）の１－（



(43) JP 2014-534251 A 2014.12.18

10

20

30

40

４－クロロフェニル）－３－（１Ｈ－イミダゾール－１－イルメチル）－４，４－ジメチ
ルペンタン－３－オールに、アルゴン雰囲気下、－７８℃で、３．４４ｍＬ（１．６Ｍ、
５．５０ｍｍｏｌ）のｎ－ブチルリチウムを添加し、その反応混合物を０℃で０．５時間
撹拌した。次いで、その混合物を－７８℃まで冷却した後、２．５ｍＬのテトラヒドロフ
ランに溶解させた６９８ｍｇ（２．７５ｍｍｏｌ）のヨウ素を滴下して加え、その反応混
合物を室温で一晩加熱した。翌朝、この温度で、炭酸ナトリウム飽和溶液を添加し、その
反応混合物を酢酸エチルで抽出した。その有機相を合して硫酸マグネシウムで脱水し、濾
過し、濃縮した。次いで、その粗製生成物をカラムクロマトグラフィー（シクロヘキサン
／酢酸エチル　１：１）で予備精製し、その後、分取ＨＰＬＣで精製した。これにより、
２７０ｍｇ（２４．８％）の所望生成物が得られた。
【０２０１】
　化合物１、２、３、５及び１８は、類似した方法で得られる。
【０２０２】
　化合物１２、１３及び１４の調製
　段階１
　１－［１－（２－クロロフェニル）プロパ－１－エン－２－イル］－２，４－ジフルオ
ロベンゼンの調製
【０２０３】
【化１０】

　水素化ナトリウム（鉱油中６０重量％懸濁液、３６５ｍｇ、９．１３ｍｍｏｌ；新たに
乾燥ヘプタンで洗浄したもの）を乾燥ＤＭＦ（２０ｍＬ）に懸濁させた懸濁液を撹拌しな
がら、それに、３℃で、２－クロロベンジルホスホン酸ジエチル（２．００ｇ、７．６１
ｍｍｏｌ）を乾燥ＤＭＦ（３０ｍＬ）に溶解させた溶液を添加した。３℃で１時間撹拌し
た後、２’，４’－ジフルオロアセトフェノン（１．３１ｇ、８．３７ｍｍｏｌ）を乾燥
ＤＭＦ（２０ｍＬ）に溶解させた溶液を滴下して加えた。得られた混合物を室温で６８時
間撹拌し、次いで、水で希釈し、ジエチルエーテルで抽出した。その有機相を脱水し、減
圧下で濃縮乾固させた。その残渣をシリカゲルクロマトグラフィーで精製した。これによ
り、１－［１－（２－クロロフェニル）プロパ－１－エン－２－イル］－２，４－ジフル
オロベンゼンがジアステレオ異性体の９３／７混合物［無色の固体、５６０ｍｇ、収率２
６％；ＧＣ／ＭＳ：ｍ／ｚ＝２６４（Ｍ＋．）；ＨＰＬＣ／ＭＳ：ｌｏｇＰ（ＨＣＯＯＨ

）＝５．０５（主要なジアステレオ異性体）、５．３４（少量のジアステレオ異性体）］
として得られた。
【０２０４】
　段階２
　１－［３－ブロモ－１－（２－クロロフェニル）プロパ－１－エン－２－イル］－２，
４－ジフルオロベンゼンの調製
【０２０５】
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【化１１】

　１－［１－（２－クロロフェニル）プロパ－１－エン－２－イル］－２，４－ジフルオ
ロベンゼン（６８０ｍｇ、２．５６ｍｍｏｌ）とＮ－ブロモスクシンイミド（８２３ｍｇ
、４．６２ｍｍｏｌ）と過酸化ベンゾイル（３０ｍｇ）との、撹拌したＡｃＯＥｔ（１５
ｍＬ）溶液を、３時間加熱還流した。室温まで冷却した後、その反応混合物をＡｃＯＥｔ
で希釈し、水で洗浄した。その有機相を合して脱水し、減圧下で濃縮乾固させた。シリカ
ゲルクロマトグラフィーで精製して、１－［３－ブロモ－１－（２－クロロフェニル）プ
ロパ－１－エン－２－イル］－２，４－ジフルオロベンゼンをジアステレオ異性体の５２
／４８混合物［無色の油状物、７９２ｍｇ、収率８５％；ＧＣ／ＭＳ：ｍ／ｚ＝３４４（
Ｍ＋．）；ＨＰＬＣ／ＭＳ：ｌｏｇＰ（ＨＣＯＯＨ）＝４．８０（主要なジアステレオ異
性体）、５．２５（少量のジアステレオ異性体）］として得た。
【０２０６】
　段階３
　２－（ブロモメチル）－３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオロフェ
ニル）オキシランの調製
【０２０７】
【化１２】

　１－［３－ブロモ－１－（２－クロロフェニル）プロパ－１－エン－２－イル］－２，
４－ジフルオロベンゼン（７２０ｍｇ、２．０９ｍｍｏｌ）の撹拌した酢酸（２０ｍＬ）
溶液に、無水マレイン酸（２．０５ｇ、２０．９ｍｍｏｌ）、次いで、過酸化水素（３５
重量％強度の溶液、２．０４ｇ、２０．９ｍｍｏｌ）を添加した。その反応混合物を４０
℃で２４時間撹拌し、次いで、追加の過酸化水素（３５重量％強度の溶液、２．０４ｇ、
２０．９ｍｍｏｌ）を添加した。反応混合物を２０℃で６６時間撹拌した。飽和水性チオ
硫酸ナトリウムを添加することにより、過剰の酸化剤をクエンチした。その混合物をジク
ロロメタンで抽出し、有機相をＭｇＳＯ４で脱水し、減圧下で濃縮した。その残渣をシリ
カゲルで精製して、２－（ブロモメチル）－３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４
－ジフルオロフェニル）オキシランをジアステレオ異性体の５９／４１混合物［３１６ｍ
ｇ、無色の油状物、収率４０％；ＧＣ／ＭＳ：ｍ／ｚ＝２７９（［Ｍ－Ｂｒ］＋．）；Ｈ
ＰＬＣ／ＭＳ：ｌｏｇＰ（ＨＣＯＯＨ）＝４．６１（主要なジアステレオ異性体）、５．
００（少量のジアステレオ異性体）］として得た。
【０２０８】
　段階４
　１－｛［３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオロフェニル）オキシラ
ン－２－イル］メチル｝－２－ヨード－１Ｈ－イミダゾールの調製
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【０２０９】
【化１３】

　２－ヨードイミダゾール（２４２ｍｇ、１．２５ｍｍｏｌ）の、撹拌した乾燥ＤＭＦ（
８ｍＬ）溶液に、３℃で、水素化ナトリウム（鉱油中６０重量％強度分散液、５６．７ｍ
ｇ、１．４１ｍｍｏｌ）を添加した。その反応混合物を室温で２０分間撹拌し、次いで、
乾燥ＤＭＦ（４ｍＬ）中の２－（ブロモメチル）－３－（２－クロロフェニル）－２－（
２，４－ジフルオロフェニル）オキシラン（３００ｍｇ、０．８３ｍｍｏｌ）を添加した
。得られた混合物を５０℃で２０時間撹拌し、次いで、８０℃で３時間撹拌した。室温ま
で冷却した後、その反応混合物を水で希釈し、ＡｃＯＥｔで抽出した。その抽出物を脱水
し、減圧下で濃縮乾固させた。その濾液を合し、減圧下で濃縮乾固させた。その残渣をシ
リカゲルで精製して、１－｛［３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオロ
フェニル）オキシラン－２－イル］メチル｝－２－ヨード－１Ｈ－イミダゾールをジアス
テレオ異性体の５５／４５混合物［２９８ｍｇ、無色の固体、収率７２％；ＨＰＬＣ／Ｍ
Ｓ：ｍ／ｚ＝４７３（Ｍ＋Ｈ）；ｌｏｇＰ（ＨＣＯＯＨ）＝２．９２（主要なジアステレ
オ異性体）、３．３１（少量のジアステレオ異性体）］として得た。
【０２１０】
　段階５
　ｒｅｌ－１－｛［（２Ｒ，３Ｒ）－３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフ
ルオロフェニル）オキシラン－２－イル］メチル｝－２－ヨード－１Ｈ－イミダゾールと
ｒｅｌ－１－｛［（２Ｒ，３Ｓ）－３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフル
オロフェニル）オキシラン－２－イル］メチル｝－２－ヨード－１Ｈ－イミダゾールの分
離
【０２１１】

【化１４】

　上記ジアステレオ異性体混合物のサンプル（２００ｍｇ）を分取ＨＰＬＣ（Ｐｈｅｎｏ
ｍｅｎｅｘ　ＡＸＩＡ　Ｇｅｍｉｎｉ　Ｃ１８；１１０　Ａ；１０μｍ　１００×３０ｍ
ｍ）で分離し、それによって、ｒｅｌ－１－｛［（２Ｒ，３Ｒ）－３－（２－クロロフェ
ニル）－２－（２，４－ジフルオロフェニル）オキシラン－２－イル］メチル｝－２－ヨ
ード－１Ｈ－イミダゾールが無色の固体［１０３ｍｇ、収率４９％；ＨＰＬＣ／ＭＳ：ｍ
／ｚ＝４７３（Ｍ＋Ｈ）；ｌｏｇＰ（ＨＣＯＯＨ）＝２．８６］として得られ、及び、ｒ
ｅｌ－１－｛［（２Ｒ，３Ｓ）－３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオ
ロフェニル）オキシラン－２－イル］メチル｝－２－ヨード－１Ｈ－イミダゾールが無色
の固体［５３ｍｇ、収率２５％；ＨＰＬＣ／ＭＳ：ｍ／ｚ＝４７３（Ｍ＋Ｈ）；ｌｏｇＰ
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【０２１２】
　化合物６～１７は、類似した方法で得られた。
【０２１３】
　代表的な化合物についての下記表１及び効力についての下記提示又は実施例を参照して
、本発明のさまざまな態様について例証する。
【０２１４】
　下記表１は、本発明に従う化合物の例について非限定的に例示している。
【０２１５】
　表１
【０２１６】
【化１５】

【０２１７】
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【表１】

　ｌｏｇＰ値は、「ＥＥＣ　ｄｉｒｅｃｔｉｖｅ　７９／８３１　Ａｎｎｅｘ　Ｖ．Ａ８
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」に従い、下記方法を用いて、逆相カラムでのＨＰＬＣ（高性能液体クロマトグラフィー
）で測定した：
　［ａ］ＬＣ－ＭＳによる測定は、水中の０．１％ギ酸及びアセトニトリル（０．１％ギ
酸含有）を移動相として使用し、１０％アセトニトリルから９５％アセトニトリルまでの
直線勾配を用いて、ｐＨ２．７で実施した；
　［ｂ］ＬＣ－ＭＳによる測定は、０．００１モル重炭酸アンモニウム水溶液を移動相と
して使用し、１０％アセトニトリルから９５％アセトニトリルまでの直線勾配を用いて、
ｐＨ７．８で実施した。
【０２１８】
　校正は、ｌｏｇＰ値が既知である非分枝鎖アルカン－２－オン（３個～１６個の炭素原
子を有している）を用いて実施した（ｌｏｇＰ値は、連続する２種類のアルカノンの間の
線形補間を用いて、保持時間によって決定した）。　ラムダマックス値は、２００ｎｍ～
４００ｎｍの紫外線スペクトルを使用し、クロマトグラフシグナルの最大値で決定した。
【０２１９】
　ＮＭＲデータ
　選択された実施例のＮＭＲデータ
　選択された実施例に関するＮＭＲデータは、慣習的な形態（δ値、水素原子の数、多重
項分裂）で、又は、ＮＭＲピークリストとして、記載される。
【０２２０】
　実施例１：　１Ｈ　ＮＭＲ：δ（４００ＭＨｚ，ＤＭＳＯ－Ｄ６）＝０．６２－０．９
７（ｍ，４Ｈ），３．１１（ｄ，１Ｈ），３．２２（ｄ，１Ｈ），４．０１（ｄ，１Ｈ）
，４．３３（ｄ，１Ｈ），５．１４（ｓ，１Ｈ；ＯＨ），６．９７（ｓ，１Ｈ）７．２４
－７．３２（ｍ，２Ｈ），７．３７（ｓ，１Ｈ），７．４０－７．６３（ｍ，２Ｈ）ｐｐ
ｍ。
【０２２１】
　実施例２：　１Ｈ　ＮＭＲ：δ（４００ＭＨｚ，ＤＭＳＯ－Ｄ６）＝０．５８－０．８
７（ｍ，４Ｈ），２．８２（ｄ，１Ｈ），３．１０（ｄ，１Ｈ），４．１８（ｄ，１Ｈ）
，４．２６（ｄ，１Ｈ），５．１６（ｓ，１Ｈ；ＯＨ），６．９８（ｓ，１Ｈ）７．０９
－７．３１（ｍ，３Ｈ），７．３９（ｓ，１Ｈ），７．４５－７．５０（ｍ，１Ｈ）ｐｐ
ｍ。
【０２２２】
　実施例３：　１Ｈ　ＮＭＲ：δ（４００ＭＨｚ，ＤＭＳＯ－Ｄ６）＝０．５６－０．７
５（ｍ，４Ｈ），４．５０（ｄ，１Ｈ），４．６０（ｄ，１Ｈ），５．９５（ｓ，１Ｈ，
ＯＨ），６．６０－６．６４（ｍ，２Ｈ），６．８６（ｓ，１Ｈ），６．９６（ｔ，２Ｈ
），７．２６（ｓ，１Ｈ），７．３２（ｄ，２Ｈ），７．４９（ｄ，２Ｈ）ｐｐｍ。
【０２２３】
　実施例４：　１Ｈ　ＮＭＲ：δ（４００ＭＨｚ，ＤＭＳＯ－Ｄ６）＝０．９９（ｓ，９
Ｈ），１．０５－１．１５（ｍ，１Ｈ），１．５５－１．７８（ｍ，２Ｈ），２．３－２
．４（ｍ，１Ｈ），３．９４（ｄ，１Ｈ），４．１３（ｄ，１Ｈ），４．５８（ｓ，１Ｈ
，ＯＨ），６．９７（ｄ，２Ｈ），７．００（ｓ，１Ｈ），７．２７（ｄ，２Ｈ），７．
４５（ｓ，１Ｈ）ｐｐｍ。
【０２２４】
　実施例５：　１Ｈ　ＮＭＲ：δ（４００ＭＨｚ，ＤＭＳＯ－Ｄ６）＝０．７５－０．８
３（ｍ，２Ｈ），０．９７－１．０２（ｍ，１Ｈ），１．１６－１．２２（ｍ，１Ｈ），
４．５２（ｄ，２Ｈ），６．１７（ｓ，１Ｈ），６．６３－６．６８（ｍ，２Ｈ），６．
８４（ｓ，１Ｈ），６．９１（ｔ，２Ｈ），６．９８－７．０６（ｍ，２Ｈ），７．２２
（ｓ，１Ｈ），７．５３－７．６０（ｍ，１Ｈ）ｐｐｍ。
【０２２５】
　ＮＭＲピークリスト
　選択された実施例に関する１Ｈ　ＮＭＲデータが１Ｈ　ＮＭＲピークリストの形態で示
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されている場合、各シグナルピークに対して、最初にδ値（ｐｐｍ）が記載され、次に、
丸括弧内に、シグナル強度が記載されている。種々のシグナルピークに関するδ値－シグ
ナル強度数の対が、セミコロンで互いに区切られて記載されている。
【０２２６】
　従って、１つの例に対するピークリストは、以下の形態で示される：
δ１（強度１）；δ２（強度２）；．．．；δｉ（強度ｉ）；．．．；δｎ（強度ｎ）。
【０２２７】
　ＮＭＲピークリスト表
【０２２８】
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　先鋭なシグナルの強度は、ＮＭＲスペクトルの印刷された例におけるシグナルの高さ（
ｃｍ）と相関し、シグナル強度の真の比率を示している。幅が広いシグナルの場合、数種
類のピーク又は該シグナルの中央及びそれらの相対的強度が、当該スペクトルの中の最も
強いシグナルとの比較で示され得る。
【０２２９】
　１Ｈ　ＮＭＲスペクトルの化学シフトを較正するために、テトラメチルシラン、及び／
又は、特にスペクトルがＤＭＳＯ中で測定された場合には、その溶媒の化学シフトを使用
した。従って、ＮＭＲピークリストでは、テトラメチルシランのピークは存在し得るが、
必ずしも存在するわけではない。
【０２３０】
　１Ｈ　ＮＭＲピークのリストは、従来の１Ｈ　ＮＭＲのプリントアウトと類似しており
、従って、通常、ＮＭＲの慣習的な解釈で記載される全てのピークを含んでいる。
【０２３１】
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　さらに、それらは、従来の１Ｈ　ＮＭＲのプリントアウトのように、溶媒のシグナル、
目標化合物の立体異性体（これも、同様に、本発明の主題の一部分を形成する）のシグナ
ル及び／又は不純物のピークのシグナルも示し得る。
【０２３２】
　溶媒及び／又は水のデルタ範囲内における化合物シグナルの報告において、１Ｈ　ＮＭ
Ｒピークの本発明者らによるリストは、溶媒の通常のピーク、例えば、ＤＭＳＯ－Ｄ６中
のＤＭＳＯのピーク及び水のピーク（これらは、通常、平均して高い強度を有している）
を示している。
【０２３３】
　目標化合物の立体異性体のピーク及び／又は不純物のピークは、通常、平均して、目標
化合物（例えば、９０％を超える純度を有する目標化合物）のピークよりも低い強度を有
している。
【０２３４】
　そのような立体異性体及び／又は不純物は、特定の調製方法に対して特有であってもよ
い。従って、それらのピークは、「副産物の指紋（ｂｙ－ｐｒｏｄｕｃｔ　ｆｉｎｇｅｒ
ｐｒｉｎｔｓ）」を参照して、本発明者らの調製方法の再現性を確認するのに役立ち得る
。
【０２３５】
　目標化合物のピークを既知方法（ＭｅｓｔｒｅＣ、ＡＣＤシミュレーション、さらに、
経験的に評価された期待値の使用）で計算する専門家は、必要に応じて、場合により付加
的な強度フィルターを使用して、目標化合物のピークを分離することができる。この分離
は、１Ｈ　ＮＭＲの慣習的な解釈における関連するピークのピッキングに類似するであろ
う。
【０２３６】
　１Ｈ－ＮＭＲピークリストに関するさらなる詳細については、「Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄ
ｉｓｃｌｏｓｕｒｅ　Ｄａｔａｂａｓｅ　Ｎｕｍｂｅｒ　５６４０２５」の中に見いだす
ことができる。
【０２３７】
　使用実施例
　実施例Ａ：　アルテルナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）試験（トマト）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、トマト幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴
霧する。その処理の１日後、該植物に、アルテルナリア・ソラニ（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ
　ｓｏｌａｎｉ）の胞子の懸濁液を用いて接種し、次いで、その植物を、２２℃で相対湿
度１００％に２４時間維持する。次いで、その植物を、温度２０℃で相対大気湿度９６％
に維持する。評価は、上記接種の７日後に行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意
味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２３８】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２３９】
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【表３】

　実施例Ｂ：　スファエロテカ（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ）試験（キュウリ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、キュウリ幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で
噴霧する。その処理の１日後、該植物に、スファエロテカ・フリギネア（Ｓｐｈａｅｒｏ
ｔｈｅｃａ　ｆｕｌｉｇｉｎｅａ）の胞子の懸濁液を用いて接種する。次いで、その植物
を、温度２３℃で相対空気湿度７０％の温室の中に置く。評価は、上記接種の７日後に行
う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されな
いことを意味する。
【０２４０】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２４１】
【表４】

　実施例Ｃ：　ピリクラリア（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ）試験（イネ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、イネ幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧
する。その処理の１日後、該植物に、ピリクラリア・オリザエ（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ
　ｏｒｙｚａｅ）の胞子の水性懸濁液を用いて接種し、次いで、その植物を、２４℃で相
対大気湿度１００％に４８時間維持する。次いで、その植物を、温度２４℃で相対大気湿
度８０％の温室の中に置く。評価は、上記接種の７日後に行う。０％は、対照の効力に相
当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２４２】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２４３】
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【表５】

　実施例Ｄ：　ベンツリア（Ｖｅｎｔｕｒｉａ）試験（リンゴ）／保護
　　　　溶媒：　　２４．５重量部のアセトン
　　　　　　　　　２４．５重量部のジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、リンゴ黒星病の病原菌であるベンツリア・イ
ナエクアリス（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｉｎａｅｑｕａｌｉｓ）の分生子の水性懸濁液を用い
て接種し、次いで、その植物を、約２０℃で相対大気湿度１００％のインキュベーション
室の中に１日間維持する。次いで、その植物を、約２１℃で相対大気湿度約９０％の温室
の中に置く。評価は、上記接種の１０日後に行う。０％は、対照の効力に相当する効力を
意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２４４】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度１００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２４５】
【表６】

　実施例Ｅ：　ウロミセス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ）試験（インゲンマメ）／保護
　　　　溶媒：　　２４．５重量部のアセトン
　　　　　　　　　２４．５重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、インゲンマメさび病の病原菌であるウロミセ
ス・アペンジクラツス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ　ａｐｐｅｎｄｉｃｕｌａｔｕｓ）の胞子の水
性懸濁液を用いて接種し、次いで、その植物を、約２０℃で相対大気湿度１００％のイン
キュベーション室の中に１日間維持する。次いで、その植物を、約２１℃で相対大気湿度
約９０％の温室の中に置く。
【０２４６】
　評価は、上記接種の１０日後に行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、１
００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２４７】
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　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度１０ｐｐｍで、７０
％以上の効力を示す：
【０２４８】
【表７】

　実施例Ｆ：　ファコプソラ（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ）試験（ダイズ）／保護
　　　　溶媒：　　２４．５重量部のアセトン
　　　　　　　　　２４．５重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、ダイズさび病の病原菌であるファコプソラ・
パキリジ（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｐａｃｈｙｒｈｉｚｉ）の胞子の水性懸濁液を用いて
接種し、次いで、その植物を、約２４℃で相対大気湿度約９５％のインキュベーション室
の中に暗闇で２４時間維持する。約２４℃、相対大気湿度約８０％で、１２時間光／１２
時間暗闇の昼／夜の周期を用いて、さらにインキュベーションを実施する。評価は、上記
接種の７日後に行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、
感染が観察されないことを意味する。
【０２４９】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度１００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２５０】
【表８】

　実施例Ｇ：　ブルメリア・グラミニス（Ｂｌｕｍｅｒｉａ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）試験（
オオムギ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、ブルメリア・グラミニス　ｆ．ｓｐ．ホ
ルデイ（Ｂｌｕｍｅｒｉａ　ｇｒａｍｉｎｉｓ　ｆ．ｓｐ．　ｈｏｒｄｅｉ）の胞子を振
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りかける。その植物を、温度約１８℃で相対大気湿度約８０％の温室の中に置いて、うど
んこ病によるいぼ状隆起（ｍｉｌｄｅｗ　ｐｕｓｔｕｌｅ）の発生を促進する。評価は、
上記接種の７日後に行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、１００％の効力
は、感染が観察されないことを意味する。
【０２５１】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２５２】
【表９】

　実施例Ｈ：　レプトスファエリア・ノドルム（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｎｏｄｏ
ｒｕｍ）試験（コムギ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、レプトスファエリア・ノドルム（Ｌｅｐ
ｔｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｎｏｄｏｒｕｍ）の胞子の懸濁液を噴霧する。その植物を、２０
℃で相対大気湿度１００％のインキュベーション室の中に４８時間維持する。その植物を
、温度約２２℃で相対大気湿度約８０％で温室の中に置く。評価は、上記接種の８日後に
行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察され
ないことを意味する。
【０２５３】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２５４】
【表１０】

　実施例Ｉ：　セプトリア・トリチシ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｔｒｉｔｉｃｉ）試験（コム
ギ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、セプトリア・トリチシ（Ｓｅｐｔｏｒｉ
ａ　ｔｒｉｔｉｃｉ）の胞子の懸濁液を噴霧する。その植物を、２０℃で相対大気湿度１
００％のインキュベーション室の中に４８時間維持する。次いで、その植物を、１５℃で
相対大気湿度１００％の半透明なフードの下にさらに６０時間置く。その植物を、温度約
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１５℃で相対大気湿度約８０％の温室の中に置く。評価は、上記接種の２１日後に行う。
０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないこ
とを意味する。
【０２５５】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２５６】
【表１１】

　実施例Ｋ：　ピレノホラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）試験（オオ
ムギ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、ピレノホラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈ
ｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）の胞子の懸濁液を噴霧する。その植物を、２０℃で相対大気湿度１
００％のインキュベーション室の中に４８時間維持する。その植物を、温度約２０℃で相
対大気湿度約８０％の温室の中に置く。評価は、上記接種の８日後に行う。０％は、対照
の効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する
。
【０２５７】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２５８】
【表１２】

　実施例Ｌ：　プッシニア・トリチシナ（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｔｒｉｔｉｃｉｎａ）試験
（コムギ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、プッシニア・トリチシナ（Ｐｕｃｃｉｎ
ｉａ　ｔｒｉｔｉｃｉｎａ）の胞子の懸濁液を用いて胞子を噴霧する。その植物を、２０
℃で相対大気湿度約１００％のインキュベーション室の中に４８時間間維持する。その植
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物を、温度約２０℃で相対大気湿度約８０％の温室の中に置く。
【０２５９】
　評価は、上記接種の８日後に行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、１０
０％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２６０】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２６１】
【表１３】

　実施例Ｍ：　フサリウム・ニバレ（ｖａｒ．マジュス）（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｎｉｖａ
ｌｅ（ｖａｒ．ｍａｊｕｓ））試験（コムギ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、フサリウム・ニバレ（ｖａｒ．マジュス
）（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｎｉｖａｌｅ（ｖａｒ．ｍａｊｕｓ））の胞子の懸濁液を噴霧す
る。その植物を、温室内の、１０℃で相対大気湿度１００％の半透明のインキュベーショ
ンフードの下に置く。評価は、上記接種の５日後に行う。０％は、対照の効力に相当する
効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２６２】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２６３】
【表１４】

　実施例Ｎ：　ブルメリア・グラミニス（Ｂｌｕｍｅｒｉａ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）試験（
オオムギ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。保護活性につい
て試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施用量で噴霧する
。その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、フサリウム・グラミネアルム（Ｆｕｓａ
ｒｉｕｍ　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）の胞子の懸濁液を用いて胞子を噴霧する。その植物
を、温室内の、２２℃で相対大気湿度１００％の半透明のインキュベーションフードの下
に置く。評価は、上記接種の５日後に行う。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し
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、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２６４】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２６５】
【表１５】

　実施例Ｏ：　アルテルナリア・ブラシカエ（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｂｒａｓｓｉｃａ
ｅ）（ハツカダイコンの黒斑病（ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ））を用いたインビボ予防試験
　被験活性化合物を、アセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯの混合物の中で均質化することに
より調製し、次いで、水で希釈して、所望の活性化合物濃度とする。
【０２６６】
　５０／５０の泥炭土／ポゾラン土の底土に播種し、１７℃で成育させたハツカダイコン
植物（品種「Ｐｅｒｎｏｄ　Ｃｌａｉｒ」）を、２葉期で、上記のように調製した活性化
合物を噴霧することにより処理する。対照として、植物を該活性化合物を含んでいないア
セトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯ／水の混合物で処理する。
【０２６７】
　２４時間経過した後、アルテルナリア・ブラシカエ（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｂｒａｓ
ｓｉｃａｅ）の胞子の水性懸濁液を葉に噴霧することにより、該植物に接種する。その接
種されたハツカダイコン植物を、２０℃、相対大気湿度１００％でインキュベートする。
【０２６８】
　評価（効力％）は、接種の５日後に、対照植物と比較して行う。０％は、対照植物の効
力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２６９】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２７０】

【表１６】

　実施例Ｐ：　ボトリチス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉｎｅｒｅａ）（灰色かび
病）を用いたインビボ予防試験
　被験活性化合物を、アセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯの混合物の中で均質化することに
より調製し、次いで、水で希釈して、所望の活性化合物濃度とする。
【０２７１】
　５０／５０の泥炭土／ポゾラン土の底土に播種し、２４℃で成育させたキュウリ植物（
品種「Ｖｅｒｔ　ｐｅｔｉｔ　ｄｅ　Ｐａｒｉｓ」）を、Ｚ１１子葉期で、上記のように
調製した活性化合物を噴霧することにより処理する。対照として、植物を該活性化合物を
含んでいないアセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯ／水の混合物で処理する。
【０２７２】
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　２４時間経過した後、ボトリチス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉｎｅｒｅａ）の
低温保存された胞子の水性懸濁液を子葉に噴霧することにより、該植物に接種する。その
接種されたキュウリ植物を、１７℃、相対大気湿度８０％でインキュベートする。
【０２７３】
　評価（効力％）は、接種の４～５日後に、対照植物と比較して行う。０％は、対照植物
の効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する
。
【０２７４】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２７５】
【表１７】

　実施例Ｑ：　フィトフトラ・インフェスタンス（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｉｎｆｅ
ｓｔａｎｓ）（トマトの疫病）を用いたインビボ予防試験
　被験活性化合物を、アセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯの混合物の中で均質化することに
より調製し、次いで、水で希釈して、所望の活性化合物濃度とする。
【０２７６】
　５０／５０の泥炭土／ポゾラン土の底土に播種し、２０～２５℃で成育させたトマト植
物（品種「Ｒｅｎｔｉｔａ」）を、Ｚ１２葉期で、上記のように調製した活性化合物を噴
霧することにより処理する。対照として、植物を該活性化合物を含んでいないアセトン／
Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯ／水の混合物で処理する。
【０２７７】
　２４時間経過した後、フィトフトラ・インフェスタンス（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　
ｉｎｆｅｓｔａｎｓ）の胞子の水性懸濁液を葉に噴霧することにより、該植物に接種する
。その接種されたトマト植物を、湿潤雰囲気下、１６～１８℃でインキュベートする。
【０２７８】
　評価（効力％）は、接種の５日後に、対照植物と比較して行う。０％は、対照植物の効
力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２７９】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２８０】

【表１８】

　実施例Ｒ：　ピレノホラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）（オオムギ
の網斑病）を用いたインビボ予防試験
　被験活性化合物を、アセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯの混合物の中で均質化することに
より調製し、次いで、水で希釈して、所望の活性化合物濃度とする。
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　５０／５０の泥炭土／ポゾラン土の底土に播種し、２２℃（１２時間）／２０℃（１２
時間）で成育させたオオムギ植物（品種「Ｐｌａｉｓａｎｔ」）を、１葉期（草丈１０ｃ
ｍ）で、上記のように調製した活性化合物を噴霧することにより処理する。対照として、
植物を該活性化合物を含んでいないアセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯ／水の混合物で処理
する。
【０２８２】
　２４時間経過した後、ピレノホラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）の
胞子の水性懸濁液を葉に噴霧することにより、該植物に接種する。その接種されたオオム
ギ植物を、２０℃、相対大気湿度１００％で４８時間インキュベートし、次いで、相対大
気湿度８０％で１２日間インキュベートする。
【０２８３】
　評価（効力％）は、接種の１２日後に、対照植物と比較して行う。０％は、対照植物の
効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２８４】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２８５】
【表１９】

　実施例Ｓ：　ピリクラリア・オリザエ（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ　ｏｒｙｚａｅ）（イ
ネいもち病）を用いたインビボ予防試験
　被験活性化合物を、アセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯの混合物の中で均質化することに
より調製し、次いで、水で希釈して、所望の活性化合物濃度とする。
【０２８６】
　５０／５０の泥炭土／ポゾラン土の底土に播種し、２５℃で成育させたイネ植物（品種
「Ｋｏｓｈｉｈｉｋａｒｉ」）を、２葉期（草丈１０ｃｍ）で、上記のように調製した活
性化合物を噴霧することにより処理する。対照として、植物を該活性化合物を含んでいな
いアセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯ／水の混合物で処理する。
【０２８７】
　２４時間経過した後、ピリクラリア・オリザエ（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ　ｏｒｙｚａ
ｅ）の胞子の水性懸濁液を葉に噴霧することにより、該植物に接種する。その接種された
イネ植物を、２５℃、相対大気湿度８０％でインキュベートする。
【０２８８】
　評価（効力％）は、接種の６日後に、対照植物と比較して行う。０％は、対照植物の効
力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２８９】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２９０】
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【表２０】

　実施例Ｔ：　プッシニア・レコンジタ（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｒｅｃｏｎｄｉｔａ）（コ
ムギの赤さび病）を用いたインビボ予防試験
　被験活性化合物を、アセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯの混合物の中で均質化することに
より調製し、次いで、水で希釈して、所望の活性化合物濃度とする。
【０２９１】
　５０／５０の泥炭土／ポゾラン土の底土に播種し、２２℃（１２時間）／２０℃（１２
時間）で成育させたコムギ植物（品種「Ｓｃｉｐｉｏｎ」）を、１葉期（草丈１０ｃｍ）
で、上記のように調製した活性化合物を噴霧することにより処理する。対照として、植物
を該活性化合物を含んでいないアセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯ／水の混合物で処理する
。
【０２９２】
　２４時間経過した後、プッシニア・レコンジタ（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｒｅｃｏｎｄｉｔ
ａ）の胞子の水性懸濁液を葉に噴霧することにより、該植物に接種する。その接種された
コムギ植物を、２０℃、相対大気湿度１００％で２４時間インキュベートし、次いで、２
０℃、相対大気湿度７０％で１０日間インキュベートする。
【０２９３】
　評価（効力％）は、接種の１０日後に、対照植物と比較して行う。０％は、対照植物の
効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０２９４】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０２９５】
【表２１】

　実施例Ｕ：　セプトリア・トリチシ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｔｒｉｔｉｃｉ）（コムギの
葉枯病）を用いたインビボ予防試験
　被験活性化合物を、アセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯの混合物の中で均質化することに
より調製し、次いで、水で希釈して、所望の活性化合物濃度とする。
【０２９６】
　５０／５０の泥炭土／ポゾラン土の底土に播種し、２２℃（１２時間）／２０℃（１２
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時間）で成育させたコムギ植物（品種「Ｓｃｉｐｉｏｎ」）を、１葉期（草丈１０ｃｍ）
で、上記のように調製した活性化合物を噴霧することにより処理する。対照として、植物
を該活性化合物を含んでいないアセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯ／水の混合物で処理する
。
【０２９７】
　２４時間経過した後、セプトリア・トリチシ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｔｒｉｔｉｃｉ）の
低温保存された胞子の水性懸濁液を葉に噴霧することにより、該植物に接種する。その接
種されたコムギ植物を、１８℃、相対大気湿度１００％で７２時間インキュベートし、次
いで、相対大気湿度９０％で２１～２８日間インキュベートする。
【０２９８】
　評価（効力％）は、接種の２１～２８日後に、対照植物と比較して行う。０％は、対照
植物の効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味
する。
【０２９９】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０３００】
【表２２】

　実施例Ｖ：　スファエロテカ・フリギネア（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｆｕｌｉｇｉ
ｎｅａ）（キュウリのうどんこ病）を用いたインビボ予防試験
　被験活性化合物を、アセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯの混合物の中で均質化することに
より調製し、次いで、水で希釈して、所望の活性化合物濃度とする。
【０３０１】
　５０／５０の泥炭土／ポゾランの底土に播種し、２４℃で成育させたキュウリ植物（品
種「Ｖｅｒｔ　ｐｅｔｉｔ　ｄｅ　Ｐａｒｉｓ」）を、Ｚ１１子葉期で、上記のように調
製した活性化合物を噴霧することにより処理する。対照として、植物を該活性化合物を含
んでいないアセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯ／水の混合物で処理する。
【０３０２】
　２４時間経過した後、スファエロテカ・フリギネア（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｆｕ
ｌｉｇｉｎｅａ）の胞子の水性懸濁液を葉に噴霧することにより、該植物に接種する。そ
の接種されたキュウリ植物を、約２０℃／２５℃、相対大気湿度６０／７０％でインキュ
ベートする。
【０３０３】
　評価（効力％）は、接種の１２日後に、対照植物と比較して行う。０％は、対照植物の
効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
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【０３０４】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０３０５】
【表２３】

　実施例Ｗ：　ウロミセス・アペンジクラツス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ　ａｐｐｅｎｄｉｃｕ
ｌａｔｕｓ）（インゲンマメのさび病）を用いたインビボ予防試験
　被験活性化合物を、アセトン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯの混合物の中で均質化することに
より調製し、次いで、水で希釈して、所望の活性化合物濃度とする。
【０３０６】
　５０／５０の泥炭土／ポゾラン土の底土に播種し、２４℃で成育させたインゲンマメ植
物（品種「Ｓａｘａ」）を、２葉期（草丈９ｃｍ）で、上記のように調製した活性化合物
を噴霧することにより処理する。対照として、植物を該活性化合物を含んでいないアセト
ン／Ｔｗｅｅｎ／ＤＭＳＯ／水の混合物で処理する。
【０３０７】
　２４時間経過した後、ウロミセス・アペンジクラツス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ　ａｐｐｅｎ
ｄｉｃｕｌａｔｕｓ）の胞子の水性懸濁液を葉に噴霧することにより、該植物に接種する
。その接種されたインゲンマメ植物を、２０℃、相対大気湿度１００％で２４時間インキ
ュベートし、次いで、２０℃、相対大気湿度７０％で１０日間インキュベートする。
【０３０８】
　評価（効力％）は、接種の１０日後に、対照植物と比較して行う。０％は、対照植物の
効力に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０３０９】
　この試験において、本発明に従う下記化合物は、活性化合物の濃度５００ｐｐｍで、７
０％以上の効力を示す：
【０３１０】
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【表２４】

実施例Ｘ：　プッシニア（Ｐｕｃｃｉｎｉａ）試験（コムギ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。
【０３１１】
　保護活性について試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている
施用量で噴霧する。その処理の１日後、該植物に、プッシニア・レコンジタ（Ｐｕｃｃｉ
ｎｉａ　ｒｅｃｏｎｄｉｔａ）の胞子の水性懸濁液を用いて接種する。その植物を、２２
℃で相対大気湿度１００％のインキュベーション室の中に４８時間維持する。次いで、そ
の植物を、温度約２０℃で相対空気湿度約８０％の温室の中に置く。
【０３１２】
　該試験の評価は、上記接種の７～９日後に行う。０％は、処理されていない対照の効力
に相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０３１３】
　表：
　プッシニア（Ｐｕｃｃｉｎｉａ）試験（コムギ）／保護
【０３１４】
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【表２５】

　実施例Ｙ：　ウロミセス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ）試験（インゲンマメ）／保護
　　　　溶媒：　　２４．５重量部のアセトン
　　　　　　　　　２４．５重量部のジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及
び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度とする。
【０３１５】
　保護活性について試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている
施用量で噴霧する。その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、インゲンマメさび病の
病原菌であるウロミセス・アペンジクラツス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ　ａｐｐｅｎｄｉｃｕｌ
ａｔｕｓ）の胞子の水性懸濁液を用いて接種し、次いで、その植物を、約２０℃で相対大
気湿度１００％のインキュベーション室の中に１日間維持する。
【０３１６】
　次いで、その植物を、約２１℃で相対空気湿度約９０％の温室の中に置く。
【０３１７】
　該試験の評価は、上記接種の１０日後に行う。０％は、処理されていない対照の効力に
相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０３１８】
　表：
　ウロミセス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ）試験（インゲンマメ）／保護
【０３１９】
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【表２６】

　実施例Ｚ：　セプトリア・トリチシ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｔｒｉｔｉｃｉ）試験（コム
ギ）／保護
　　　　溶媒：　　　　４９重量部のＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル
　活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物又は活性化合物組
合せを上記量の溶媒及び乳化剤と混合し、得られた濃縮物を水で希釈して、所望の濃度と
する。
【０３２０】
　保護活性について試験するために、幼植物に、活性化合物又は活性化合物組合せの該調
製物を記載されている施用量で噴霧する。
【０３２１】
　その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、セプトリア・トリチシ（Ｓｅｐｔｏｒｉ
ａ　ｔｒｉｔｉｃｉ）の胞子の懸濁液を噴霧する。その植物を、約２０℃で相対大気湿度
約１００％のインキュベーション室の中に４８時間維持し、次いで、約１５℃で、相対大
気湿度約１００％の半透明なインキュベーション室の中に６０時間維持する。
【０３２２】
　次いで、その植物を、温度約１５℃で相対大気湿度約８０％の温室の中に置く。
【０３２３】
　該試験の評価は、上記接種の２１日後に行う。０％は、処理されていない対照の効力に
相当する効力を意味し、１００％の効力は、感染が観察されないことを意味する。
【０３２４】
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　表：
　セプトリア・トリチシ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｔｒｉｔｉｃｉ）試験（コムギ）／保護
【０３２５】
【表２７】
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